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序章 本研究の目的と構成 
 
 
第１節 問題提起と研究目的 
 
 一般的に小売企業の国際展開は、古くは北米や欧州の小売企業が近隣諸国の小売市場へ
参入して、徐々にその地域を拡大していく「国境を越える商業活動」や「商業の地理的拡
大」として、研究者の間で事象把握がなされてきた。しかし、日系小売企業の海外出店に
関しては、1960 年代に近隣諸国というよりは遠隔地である欧州の現地在住日本人向けや海
外旅行者を対象とした百貨店の出店、比較的近隣ではあるタイ、マレーシア、シンガポー
ルといった東单アジアへのスーパーマーケットの設立、近年では隣国の中国や韓国へのコ
ンビニエンス・ストア（以下 CVS と略称）の出店が行われるようになったばかりである。
小売企業の海外出店論理は、出店为体の小売企業が本国から出店を試みる際の対象となる
出店先国間や地域間の地理的隔たりの大小ではなく、政治的・経済的懸隔の大小によると
ころが非常に重要であると考えられており、そこから生じる様々な市場問題から、どの小
売企業も多かれ尐なかれ逃れることはできない。 
 台湾においては、台湾政府のさまざまな出店規制緩和および法制度の整備により、1980
年代後半より日系小売企業の出店が加速した。より具体的には、段階的に開放されてきた
外国人投資条例の改正が背景にあり、为として百貨店、食品スーパー、総合スーパー、CVS、
専門店などの小売業態において市場参入が試みられてきた。この台湾小売市場へ参入は日
系小売企業だけではない。1980 年代後半からフランスでハイパーマーケットを展開してい
るカルフール（1989 年）やオランダのマクロ（1989 年）の欧州小売企業が市場参入を果た
し、その後 1990 年代に入り、アメリカの会員制倉庫型卸売業として知られているコストコ
（1997 年）、フランスのカジノ（1998 年）など、グローバル展開している欧米小売企業が
次々と台湾市場をターゲットに出店を開始した。 
 このように 1980 年代後半から 1990 年代は、まさに外資系小売企業の台湾出店の草創期
であると同時に、日系・欧米系の外資系小売企業と地場小売企業との小売企業間における
競争構図が浮き彫りになった時期でもある。例えば日系小売企業でいえば、1980 年代に出
店した食品スーパーのほとんどは、1990 年代前半に姿を消した。また 1990 年代は日系百
貨店の建設・出店ラッシュが到来した時期でもあった。 
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 2000 年代には、外資系小売企業の出店は鈍化したが、欧米外資小売企業は依然として出
店しており、例えば、量販店の業態では、すでに撤退しているがイギリスのテスコ（2000
年）やオーシャン（2000 年）などの国際展開をしている小売企業の出店が見られた。特に
2000 年代半ば以降、各小売業態で台湾からの閉店・撤退現象が顕在化している。日系小売
企業ではイオン（2007 年）、伊勢丹（2008 年）など大手小売企業の閉店・撤退が相次いだ。
また食品スーパーおよび CVS においては、外資系小売企業ないし地場小売企業への吸収合
併に見られるような流通の再編が生じている。それぞれの店舗における閉店・撤退は見ら
れるものの、2000 年代も確実に台湾小売国際化は進行しており、むしろ明確化してきてい
る。 
 上述してきたように、多国籍小売企業における一国・一地域における小売競争は、新興
国の小売市場、とりわけ東アジアの小売市場では、2000 年以降顕著になってきており、台
湾小売市場も例外なく、その波が打ち寄せてきている状況下にある。 
 アジア市場で比較的遅く日系小売企業の市場参入が開始されたのが台湾市場であり、近
年、台湾小売市場における日系小売企業の直接投資は、投資額増加に対して投資件数は伸
びていないことも事実である。その大きな要因は、隣国である中国への小売投資シフトに
ある。中国における小売企業の出店は、1970 年代後半から始まる中国政府による経済改革
を契機に、1992 年以降、段階的に実施されてきた流通開放政策や外資出店規制の緩和に大
きく委ねられてきた。例えば、2001 年の中国の WTO（世界貿易機関）加盟による流通改
革開放路線の強化、2004 年の小売市場の完全自由化による小売市場の開放、さらには、2005
年の「商業特許経営管理弁法」の発効であり、それにより外資系小売企業におけるフラン
チャイズ方式による多店舗展開が容易になり、外資系小売企業は急激に出店を増加させて
きた。 
 本論文は、台湾における日系小売企業の出店・撤退という一連のプロセスにおける市場
適応行動についてアプローチを試みるものである。そこで、国境を意識した「小売国際化」
を念頭に置き、台湾小売市場を研究対象とする具体的な理由を以下のように挙げる。まず
第１に、台湾小売市場において小売売上高上位 10 社中６社が外資系小売企業が占める外資
上位集中市場であること（小売国際化のモデルケースとなり得る）。第２に、台湾小売市
場では近代的小売業に分類される総合商品小売業である、①百貨店、②スーパーマーケッ
ト、③CVS の代表的な３つの小売業態すべてにおいて、日系小売企業による出店が行われ
ていること（日系小売企業の海外定着度の先駆的事例）。第３に、台湾小売市場と類似す
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ると考えられている中国小売市場研究への応用が期待できるところにある（今後の国際小
売市場への戦略的可能性）。 
 また本論文では、台湾へ直接投資を行なっている日系小売企業が保有する経営資源をベ
ースとした現地市場への適応行動を「出店」、「マーチャンダイジング」、「マネジメン
ト」の３つの視点から、実証分析から得られた知見を通じて日系小売企業の海外出店行動
の一般理論化の構築を試みる。本研究の目指す方向は、未だ十分に解明されていない日系
小売企業による台湾小売市場への出店・撤退プロセスの実証分析を踏まえながら、市場適
応行動を解明すると同時に、出店・撤退モデルケースから導かれる理論構築に向けたアプ
ローチを試みることである。つまり、日系小売企業の出店・撤退の一連のプロセスをマク
ロ視点から、小売企業を取り巻く政治的・経済的環境要因に依拠し、そしてさらに、ミク
ロ視点から出店・撤退に影響を与える市場特性に依拠しながら、各小売企業の出店・撤退
の差異を捉えることで、台湾における各個別の日系小売企業の保有する小売経営資源につ
いても解明できると考えている。 
 そこで本論文の目的は、上述したようにアジア市場のなかでも特異な小売市場と考えら
れる台湾小売市場に焦点を絞り、当該小売市場での日系小売企業の国際的な競争優位なら
びに市場適応行動を明らかにすることである。 
 
 
第２節 本研究の位置付けと研究方法 
 
１．小売国際化研究の経緯 
 企業の「国際化研究」の为流は、国際経済論や多国籍企業論などで論じられてきた投資
と貿易を为とした製造業に関する研究である。しかし近年、製造業の研究を援用する形で
小売業における海外直接投資に関する理論的研究も進められてきた。例えば、進出動機や
進出要因について、海外調査結果の事例を挙げながら説明している Dawson（1994）(1)、ま
た政治、社会、文化的側面において「プッシュ要因」と「プル要因」に分けて分析してい
る Alexander（1997）の研究(2)である。 
 一方で、小売国際化は個別企業の戦略としても捉えられてきた。例えば、企業戦略論の
先駆けである Ansoff（1965）の研究(3)は、国境を越えた小売活動を経営戦略として捉える
ことで新たな視点を提示し、企業のグローバル戦略としての Salmon = Tordjman（1989）の
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研究(4)などは、製造業の多国籍化との関連づけで市場開拓・拡大戦略としての海外出店に
ついて言及している点は非常に評価されている。 
 しかし、これまでの企業の多国籍化議論は、製造業が为であったことは、周知の通りで
ある。それが 1990 年代前後には、小売企業の出店から店舗運営・管理に関して、Treadgold
（1988）や先の Salmon = Tordjman（1989）のように先駆的な類型化を試みる研究が台頭し
てきている。また小売業を視野に入れて、しかも小売業態に踏み込んだ議論を行った
Goldman（2001）は、戦略的類型化に業態を意識した概念を取り入れた。それらの研究成
果は、その後、日本において小売国際化の命題とも言える「標準化-適応化問題」へのアプ
ローチ研究につながっており、新たな「戦略的」視点を取り入れた研究へ大きな影響を与
えている。 
 例えば、向山（1996）氏の「出店行動」と「商品調達」の２つの次元からのアプローチ
を試みた「グローバル・パス・モデル」 (5)、川端（2000）氏の母国市場との構造的共通性
が認められた市場をフィルターと見なして、①飛び地戦略、②優位性戦略、③特定市場適
応化戦略、④複数市場適応化戦略、⑤グローバル戦略の５つの小売企業の海外進出戦略を
提示した「市場フィルター構造論」の研究 (6)、そして現地適応パターンを、①完全なる標
準化、②標準化のなかの部分適応、③創造的連続適応、④新規業態開発の４つに類型化し
た矢作（2007）氏の研究(7)が先行している。 
 このように、進出要因研究、経営戦略論、国際マーケティング論、プロセス研究など、
関連する先学による研究成果は多いものの、必ずしも理論研究と実証研究が融合している
わけではない。本研究では、先行研究では決して焦点化されてこなかった「小売業態」を
意識したアプローチにも努める。つまり第Ⅱ部において、業態別のケーススタディとして
の実証分析を行うことで、流通構造もまだ十分に解明されていない台湾小売市場における
現地独自の流通構造分析や競争企業関係を掌握することができると考えている。その点は
本研究の独自性と考えている。 
 また本研究では、日系小売企業の台湾現地市場への出店・撤退プロセスにおける市場適
応行動を、日系小売企業が保有する「ノウハウ」を代表とする小売技術の「知識移転」を
ベースとして捉える。その意味では小売経営資源の研究と言うことができるが、学術的位
置付けは小売経営戦略論の範疇に入り、その関係分野としては小売業態および小売立地な
どの物理的制約や経済環境からの影響を受けやすい「商業経営」分野における研究として
も位置付けられる。さらに、上述したように、台湾小売構造へのアプローチも含むことか
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ら海外事情やアジア研究の範疇にも属すると考えられる。 
 これまでの台湾における海外小売企業の出店については、歴史も浅く研究レベルでも解
明されていない部分が非常に多い。したがって、日系小売企業の現地出店・撤退における
市場適応行動についての実証研究は尐ないのが実情である。さらに、小売分野における台
湾直接投資ないし台湾出店研究は、事象の把握から概念構築に向けた過渡期にあり、未だ
発展途上にあると考えられるために、本研究の学術的位置付けも萌芽研究分野に該当する
と思われる。 
 台湾では 1954 年に台湾政府による外国人投資条例が施行されて以来、幾度かの改正を経
て、外資系小売企業も 100％独立資本での出店が可能となっている。本研究は、国際的小
売活動を行なっている日系小売企業に関する研究のなかでも、総合商品小売企業に焦点を
当て、①市場参入モードおよび出店フォーマットの差異、②現地商慣行への適応程度、③
品揃えの広狭を含む商品調達および商品販売方法など、台湾現地へ直接赴いて行ったヒア
リング調査等を通じて示唆された、日系小売企業の出店プロセスおよび市場適応行動を解
明していく。本研究の意義は、総合商品小売業の各業態が独自に保有する経営資源をベー
スに出店・撤退した際に、どの部分にウェイトを置き、市場適応行動を行うのかを解明す
るところにある。 
 
 ２．研究経緯と研究方法 
 これまでに東北財経大学（中国大連市）の研究者らとの共同研究成果を上梓（鈴木武・
夏春玉編『現代流通の構造・競争・行動』同文舘出版、2002 年）してきた。調査研究にお
いて、中国では中国社会科学院、北京工業大学、上海財経大学、遼寧大学、牡丹江大学、
青島大学、台湾では真理大学、立徳管理学院の研究者らと学術交流を行なってきた。そし
て、本研究の一環として訪問調査対象としてきた小売企業は、中国では華糖洋華堂有限公
司、セブンイレブン北京有限公司、上海福満家便利有限公司、そして台湾では新光三越股
份有限公司、太平洋崇光百貨股份有限公司、大葉高島屋股份有限公司、大立伊勢丹股份有
限公司、漢神名店百貨股份有限公司、永旺百貨股份有限公司など数十社になる。本研究は、
中国では北京市および上海市、そして单京市、大連市といった为要都市、台湾では台北市、
高雄市を中心とした重要拠点都市に出店している日系小売企業の経営幹部に対して、2004
年以降断続的ではあるが、ヒアリング調査を実施し、その調査から得られた知見やその結
果に基づいて、研究構想に至っている。 
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 先学の研究による、上述したような研究成果やデータの把握、情報収集に関しては比較
的容易であるが、実際の出店事情や企業心理等の数値化しにくい情報や出店に至る経緯に
関しては現地企業へ直接アプローチする方法が最も有効と考え、実地調査結果を取り入れ
ている。本研究では、商業論および小売マーケティング論を基本としながら、小売企業の
研究分野では数量的に蓄積が極めて尐ない有形無形の経営資源ベース理論
（Resource-Based View Theory）も加味しながら分析調査を進めていくことにする。経営資
源ベース論は、为に製造業を中心とした企業が保有する資源に関する理論であるが、本研
究では、小売企業が保有するどの有形無形（特に無形資源としての小売経営資源）が、ど
のように移転したかについても分析を行うことから、RBV は必要であると考えている。 
 つまり、本研究では過渡期と思われる台湾へ直接投資を行なっている小売企業が保有す
る経営資源が、①日本から現地へと移転する出店プロセス、②現地から経営資源を退かせ
る撤退プロセスについて、文献調査等を通じて行い、現地法人に対しては現地へ赴きヒア
リング調査を実施し、日系小売企業の出店・撤退行動のモデル化、パターン化を試みる。
そして、最終的には台湾における日系小売企業の出店・撤退に関する理論構築を目指す。 
 
 
第３節 本研究の構成 
 
 本研究は、大きくは第Ⅰ～Ⅱ部で構成されている。第Ⅰ部の「日系小売企業国際化の理
論編」は４つの章から構成されており、理論研究としての位置付けをしている。近年、小
売国際化は、欧米のグローバル小売企業を中心とした中国への進出に象徴されている。こ
こで指す小売国際化には、「当該国における小売市場の国際化」と「小売企業の国際的活
動」の２つの意味合いが含まれる。本研究では、前者の「当該国における小売市場の国際
化」が、後者の「小売企業の国際的活動」における小売国際化プロセスの結果、促進され
ると考えており、台湾市場も例外なく小売国際化の波にさらされていることを明らかにす
る。第１章では、小売国際化研究の諸研究をレビューし、小売国際化の論点を抽出する。
そして第２章では、日系小売企業の国際化に関する研究を取り上げる。ここでは日系小売
企業の海外出店・撤退に関する文献レビューを行う。とともに、出店パターンの類型化を
台湾に焦点を絞りすることで、新たな問題点や課題を浮き彫りにしていく。次に第３章で
は、日系小売企業における海外出店の第一局面とされる進出意思決定に関してポイントと
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なっているパートナーの存在、競合相手の有無を取り上げ、現地参入の重要性について考
察する。引き続き第４章では、組織学習における知識移転の簡卖なレビューを行い、小売
ノウハウについて明確にすることで、日系百貨店を中心とした組織学習効果について検証
を試みる。なお、日系小売企業の組織学習分析については、小売業の使命である仕入と販
売に関して言及する。 
 第Ⅱ部の「日系小売企業国際化の実証編」は、５つの章から構成されており、事例研究
による実証研究と位置付ける。この部では、事例研究として過去にヒアリングを含む実地
調査結果および実証研究成果を踏まえて、百貨店、総合スーパー、CVS の３つの小売業態
別の出店行動について分析する。 
 まず第５章では、台湾政府の商業統計データおよび民間企業データを用いて台湾小売構
造の変化と 1980 年代後半から顕著に表れる台湾の小売国際化について分析していく。ここ
では日系小売企業の市場参入状況も明らかにしながら、台湾小売構造の特質について言及
する。続いて第６章から第８章にかけては、総合商品小売業である百貨店、総合スーパー、
CVS の各小売業態における分析を行い、台湾に出店した個別小売企業の出店・撤退プロセ
スについてヒアリング調査の分析を進めていく。そこで第６章では、台湾に最も早い時期
に出店を開始した日系百貨店である、そごうおよび最も多店舗展開を進める三越を中心に
高島屋、伊勢丹、阪神の５つの百貨店について、ヒアリング調査から見えてくる百貨店の
競争優位について分析する。第７章は、台湾からすでに撤退している日系総合スーパーの
イオンの事例を取り上げる。これは日系小売企業の台湾撤退事例となるが、欧米量販店の
市場シェアが高い業態における経営現地化の意義を探ることにする。第８章は、台湾の
CVS の二大勢力の１つである台湾ファミリーマートを事例として取り上げ、国際フランチ
ャイジングにおける日系小売企業の FC 投資戦略について考察する。 
 終章は、第６章から第８章で得られた知見から、日系小売企業の出店・撤退時期の検討
を行い、出店・撤退理由について考察し、以下の点に着目しながら、業態別の特徴をまと
める。すなわち、第１に、日系小売企業の「海外進出形態（市場参入モード）」および「海
外店舗形態（市場参入フォーマット）」を含む進出行動を出店として捉える。第２に、日
系小売企業が保有する経営資源である独自の小売ノウハウを抽出し、マーチャンダイジン
グを検証する。第３に、販売現地化へ向けての店舗運営・管理、そして多店舗展開等を含
むマネジメントについて論じる。 
 最後に、本論文の総括および今後の課題について述べる。この章では、本論文の総括的
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な意味を含むと同時に、本研究で明らかにできなかった残された課題を提示することで、
今後における研究のより深化を促したいと考える。 
 本研究における分析枠組み（フレームワーク）を図示すると、以下のようなフローチャ
ートになる（次ページへ）。 
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本研究のフレームワーク 
 
 
 
 
 問題提起【序章】 
 
                                                   
   【理論研究】  
 
 
 
 
 
 
 第Ⅰ部 日系小売企業国際化の理論編 
  先行研究のレビュー（研究動向、定義、論点）【第１章】 
  日系小売企業の国際化研究【第２章】 
  日系小売企業の台湾市場の競争と参入理論【第３章】 
  日系小売企業の組織学習（参入後の行動理論）【第４章】 
 
 
 【実証研究】  
 第Ⅱ部 日系小売企業国際化の実証編 
    台湾小売構造の分析【第５章】 
  小売業態別の事例研究 
   ①百貨店【第６章】 
    ②総合スーパー【第７章】 
      ③CVS【第８章】 
 
 
 【本研究の結論】  
 台湾における日系小売企業の業態特徴と展開【終章】 
   ①出店・撤退時期検討：百貨店、総合スーパー、CVS 
    ②業態別特徴 
   ③戦略・展開 
    ④総括と課題 
 
 出店 
  マーチャンダイジング 
  マネジメント 
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 なお、日系小売企業の台湾モデルは「出店前」、「出店直後」、「出店後」、「撤退」
のプロセスを経るが、本論文では、大きく出店前と出店後の適応行動に関して、以下のよ
うな視点からの理論構築を目指している。 
 
 【出店前】 
   出店 出店タイミング（時期）、出店方式、出店業態、ストアコンセプト、周辺環境など 
     「海外進出形態（市場参入モード）」 
     「海外店舗形態（市場参入フォーマット）」 
 【出店後】 
   マーチャンダイジング 商品計画、仕入計画、価格設定、物流システムなど 
   マネジメント 販売管理、人的管理、店舗の保守・管理など 
 
      多店舗展開 
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第１章 小売国際化研究の現状 
 
 
第１節 問題の所在 
 
 小売業は従来から歴史的・社会的に一国一地域に根ざす産業であり、一国一地域の周辺
消費者に直接対峙する産業として認識されている。つまり、一国一地域において活動する
という意味で、小売業はドメスティック（国内的）産業と呼ばれることもしばしばあり、
当該国や当該地域における限定的活動を前提とした産業としての位置付けが、古くから確
立している。 
 しかし、ここ近年、一国一地域にとどまらずに、その活動領域をグローバル化（地球規
模化）させる小売企業の出現により、小売業がドメスティック産業であることの前提が崩
れつつある。例えば、世界的な大規模小売企業であるウォルマート、カルフール、メトロ、
テスコを代表とする小売活動の国際化である。これらの国際的展開を行う小売企業は、本
社が設立されている本国を母市場としつつ、進出先国の小売市場において小売活動を行い、
その活動領域を広げる大規模小売企業である。 
 小売企業が地理的拡大を志向し、その活動を卖に国境を越えて行うだけでなく、商品調
達をも国境を越えて行うことを志向する国際的小売企業が誕生している。今やその活動領
域を増大させている小売企業によるインパクトは、進出先国やその周辺地域へと広がり、
その威力は徐々にではあるが世界的に浸透しつつある。具体的には、わが国の小売企業が
海外諸国へと出店している事象もあれば、逆に海外諸国の小売企業が日本へ参入機会を得
て出店している事実もあり、世界的な大規模小売企業に限らず、国際展開をしている専門
店等を含む小売業の周辺諸国や周辺地域への出店が及ぼす影響は大きい。とりわけ、出店
を加速している新興市場へのチェーン展開は研究者からも注目されている。 
 ここで国際化（Internationalization）とグローバル化（Globalization）を明確にし、「小
売国際化」と「小売グローバル化」を明確にしたい。なぜならば、一般的によく使用され
る国際化とグローバル化は、似て非なるものであるからである。この２つの言葉を端的に
表現している川端（2000）氏によれば、国際化は国境の存在や意義を意識し、それゆえに
国境を越えるごとに経営方法や販売する商品を変えて対応することを指し、一方、グロー
バル化は国境の存在や意義を乗り越えたボーダレスの行動であり、国境を越えても経営の
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やり方や販売商品を変えないことを指している (8)。前者は、本国母市場と進出先国市場の
差異を認識して、本国母市場で有効的と考えられている小売活動を進出先国の小売市場に
合わせてシフトさせる、すなわち「小売活動の現地化」あるいは「小売活動の適応化」を
意味する。後者は、本国母市場と進出先国市場の差異を認識しながらも、本国母市場で有
効的と考えられている小売活動を進出先国によって変えることなく展開させる、すなわち
「小売活動の標準化」あるいは「小売活動の適用化」を意味する。 
 ここに小売国際化と小売グローバル化の本質的問題である「小売活動の標準化-適応化」
の問題が存在することになる。しかしながら、すべての研究者が小売国際化において現地
化と適応化、標準化と適用化の各用語を明確に捉えて使い分けているわけではなく、その
意味では、小売国際化研究は発展途上にあるといってもよい。 
 本章では、この小売国際化を、第１に小売企業の本国以外の他国・他地域への展開（小
売企業の国際化）と、第２に国際的小売企業の当該国および当該地域への小売市場参入に
よる展開（小売市場の国際化）とを視野に入れながら、これまでの研究者による文献レビ
ューを通じて小売国際化研究の現状を把握する。そして、尐なくとも 1980 年代後半以降か
ら 2011 年現在に至るまでの約 20 年間において、一国・一地域に限らず国際的に活動を広
げている小売企業の展開および小売国際化の現段階の議論を整理し、そこから小売国際化
の論点および課題を見いだすことにする。 
 次節以下では、小売国際化に関する諸研究のレビューを行う。そこで小売国際化研究の
焦点の変遷にも着目しながら、小売国際化への研究者の関心が小売国際化研究の多様化に
顕れていることを確認する。そして小売国際化の規定要因と論点を明確にしていく。 
 
 
第２節 小売国際化に関する諸研究のレビュー 
 
１．進出の実態把握研究 
 実際の小売企業の海外出店行動を、小売国際化や小売グローバル化などの表現を用いな
がら、さまざまな角度から分析が試みられてきたが、初期の研究者の関心は、欧米諸国の
小売企業の海外進出の現象をどのように捉えるかに集中していた。これは小売企業の国際
的な展開の事象把握でもあった。古くは 18～19 世紀にかけてイギリスやスペインといった
欧州の代表的な貿易商の小売活動に関する記述に代表されるが、多くの文献は、国際的な
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小売業が台頭して本格的に活動を開始する 20 世紀になってからの小売企業の海外展開に
関してがほとんどである。例えば、第二次世界大戦前の海外出店に関する貴重な研究とし
て、Jefferys（1954）のアメリカのバラエティ・ストアであるウールワースのカナダやイギ
リスへの出店を分析した研究(9)や、オランダ衣料品チェーン店である C&A の第一次世界
大戦前のドイツを初めとする欧州での展開を詳細に綴った CIR の分析(10)などがある。 
 また鈴木（1968）氏の第二次世界大戦後のアメリカ大手小売企業であるシアーズのカナ
ダ、中单米、欧州への海外進出、スーパーマーケットのセーフウェイのカナダへの進出の
分析(11)や、二神氏によるフランスのカルフール、オランダのアホールドの海外展開研究 (12)
などは、海外の小売企業の国際出店を詳細に紹介した研究である。特に鈴木氏による欧州
とアメリカの小売企業の国際的進出に関する分析は、第二次世界大戦後の 1950 年代から
60 年代にかけての国際的に小売活動を営む企業の事例研究として非常に貴重である。 
 海外出店の実態把握と同時に、実態の類型化を試みる研究も行われている。欧米の小売
企業の海外進出を为とした小売国際化研究において、萌芽期の研究者の Hollander（1970）
は、奢侈品、専門品、直販、総合、商社の５つの国際小売商業の分類を試みた (13)。为な活
動対象国は欧米諸国であり、この分類では、取り扱い商品と小売経営形態別に小売活動を
行う企業の卖純な分類がなされている。 
 進出の実態把握研究は、ウォルマート（アメリカ）、カルフール（フランス）、メトロ
（ドイツ）、テスコ（イギリス）などのグローバルリテーラーが東アジアを視野に入れ始
め、店舗数を飛躍的に伸ばし始めた 1980 年代後半から各研究者も注目度を高め、異なった
展開を見せるようになる。それは①事象の把握に加えて、②小売国際化の実態をどのよう
に捉えるかという視点と、③海外出店した小売企業の具体的な類型化を試みるという小売
国際化理論構築のためのアプローチである。 
 
２．比較・パターン化および類型化研究 
(1)製造業の国際化との比較 
 小売国際化研究の系譜として、しばしば製造業の国際化と比較対比されるケースが見受
けられる。それは、歴史的に先行してきた製造業の国際化や多国籍化を小売業に援用ある
いは部分援用できるか否かを問う内容となっている。ここで、製造業の国際化と関係した
研究について簡卖に言及しておこう。 
 製造業の海外進出は、例えばイギリスを中心とした欧州からアメリカ、日本、NIES、
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ASEAN のように経済発展にしたがって途上国・地域が先進国・地域を追いかける構図が
あり、それにしたがって輸入、域内生産、輸出というように産業発展が雁行形態を取るこ
とを説明する雁行形態論(14)や、技術革新による新製品が、開発、生産開始を経て大量生産
体制の成熟製品段階を迎え、やがて開発途上国における現地生産および本国と第三国への
逆輸入へと発展する衰退段階の過程にしたがって貿易と直接投資が行われることを説いた
プロダクト・ライフサイクル論(15)がある。これらの多国籍企業をモデルとした製造業の国
際化の理論分析は、経済発展のマクロ環境を所与としており、しかも工業と商業の立地を
説明するものではないとされる。 
 その点で、製造業と小売業の立地の相違に着目した川端氏の研究は、①立地の際に重視
される因子の相違、②国際立地と国際分業との関係の相違、③立地を前提とした市場空間
の規模の相違、④母国で構築したシステムを内部化できる度合いの相違、⑤海外に移転す
る技術の相違によって、製造業の国際化と小売業の国際化には完全援用できる関係にない
ことを強調している(16)。仮に先進国における発展パターンを開発途上国がまったく同様に
たどることがあったとしても、先進国の近代的小売業が開発途上国の市場で必ずしも優位
性を発揮できるわけでもなく、製造業の技術が母国や進出先環境から独立した存在である
一方で、小売業の技術が本国の市場特性などの流通環境に依存して成立していることが、
その大きな理由(17)となっているためである。 
 小売業の国際化および製造業の国際化を、それぞれの業種ごとのパターンとして認識す
るならば、小売業と製造業とでは大きな相違点がある。それは当該組織の立地と市場との
関係が、前者では店舗立地周辺の消費者への販売という空間的に限られたミクロレベルで
の市場を想定した国際化であるが、後者では販売先は現地消費者の場合もあるが、ほとん
どが輸出入を意図したマクロレベルでの市場を対象とした国際化という点に集約できるで
あろう。 
 
(2)進出動機・参入要因研究 
 第二次世界大戦後のアメリカ、欧州の小売業の海外進出に鑑み、その出店の動機や進出
要因を解き明かそうとする研究も蓄積されてきた。Treadgold = Davies（1988）は、小売企
業が海外市場へ出店する際の動機は大きく「プッシュ要因」と「プル要因」に分けること
ができるとしている(18)。プッシュ要因とは、言葉の通り自国市場から海外市場へ押し出す
要因であり、自国市場における魅力度が海外市場と比べて务るところから生じる要因であ
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り、①国内市場の成熟、②強い競争圧力、③制限的な取引環境、④経済の低迷、⑤人口増
加の停滞を指摘している。他方、プル要因とは海外市場から惹きつけられる要因であり、
①未発展市場の存在、②グローバルを目指す企業哲学、③ニッチ市場の存在、④将来への
拡張、⑤企業の既存技術や強みの活用とされる。また Treadgold = Davies は、小売企業が
海外進出する際に採用される手法、すなわち、参入モードに影響を与える要因は何かを明
らかにしようとも試みており、その参入規定要因研究における命題で導かれた参入規定要
因は、社会文化的距離、国際経験、企業理念、小売企業特性である。 
 Alexander（1990）は、小売企業の海外進出理由について、イギリス小売企業に対してア
ンケート調査を行い、①進出先国の市場規模、②進出先国の経済的繁栄水準、③自社の業
態、④自社の取扱い商品ライン、⑤進出先国における小売業の発達度などの回答を得て、
最も強い動機として進出先国におけるニッチ市場機会の存在を見いだした。 
 進出動機の「プッシュ要因」か「プル要因」のどちらが、小売企業の海外出店をより押
し進める要因かという問題を実証的に研究したのが Williams（1992）である。彼もまた、
イギリスの小売企業へのヒアリング調査から進出の動機を探り抽出した４つの因子のうち
で、①国際市場で通用する経営革新性、②能動的成長志向、というの２つの因子が、③進
出誘致や競争相手への追随などの受動的反応、④国内市場の狭隘さ、の残りの因子よりも
上回ることを突き止めている(19)。 
 同様に参入規定要因については、Burt（1993）も、①文化的・地理的接近性、②国際的
経験、③小売の事業特性、④地理的区域等を挙げているが (20)、これら上述した研究者全員
が小売企業固有の参入規定要因を指摘しているわけではない。また同時期に、小売企業の
海外出店に関して理論的研究を行っている Dawson（1994）は、進出動機や進出要因につ
いて事例を挙げながら説明している(21)。例えば、敢えてプッシュ要因とプル要因とには分
けていないが、プッシュ要因と考えられる「切迫した本国市場の飽和」を要因とするアホ
ールドや GIB の海外出店、「本国の出店規制による立地余地の限界」を要因とするフラン
スハイパーマーケットの海外出店などの紹介がある。逆にプル要因と考えられる「進出市
場の未開拓性や成長性の存在」を要因とするトイザらス、イケア、ボディショップなどの
海外出店、「複数市場へのリスク分散」を要因とするメトロ、テンゲルマンなどの多角的
海外投資などの記述も見られる。またその他に「企業家精神、冒険心」を要因とするマー
クス＆スペンサー、C&A、ヤオハンなどの海外進出、「海外での顧客対応」を要因とする
日系百貨店の例なども取り上げている。 
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 さらに Alexander（1997）は、政治、経済、社会、文化、小売構造などの側面において小
売業の海外出店をプッシュ要因とプル要因に分けて分析するとともに（表１-１）、小売業
の出店動機について国内市場との関連で、①すでに成熟化あるいは飽和化している市場の
存在の有無にかかわらず、積極的・能動的に海外市場へと利潤を求める視点（プロアクテ
ィブ国際化）と、②市場の成熟化あるいは飽和化した結果、消極的・受動的に国内市場か
ら海外市場へと利潤を求める視点（リアクティブ国際化）(22)を明確に示した。 
 
表１-１ Alexander の海外出店要因 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Alexander,N.,International Retailing,Blackwell,1997,p.129. 
 
 
  そして、彼の小売業の海外出店要因分析は、国内市場の飽和度と小売業の国際化への適
応性による２つの軸でもって出店動機を拡張的進出、積極的進出、受動的進出、土着的の
４区分で類型化(23)を試みているところが評価できよう（図１-１）。 
　 プッシュ要因 プル要因
政治的な不安定 政治的な安定
厳しい 規制環境 ゆるやかな規制環境
反商業振興的な政治風土の支配 商業振興的な政治風土の支配
消費者金融の制限 ゆるやかな消費者金融の規制
経済の低迷 良好な経済状態
低成長 高度成長の滞在的可能性
高いオペレーションコスト 低いオペレーションコスト
市場の成熟 発展市場
国内市場規模の小ささ 資産投資への期待
巨大市場
好ましい為替レート
安い株価
ネガティブな社会環境 ポジティブな社会環境
魅力に欠ける人口統計上の傾向 魅力的な人口統計上の傾向
人口の停滞もしくは減尐 人口増加
排他的文化風土 文化的共通点によるなじみやすさ
異質な文化環境 魅力的な文化的組織構造
革新的なビジネス・小売文化
企業エートス
同質的な文化環境
厳しい競争環境 ニッチ機会の存在
高い市場集中度 自社保有設備の存在
業態の飽和 追随的拡張
好ましくない経営環境 好ましい経営環境
文化的要因
小売構造要因
政治的要因
経済的要因
社会的要因
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 以上、これらの研究成果から、受動的（消極的）進出要因よりも能動的（積極的）進出
要因のほうが、小売企業を海外進出へと駆り立て、国際化を促進させる要因となっている
ことは明らかである。 
 
図１-１ 小売業の海外進出動機 
             高 
 
 
 
 
 
 
 
             低 
 
 
        受動的        拡張的 
 
 
 
        土着的                 積極的 
 
  
                 低     小売業の国際化への適応性       高 
出所：Alexander,N.,International Retailing,Blackwell,1997,p.133. 
 
 
(3)経営戦略研究 
①成長および競争戦略 
 次に、比較・パターン化を試みる研究のうちで、個々の小売企業経営の戦略差異に着目
して、そこから小売企業の国際化戦略を類型化しようとするものがある。まずこの分野に
おける初期の研究では Ansoff（1965）の企業成長マトリックス(24)が、後の研究者たちに影
響を与えている。彼は企業の成長を市場と製品・事業ベクトルで分割して新市場と新製品
・事業において企業が採用するべき戦略は多角化であることを説いているが、研究対象と
しての企業は为として製造業であるために、そのまま小売業へ当てはめることには限界が
あるとされている。 
 しかし、小売企業の国際化を企業成長戦略と捉えた Pellegrini（1994）は、Ansoff の多角
化戦略を応用して地理的多角化と商品多角化の２軸を用いて小売企業の成長パターンを説
明している(25)。彼の小売企業の成長パターンによれば、第１のパターンに「地理的多角化
国
内
市
場
の
飽
和
度 
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（グローバル企業）」があり、グローバルな規模で商品標準化を図る２タイプの企業があ
ることを指摘する。その１つは大型専門店でありカテゴリーキラーと呼ばれるトイザらス
やイケアであり、もう１つは小型店専門店のベネトンやボディショップとされる。第２の
パターンは「商品多角化（全国小売コングロマリット）」であり、地理的多角化を意図せ
ず製品の品揃えを多角化していくタイプの企業である。第３のパターンは「グローバル＝
限定製品多角化」パターンであり、地理的多角化を推し進めながら取扱い商品も限定的な
がら拡大するタイプの小売企業を指しており、カルフールやマークス＆スペンサーとされ
る。第４のパターンは「商品多角化＝限定国際化」であり、商品多角化を推し進めながら
地理的多角化を図るセインズベリーやシアーズを代表とする小売企業を指す。そして、第
５のパターンは地理的多角化と商品多角化を同時に達成していく「国際的小売コングロマ
リット」であり、メトロや GIB が該当する。 
 さて、競争戦略論を唰えた Porter（1980）(26)は、市場の諸力に対する防衛措置を講じる
戦略上の選択を重視しているが、その後、Porter（1986）はグローバル企業の競争戦略(27)
について説いている。彼はグローバル産業を分析するなかで、①ある国における自社の競
争上の地位が、他国における競争上の地位と関連性が深いグローバル業界と、②自社の競
争上の地位が、他国における競争上の地位と無関係にあるマルチドメスティック業界に大
別している。 
 しかし、特に商品特性によって競争戦略がどのように変化するのか、あるいはチェーン
オペレーションはどこまで有効なのかという点について、既存研究では明らかにしておら
ず、またパートナーとの関係や小売企業独自の経営革新と、どのような関連があるのかに
ついても不明な点が残る。 
 
②国際化戦略 
 小売国際化の戦略パターン化を試みた Treadgold（1988）の研究(28)は、類型化の分類軸
を設定して基準設定を明確にしている。彼の研究は、「地理的展開の度合い」と「参入・
事業活動の戦略」の２軸を設定している。地理的展開度では小売企業の出店展開に応じて、
①類似性のある近隣国への進出（集中的国際化）、②文化的に異なり、地理的に距離があ
る国への進出（分散的国際化）、③地理的に離れた国に多数進出（多国籍）、④最も広範
囲に進出し、さらに拡大を意図した進出（グローバル）の４つのレベルがあり、参入・事
業活動戦略では、海外へ投入する資源レベルのコストと小売活動に対する統制度でもって、
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①高コスト・高コントロール、②中コスト・中コントロール、③低コスト・低コントロー
ルの３つに分け、合計 12 のマトリクス上で４つの小売企業を分類した（図１-２）。 
 
図１-２ Treadgold の国際化における戦略パターン 
 
参入・事業活動の戦略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Treadgold,A.D.,“Retailing Without Frontiers ”,International Journal of Retail and Distribution 
Management,Vol.16.No.6,1988,p.10 を修正加筆。 
 
 
 ここで彼は、クラスター分析により、①慎重な国際化志向小売企業、②大胆な国際化志
向小売企業、③攻撃的国際化志向小売企業、④世界力志向小売企業を挙げ、小売企業の国
際化戦略の一般化を提示した。 
 海外の大規模小売企業の国際的展開事例を戦略的に捉えて一般化しようとする試み、す
なわち小売国際化戦略の一般化は、1980 年代後半から海外出店の事象把握に加えて、研究
者の間で盛んに議論されるようになる。その研究成果の１つには、上述した Treadgold の
研究がある一方で、先に挙げた Porter の競争戦略を踏襲して、この分野の問題点を明確に
したのが Salmon = Tordjman（1989）(29)である。彼らの功績は、Treadgold で必ずしも明確
グローバル
多国籍
高コスト／
高コントロール
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中コントロール
低コスト／
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クラスター１
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にされなかったグローバル戦略と多国籍戦略を明確にした。すなわち、国際的小売企業が
母国と同一のフォーミュラ（規格化された方式）を世界的規模で複製していくグローバル
戦略と、フォーミュラを進出先の各国・各地域別に適応させていく多国籍戦略を小売業態
と関連づけて問題提起を行ったのである。ベネトン、ローラ・アシュレイ、イケアなどの
専門店が独自商品を開発して現地で販売するグローバル戦略を採用するケース、百貨店、
ハイパーマーケットが業態開発を行いながら現地化を軸に店舗数増加させる等の多国籍戦
略を採用するケースである。前者はいわゆる標準化戦略、後者は適応化戦略である。これ
は今日の小売国際化における議論の的となっている「標準化-適応化問題」を提起した研究
として評価されよう。 
 多国籍企業における戦略を組織上との関連で説いたのが、Bartlett = Ghoshal（1989）の
研究(30)である。彼らは国際経営論における組織形態を軸にした企業の機能戦略に着目して
研究を進めており、従来の企業類型とされていたマルチナショナル、インターナショナル、
グローバルにトランスナショナルについて分類した。これにより、既存の多国籍企業の類
型化がよりいっそう明確になっている（表１-２）。 
 
表１-２ Bartlett = Ghoshal の企業類型 
出所：Bartlett,C.A. and S.Ghoshal,Managing Across Borders : The Transnational Solution,HBS Press,1989（吉
原英樹監訳『地球市場時代の企業戦略』日本経済新聞社、1990 年、88 ページ）を修正加筆。 
 
 
 また、多国籍企業を経営スタイルやマーケティングまで踏み込んで、戦略類型を捉えた
のが、Helfferich 他（1997）である。彼らの戦略枠組みは、先の Bartlett = Ghoshal（1989）
マルチナショナル グローバル インターナショナル トランスナショナル
分散型 中央集権型 分散
海外子会社自立 グローバル規模 相互依存
専門化
経営精神
海外での事業は独
立した事業体の集合
海外での事業はグ
ローバル市場への配
送パイプライン
海外での事業は本社
の付属
意思決定を分担する状
況での調整と協力の複
合的プロセス
海外の組織単位ごとに
役割を分け、世界的経
営を統合
知識の開発と
普及
各組織単位内で知
識を開発して保有
中央で知識を開発し
て保有
中央で知識を開発し海
外の組織単位に移転
共同で知識を開発し世
界中で共有
能力と組織力
の構成
能力の中枢部は中央
集中、他は分散
海外事業が果
たす役割
現地の好機を感じ取
り利用
親会社の戦略を実行
親会社の能力を適応さ
せ活用
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と同じように「インターナショナル」から「グローバル」、「トランスナショナル」、「マ
ルチナショナル」と同様であるが、目的や方法などがより整理されている。今までの小売
国際化の議論において現地適合の度合いが明示的でなかった点を明確にしたところは評価
することができる。さらに Goldman（2001）は、戦略的類型化に「ドライバー概念」や「業
態の変更度」を取り入れて論じている（表１-３）。戦略類型を挙げる研究者の間では、こ
れまでに戦略類型と業態との関連は、ほとんど論じられていなかったが、彼は初めて戦略
類型と業態を結びつけて論じた研究者であると言えよう。 
 
表１-３ Goldman による戦略類型 
出所：Goldman,A.,“The Transfer of Retail Formats into Developing Economies : The Example of Chaina 
”,Journal of Retailing,Vol.77,No.2,2001. 
 
 
 小売企業の国際化を論じる上で、小売企業の成長をどの軸で捉えるかという点は非常に
重要である。しかも、小売企業の行動を明らかにする点においても、小売経営を戦略的に
捉えることは、今後も必要不可欠である。先の Pellegrini の研究は、日本の小売国際化研究
の第一人者である向山（1996）氏の小売企業の「出店行動」と「商品調達行動」という２
つの戦略次元においてグローバル小売企業へと向かう道程（グローバル・パス・モデル）
(31)へと影響を与えている。小売国際化の論点でも取り上げるが、ここでの彼の問題意識は
「標準化」か「適応化」が二者択一ではなく、戦略的視点でもってグローバル化が可能で
ある点を提示したことである。 
 ここで最後に、各市場を「フィルター構造」として捉えた川端（1999）氏の研究を挙げ
戦略類型 ドライバー 業態変更度合 経営志向 国際的関連度合
グローバルニッチ保護戦略
（Global　Niche　Protection）
機会为義戦略
（Opportunism）
業態開拓戦略
(Format　Pioneering)
業態拡張戦略
（Format　Extension）
ポートフォリオ戦略
(Portfolio　Based　Format　Extension)
比較優位戦略 グローバル
（Competitive　Positioning） 本国为義
自社業態に適した海
外市場の探索
非常に尐ない 本国为義 高い
現地既存業態に対す
る比較優位訴求
尐し 高い
進出市場適応の業態
開発
非常に多い グローバル 高い
類似の海外市場へ進
出
非常に尐ない 本国为義 無し･限定的
業態特性の維持 無し グローバル 非常に高い
市場機会の利用と潜
在需要・取引条件
非常に多い 自国为義 無し･限定的
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ることにする。彼は、小売企業が出店しようとする当該国の市場には、政府の規制、都市
計画とその規制、歴史的経緯、国土の広さ、気候条件、公共交通基盤、物流基盤、製造業
の発達度、中間業者の発達度、住宅事情、人口規模やその構成、所得、消費者選好などの
小売企業が通過しなければならないフィルターが存在することを挙げ、多くのフィルター
が重なり合って相互に関連し合う構造を作り上げている点に着目した(32)。そこで、母市場
のフィルター構造と進出先国市場のフィルター構造との特性を相対化した市場の捉え方を
提示した。 
 また川端（2000）氏は、市場の「フィルター構造」との関係により、①飛び地戦略、②
優位性戦略、③特定市場適応化戦略、④複数市場適応化戦略、⑤グローバル戦略の５つの
小売企業の海外進出戦略を示している(33)。 
 そのうちで①と②は標準化戦略の範疇に入ると思われる。というのも母市場フィルター
構造と共通性が高い市場フィルター構造を備える市場への進出を意図し、母市場でのノウ
ハウ等や出店様式をそのまま活かすことができるので、敢えて変える必要がない標準化戦
略が採用されやすい。③と④には適応化戦略を求めるものであるが、③はできる限り小売
企業が自ら備える特性を変更せずに最小限の適応化となる。⑤は多くの市場フィルター構
造に適合するように、小売企業が自ら備える特性を大きく変えることでグローバル化を目
指す戦略である。この⑤については、母国で採用してきたスタイルを変えず、できる限り
の標準化した戦略でもって展開する「グローバル化」戦略とも、母国で採用してきたスタ
イルを各国市場に応じて変え、現地に適応化した戦略を採用する「国際化」戦略ないし「多
国籍化」戦略とも異なる、新たな戦略として位置づけすることができよう。 
 しかし、本研究との関連では、例えば市場拡大戦略、市場開拓戦略としての海外出店は、
過去に撤退している日系小売企業も多く存在することから、アジア市場を同質市場と見な
すことには慎重な態度をとりたい。 
 
３．国際化プロセス研究 
 小売企業の国際的展開に関して、成功事例および失敗事例の洞察を含む事象把握の研究
が多く見られたが、それが 1990 年代に入ると、世界的な大規模小売業であるウォルマート、
カルフール、メトロ、テスコなどが海外出店を強化し、特に東アジアへの出店行動を積極
的に展開し始めるとともに、研究動向にも変化が生じてきた。その代表的な動向は、類型
化を試みた研究も含まれているが、これまでの欧米諸国を中心とした小売企業の海外出店
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の事象把握からチェーン展開という量的側面と時間軸をともなう海外出店の「過程」への
研究である。 
 小売企業の存続、発展成長をめぐり、その活動が国内の枠にとどまらず国外へと拡張す
る過程として捉え、小売企業の海外出店を「プロセス」と捉える視点である。すなわち「小
売国際化プロセス」へのアプローチである。この研究分野ではいち早く、Kacker（1986）
が、小売ビジネスの特性と国際化の程度との関連性、小売技術の国際移転プロセス、経済
発展に対する小売業の役割について言及し、小売国際化研究の新地平(34)を切り拓いている
が、この 1980 年代における小売ノウハウなどを含む小売技術の国際的移転プロセスの研究
は、今日の小売国際化プロセス研究を支えることになっている。 
 1980 年代後半から 90 年代にかけて、欧米の大規模小売企業がアジアを対象に店舗数を
増加させるにつれて、小売企業が国境を越えるプロセスに関心が集まり始めた。小売業が
国境を越える過程は、欧州における事例が示している通り、進出地域の地理的拡大と解釈
できる。つまり、地理的拡大は隣接する市場から遠く離れた市場へと小売活動を広げるプ
ロセスを意味している。 
 しかし、Dawson（1993）は地理的ばかりでなく文化的に類似した市場から性格が異なる
異質の市場への小売業の進出に焦点を当て、その距離は卖に地理的な尺度でなく、心理的、
構造的諸要因の組み合わせと分析した(35)。この Dawson の研究に触発されたかのように、
それ以来、この小売国際化プロセス研究は、マクロからミクロまでの幅広い視点から分析
されるようになり、例えばミクロの視点では、参入規程要因、商品調達と品揃え、小売オ
ペレーション、産業立地の側面あるいは投資視点などの細かな分析手法を取り入れた研究
へと発展している。 
 ここで小売国際化プロセス研究に大きく貢献した Alexander = Myers（2000）の市場概念
モデル(36)を紹介しておこう（図１-３）。彼は、プロダクト・ライフサイクル論を援用し
て製造業と小売業の国際化研究の統合を図り、本国における小売企業が獲得した競争優位
をもとに国際化が進展するとの見解を示した。そしてその競争優位性は、「革新的資産」
と「模倣的資産」と呼ばれる経営資源をベースに論拠としている。そして彼らは、小売企
業の進出先国は、地理的・心理的に親近さを有する市場（１次市場）から開始され、次第
に社会的・経済的に、そして文化的に異なる市場（２次市場）へと拡張し、さらに全く異
なる市場（３次市場）へと進むことを述べている。 
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図１-３ Alexander = Myers の小売国際化モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所： Alexander,N. and H.Myers,“ The Retail Internationalization Process” , International Marketing 
Review,Vol.17,No.4/5,2000,pp.334-353. 
 
 
 小売国際化プロセス研究の代表者の１人である矢作（2007）氏は、「前提」、「プロセ
ス」、「結果」の３つの過程からなる国際化プロセスを「組織行動モデル」として提示し
た Vida = Fairhurst（1998）の研究(37)を応用して、「組織行動モデルⅡ」を提唰(38)している。
彼を国際化プロセス研究者として紹介するのは、この分野の第一人者としてだけでなく小
売企業の国際展開の実際を、動態的な小売プロセスとして「初期参入」、「現地化」、「グ
ローバル統合」の各段階の関連性と相互作用を解明しようとしたからである。特に評価で
きるのは現地化段階に焦点を当て、全体の分析枠組みで国際移転対象を小売業態とそれに
ともなう知識とし、小売事業モデルの移転を解明しようと試みたところである。ここで指
す小売事業モデルとは業態戦略を核とする小売業務システムとそれを支える商品調達シス
テムおよび商品供給システムからなる。一方で、小売事業モデルの概念と現地化戦略パタ
ーンに加えて、「国際ネットワーク・アプローチ」(39)の分析視角を取り入れている。 
 西島（2007）氏は、近年、国際的小売企業の中国への市場参入状況を鑑みて、小売企業
の国際化と小売市場の国際化を明確に分け、国内企業による表層的革新の特質をもつ小売
国際化を「内的国際化段階」、小売外資による業態革新の特質をもつ小売国際化を「外的
模倣的資産 革新的資産 
国内市場 環境上の圧力 
１次市場 
２次市場 進化上の圧力 資産の開拓 
３次市場 
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国際化段階」と呼んでいる(40)。西島氏における为張の特徴は、小売経営技術のインフォー
マルな経路による導入（伝播）による小売国際化プロセスの存在を明確に指摘したところ
である。 
 
４．資源ベース論 
 これまでに小売企業の海外出店について多くの分析がなされ、研究成果が報告されてき
たが、特に小売国際化における有形無形の資源ベース研究は進んでいない。この資源ベー
ス論は、経営資源論、国際経営論との関連で問われてきたが、流通・マーケティング分野
の研究領域では、小売企業が保有する有形無形資源の国際的移転として注目されている。 
 まず経営資源に関する代表的な研究者として Penrose（1956）を挙げることができる。彼
は、企業行動および企業の成長を説明する際に海外直接投資を事業機会の拡張と認識して
いる(41)。これに対して、日本企業の多国籍化について研究している吉原（1984）氏は、ヒ
ト、モノ、カネ、情報という基本的に企業経営に必要とする資源を明確に、人的資源、物
的資源、資金的資源、情報的資源の４つに分類して説明した(42)。 
 研究時期を同じくして、伊丹（1984）氏は、経営資源でも目に見えない部分である、①
顧客の信用、②ブランドの知名度、③技術力、④生産ノウハウ、⑤組織風土、⑥従業員の
モラルといった「見えざる資産」である「情報」という経営資源 (43)に早くから着目してい
た研究者である。また、Meyer = Boone（1989）も、情報によって獲得している競争優位の
事例を紹介しながら、情報のもつ「付加価値」の測定を試み、情報技術を戦略的資源 (44)
として捉えた。 
 経営資源を捉える際に重要となってくるのが RBV(Resource-Based View)(45)である。
Dierickx = Cool（1989）によれば、有形無形の資源のうちで、企業が保有する知識、ノウ
ハウ、評判などの無形資源は取引不可能な資源であり、この取引不可能な資源が他企業に
対しての競争優位やレント（超過利潤）の源泉になりうると言及している。洞口（1992）
氏も企業自らが保有する優位性の源泉となる固定要素であり、企業経営のために役立つ種
々の有形・無形の資産を総称するものとして認識している。これらの研究は、製造業を中
心とした研究であるが、小売業についても十分応用可能な経営資源の無形資産に着目した
研究として評価されよう。 
 一方で、吉原（1993）氏は、これまでにメーカーを中心とした日本企業の経営資源の国
際移転が、日本国内で発展させ蓄積した各種の経営資源を海外の拠点へと一方向的に移転
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してきた事実から、各国のグローバルな経営資源の利用という多国籍企業の固有の優位性
を見逃している(46)ことを言及している。ここで指す経営資源とは、人材、技術、マーケテ
ィングノウハウなどである。 
 続いて経営資源の海外移転研究も進んできている。とりわけ、日系企業の経営資源の国
際移転に関しては、「移転可能性説」を唰えた Oliver = Wilkinson（1992）の研究(47)がある。
彼らの研究は、経営資源は文化的、伝統的、あるいは制度的に結合しているために移転は
不可能とされていた学説（移転不可能説）を、在イギリス欧米企業の日本的管理方式の採
用事実を実証分析によって証明した研究である。 
  また金（2008）氏は、小売企業のグローバル戦略との関係で、小売ノウハウ等の国際移
転において、「技術依存型小売ノウハウ」と「管理依存型小売ノウハウ」とを明確化し、
前者の移転できる経営資源を「適用」し、後者の移転できない経営資源を「適応」させる
ことを提唰(48)している。 
 しかし、これらの研究から小売企業の保有する資源がどのようにして蓄積されたかや、
国際小売経営の革新とどのように関連しており、そしてどのような影響を与え、現在、ど
のように競争優位に作用しているかについては明確になっていない。 
 
 
第３節 小売国際化の実態と定義 
 
１．小売国際化の実態と指標 
 小売国際化に関する先行研究を考察してきたが、関連する研究領域および分野は、近年
広がりを見せている。小売業の海外進出は、メーカーのそれとは異なり、現地の消費者を
対象とした商品・サービス販売活動である。小売業の国際的進展は、一般的に製造業のそ
れと比べると遅く現れると言われているが、進出先国における小売活動は、当該国の政治
的・経済的環境から大きな影響を受け、また当該国の消費者購買行動に規定される。また
進出先国の小売企業の生成プロセス、および発展状況は必ずしも同じではなく、小売市場
は同質的ではないことが諸研究でも明らかになっている。それらを総合して考えれば、国
際的小売企業にとって、諸外国の小売市場に進出していく場合、最も配慮しなければなら
ない大きな要素は、特に政治的・経済的環境としての法的規制であろう。 
 しかし、ここ数十年来、「グローバル化の進展」という言葉に象徴されるように、受入
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国の法的整備を中心に参入条件が整いつつあり、例えば、世界的に有名なウォルマート・
ストアーズ（アメリカ）、カルフール（フランス）、メトロ（ドイツ）、テスコ（イギリ
ス）などは、自国での成長を図りつつ、近隣諸国、場合によっては遠く離れた全く異なる
市場へと出店して成功を収めている。これらの出店国数が二桁を超える国際展開を行って
いる小売企業は、逆にさまざまな困難を克服しながら成長を続けている代表的なグローバ
ルリテーラーである。 
 さて日系小売企業はどうであろうか。2008 年度の世界の売上高上位 100 社では、セブン
＆アイ・ホールディングス（第 14 位）、イオン（第 17 位）、ヤマダ電機（第 43 位）、伊
勢丹・三越ホールディングス（第 63 位）、ユニー（第 77 位）、ダイエー（第 87 位）、J
フロントリテイリング（第 95 位）、高島屋（第 98 位）となっている(49)。 
 最近の研究成果として向山（2009）氏の分析を紹介すると、彼は、①日本と欧米の代表
的国際小売企業の国際化の現状を概観し、②小売国際化を業態変容プロセスと捉える分析
視角を提示している(50)。そして、国際化の程度を示す指標として「平均国別海外進出国数」、
「平均国別海外売上比率」を計算し、「国別国際化度」の分析では、日本は先進国の中で
は务っているとの結果がでている。また①に関して、国内外で抱える総店舗数に占める海
外店舗数の比率（「企業別国際化度」）では、イオン(1.1%)、ウォルマート(43%)、カル
フール(78.5%)、テスコ(43.6%)という結果が出ている。また、「海外進出先国数」と「海
外での売上高比率」を計算した結果、イオン(4)(11.2%)、ウォルマート(13)(24.2%)、カ
ルフール(26)(26%)、テスコ(13)(24%)という結果になっている。彼の分析では、海外店
舗１店当たりの売上高の推移は、欧米企業は横ばいから減尐しており、逆に日本企業は増
加傾向にある。なお、国際化度が高い（進出先国数が多く、海外売上高比率が高い）ほど
売上高成長率も高くなるとの見方をしている。 
 
２．小売国際化の定義 
 上述してきたように、国際的小売活動を行う小売企業の、研究者による事象把握および
概念化としての研究の方向付け、そして実際の小売活動の実態から小売国際化の定義づけ
をしてみたい。 
 小売国際化の側面について、McGoldrick（1995）は、①国際的拡張、②海外競争、③国
際的商品調達、④国際的提携、⑤ノウハウやアイディアの移転の５つの側面 (51)を言及して
いる。これら５つを要約すると、まず第１に、国際的拡張は本国小売企業の海外市場参入
- 33 - 
を指している。そして第２に、海外競争は海外小売企業の本国市場への参入、第３に小売
企業の国境を越えた商品調達、第４に国境を越えた小売企業間の提携となる。最後は国境
を越えた小売経営における知識の移転である。 
 向山（1996）氏は、小売国際化を戦略行動次元と捉えて、「内から外」、「外から内」
と「出店行動」、「商品調達行動」の４つのセルで説明 (52)している。それは、①日本から
海外へ企業が進出すること、②日本から海外へ商品が供給されること、③海外から日本に
商品が供給されること、④海外から日本に企業が進出することを指している。 
 一方で Alexander（1997）の定義では、国際的な小売活動を規制、経済発展度、社会状態、
文化的環境、小売構造などにおいて相互に異なる市場における小売オペレーションのマネ
ジメントを「国際的小売活動」と示し、小売経営技術を海外移転させること、もしくは国
際的取引関係を確立することであり、それは規制、経済、社会、文化、小売構造などの国
境を克服するなどして小売業を自国とは異なる環境のなかで成立させる国際的統合段階に
まで小売組織を発展させることを「小売国際化」としている(53)。 
 本章の冒頭で紹介した川端（2000）氏の定義(54)は、非常にシンプルで的を射ているよう
に思われるが、①店舗立地の国際化、②商品調達の国際化、③資金の国際化、④金融機能
の国際化、⑤非小売事業の国際化、⑥労働力の国際化という小売企業の国際化の諸側面に
ついても言及している。 
 青木（2000）氏は、卖一あるいは複数の小売企業の協業によって国境を越えた（２カ国
以上で展開される）流通活動が展開される場合を小売国際化と呼び、「市場参入」、「商
品調達」、「知識移転」の３側面を挙げる(55)。そして、先の向山（1996）氏の定義を拡張
して、「国際的市場参入」、「国際的商品調達」、「国際的知識移転」について「内なる
国際化」と「外に向けての国際化」の２軸で小売国際化を説明している（表１-４）。 
 また矢作（2007）氏は、小売企業の国際化を、①商品の国際化、②経営技術の移転、③
資本の国際化を挙げ、小売企業の国際化において、資本の自由化政策に直接影響される「資
本の自由化」が重要であると指摘する(56)。 
 一方で、金（2008）氏は、小売企業の海外進出の戦略性を意識して、敢えてグローバル
戦略は標準化であり、多国籍戦略は適応化であると述べ、国内市場と海外市場とを区別す
ることを小売「国際化」、国内および海外の市場を一元的捉えることを小売「グローバル
化」としている(57)。 
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表１-４ 青木氏の小売国際化のフレームワーク 
出所：青木均「小売業国際化の研究領域」『商学研究』（愛知学院大学）第 43 巻第１号、2000 年７月、
68 ページを修正加筆。 
 
 
 以上、ここまで論じてきたことを整理して小売国際化の規定要因と定義づけを行うこと
にしたい。小売国際化の規定要因は、小売国際化を決定づける要因であり、第１に小売企
業の本国以外の他国・他地域への展開（小売企業の国際化）と、第２に国際的小売企業の
当該国および当該地域への小売市場参入による展開（小売市場の国際化）が存在する。そ
して、第３に国際的仕入活動および国際的販売活動に加えて知識やノウハウを含む国際的
情報伝達という諸側面をともなうことになろう。つまり、小売国際化は、小売企業の国際
化と小売市場の国際化の両側面を有し、商品調達、商品販売を２国・地域間以上で行う小
売企業を为とした国際活動により、関係組織間における有形無形の小売資源が伝播・移転
するプロセスである。 
 
 
第４節 小売国際化の論点と検討課題 
 
 本章では、豊富な事例研究および理論構築に向けた諸研究をレビューすることで、小売
国際化の現実と理論とのギャップの存在を確認することができた。ここで、すでに研究蓄
積されつつあるこの分野における研究で、見えてきた小売国際化の論点と検討課題につい
て挙げてみたい。 
 
１．小売環境と資源ベースでの議論 
 小売企業がある国・ある地域で出店（生成）し、そして成長（発展）するかについては、
国際的市場参入 国際的商品調達 国際的知識移転
内なる国際化 国内市場参入 商品輸出 知識獲得
外に向けての国際化 海外市場参入 商品輸入 知識提供
国際化の諸側面
関
与
方
向
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予測そのものが非常に困難である。例えば、各国と比べて日本では CVS 店舗数は人口規模
からすれば非常に高い数値となっているが、今後どの小売企業がよりいっそう発展し国際
化へ向かうかは、一国の経済状況、法的基盤、そして現地の消費者行動等が複雑に絡み合
っている関係上、一言では言い表せない。 
 また、各地域への出店を果たす際に、尐なくとも出店に関しては、以下のような環境条
件が整う必要性が認められる。第１に、法的環境整備は必須事項であると思われる。海外
出店の際に障壁となる政府の許認可、外資の投資関連法規の有無が参入に大きく影響して
くる。第２に、経済発展にともなう国民所得の増大は、買回品や専門品のみならず、最寄
品の消費者行動の変化を促す可能性がある。最寄品を取り扱う店舗にとって、外資系企業
が市場拡大に大きな役割を果たす可能性は十分にある。そして第３に、小売国際化が発展
するには、現地の消費者購買行動は当然であるが、当該販売商品の生産プロセスや流通シ
ステムの発展が大きく影響しているということである。 
 さて、本論文での最大の関心事は、为眼点としている日系小売企業の台湾市場への出店
行動である。一国一地域における法的環境整備および国民所得の増大を前提に、小売企業
が持続成長していくには、小売企業の内部に保有している有形無形の資源、および、その
有形無形資源を使いこなす経営戦略ないしマーケティングに依存すると考える。 
 そこで、小売企業の研究分野では蓄積された研究は極めて尐ない有形無形の資源ベース
論に依拠しながら分析調査を進めていくことにする。資源ベース論は、为に製造業を中心
とした企業の保有資源に関する理論であるが、本研究では、小売企業が保有する有形無形
の資源が、競争優位にプラスに作用することを、ある程度証明することができると考えて
いる。 
 
２．標準化-適応化問題の方向付け 
 この問題は、メーカーあるいはサプライヤーを中心とした多国籍企業における適用化と
現地化という側面においては研究が蓄積されてきたが、「標準化-適応化」にはジレンマが
存在する。安保（1988）氏を代表とする研究(58)でも取り上げられており、これは製造業を
中心とする日本の多国籍企業が生産の優位性を維持しながら標準化（適用化）し、絶え間
なく変化する環境に応えるべく、どの程度適応化（現地化）へシフトできるかを問題とし
つつ、その解決方法を見いだそうとした分析である（ハイブリッドモデルと呼ばれる）。
この多国籍企業研究では、例えば、黄（2003）氏は、母国政府によるさまざまな規制、為
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替の変動等の理由により、特定の国や地域に「現地対応型生産拠点」を設けたメーカーあ
るいはサプライヤーが、本国から輸入した部品を加工・組み立てすることで現地市場への
販売を行なう際や、複数市場へ多様な製品供給する場合のように、グローバル調達と現地
調達を同時達成し、現地サプライヤーの選択から生産計画、生産工程管理等に至るまでに
必要とされる製品改良や生産方法の改善能力を有するような場合 (59)が想定できる。 
 この議論をそのまま小売企業に当てはめて考えることはできない。それはメーカーが原
材料立地、労働力立地、輸送立地を前提としているのに対して、小売企業は現実的な問題
として消費立地が議論の前提となっているからである。仮にメーカーあるいはサプライヤ
ーにおけるグローバル化の有効的な部分を適用するのであれば、消費者に商品販売を行な
う上で、欠かせない商品調達である仕入れ活動やオペレーションがグローバル化できるか
否かということがクリアできたとしても、店頭における品揃えや販売方法、サービス面を
どのようにして現地化して消費者へアピールできるか等の問題が、小売業では非常にウエ
イトが高いので、製造業からの援用は限定的であると考える。 
 しかし、小売企業の国際的活動において、標準化できる部分は標準化し、標準化のメリ
ットである規模の経済性を追求することで可能な限りコスト削減を行ない、一方で現地に
適応化できる部分は適応化し、適応化することで得られる利潤を追求することである。し
たがって、小売国際化の１つの論点は、依然として「標準化-適応化」の範疇にあることは
間違いない。 
 先行研究としては、出店戦略として国際的進出を果たした小売企業において、母国と同
一の規格化された運営方式（フォーミュラ）で各国へ参入する場合と、各国別々の方式で
参入していく場合とを区別して、前者をグローバル戦略、後者を多国籍戦略と呼んだ (60)。
しかし、この出店に関する戦略は国内外を問わず、現在も小売企業の命題でもある「標準
化-適応化」の問題を出店方式の差異で区別しているが、どの部分を標準化し、どの部分を
適応化することが小売企業の国際化への近道であり、利潤獲得モデルとなりうるかまでを
解明するに至っていない。 
 付け加えて、一般的に小売業の国際的進展は、メーカーやサプライヤーのそれと比べる
と遅く現れると言われている。その理由は、生産者の「もの作りの結果」としての商品そ
のものが、原則として現地で消費され (61)、小売業が現地での消費者に商品のみならずサー
ビスをも提供する消費者立地産業として捉えられているからである。すなわち、店頭にお
いては、必然的に現地消費者の需要に応じて地場の商品を陳列する必要性に迫られ、程度
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の差はあれ「品揃えの現地化」を行うことになる。 
 この品揃えに関しては、向山氏のモデルがすでに１つの解決方法を示している。すなわ
ち、国家間で所得水準の上昇にともない小売企業の平均的品揃えの重複部分、すなわち「グ
ローバル共通化」部分が増えれば、そこを標的として商品の標準化をすることで規模の経
済が享受できることを説明(62)している。さらに国家間での所得水準の上昇により「中心品
揃え」とそれ以外の「周辺品揃え」のウエイトに変化が生じることで、２国間および３国
間でのモデルで、①ドミナント／中心品揃え共通化、②ドミナント／周辺品揃え共通化、
③グローバル／中心品揃え共通化、④グローバル／周辺品揃え共通化、の部分が生じるこ
とから、標準化するべき部分と適応化するべき部分を明確化できる(63)と指摘している。 
 さらに「標準化-適応化」問題においては、小売業務、サプライチェーン、商品開発の３
つの要素の組み合わせ(64)によって、「標準化-適応化の程度差」が変化するという考えが
あり、その関係により出店プログラムも変化する。そのなかでもサプライチェーンは商品
調達・商品供給部分のキーワードであり、店頭における販売プロセスに直結すると思われ
ている。したがって、この疑問に対する解答を出すことは非常に難しい。 
 ここで、小売企業の現地化段階における「小売事業モデル」を解明している矢作（2007）
氏の「標準化-適応化」に対する理解を示しておこう。彼の現地化プロセスにおいて示され
たのは、①完全なる標準化、②標準化のなかの部分適応、③創造的連続適応、④新規業態
開発の４類型である。すなわち、標準化と適応化は対立概念ではなく、標準化のなかに適
応化があり、適応化の果てに標準化があるとの解釈(65)である。 
 さて本論文では、「標準化-適応化の程度差」によって、百貨店等の出店プログラムが変
化することがあり得ると考えて、その「標準化-適応化の程度差」を決定づけるのが小売企
業が保有している経営資源であることに着目し、その戦略性を重視することから、出店に
至るまでの経緯およびパートナーシップなどの出店プロセスを含む「出店」、品揃え等の
「マーチャンダイジング」、店舗運営・管理方法などの「マネジメント」の３点に絞り理
論構築を目指すことにする。 
 
３．業態研究と小売国際化 
 これまで既存の業態研究は、为として小売商業形態展開論（業態発展論）であり、「業
態間に存在する時間的連続性のメカニズムの解明」や「業態展開とは、新業態が旧業態を
凌駕するプロセス」などの業態展開する際のイノベーションに注目した研究成果は多く蓄
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積されている。 
 しかし、小売国際化研究においては、各研究者の関心は業態に向けられることは尐なく、
むしろ小売国際化行動は、上述してきたような進出先の選択や進出形態選択を含む小売企
業の成長戦略として位置付けされてきた。 
 向山（2009）氏は、これまでの小売国際化における業態認識は、１企業＝１業態であっ
たが、ウォルマートやカルフールの事例研究が示唆しているように、現在はこの１企業＝
１業態を想定した小売国際化の議論はもはや崩れていると指摘している。他方で、小売国
際化研究における業態認識は、本国で展開する業態と進出先で展開する業態間に存在する
関係性を同一業態の「空間的」連続性として捉え、業態を識別する際の基準は、小売ミッ
クス（小売サービス要素の組み合わせ）であるとしてきた。そして、その視点から業態特
性および業態間の差異の明確化に焦点を当てた小売国際化研究の必要性を説いている。 
 小売企業の海外出店行動を「ある小売企業による、ある業態に属する店舗の海外での設
立行動」とするならば、その際に重要となるのが、本国における店舗属性、業態をどのレ
ベルで捉えるのかということになる。ここで今一度、業態と小売国際化に関して確認して
おこう。本研究では、向山（2009）氏にしたがい、一定の共通イメージとしての抽象的、
操作性の低い業態概念を Format（フォーマット）とし、また具体的な観察可能イメージと
して企業特定的（本国特定的）業態概念を Formula（フォーミュラ）と理解することにす
る。さらに Formula（フォーミュラ）については、「ある企業がその本国で開発した具体
的形態」から「企業特定的かつ進出先特定的形態」への転換プロセスを小売国際化の一側
面として認識することにする。 
 日本から海外へ出店している小売企業を業態別に挙げれば、百貨店、スーパーマーケッ
ト、コンビニエンス・ストア、専門量販店など、そのフォーマットはさまざまであり、母
市場における为要業態とは別の業態を進出先国で展開するケースも見られるように、業態
別研究では各小売企業がどの海外市場でどの業態で発展するのかは、小売国際化研究では
今後重要となってくる。さらに踏み込めば、どの市場環境で、どの業態を、そしてどのよ
うに戦略を駆使して店舗を運営していけば、高い市場シェアを獲得できるかという着眼意
識からの研究蓄積は未だ尐ないことから、小売国際化における業態研究は、ますます重要
となるであろう。 
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第２章 日系小売企業の国際化に関する研究 
 
 
第１節 はじめに 
 
 第１章で述べたように、小売企業の海外進出の記述は、研究者の視点から欧米を为とし
た小売企業の事象把握から始まる。その後、小売企業の海外出店・撤退研究は、1980 年代
後半から 90 年代にかけて顕著となる欧米大規模小売企業の多国籍化と東アジアへの出店
加速現象とシンクロナイズするように、小売国際化をプロセスと捉える研究へと移行しつ
つある。言い換えれば、小売国際化研究は概念分析へとシフトしてきている。 
 そもそも、多くの小売企業の海外出店研究は、海外（欧米）の小売企業を为として取り
扱ってきた。十分とは言えないが、事例研究だけでも研究蓄積は相当ある。それは、先進
諸国の近代的小売企業の実態を、より注意深く観察して理解しようとするアプローチと考
えてよいだろう。しかし、それを考えると、日本の小売企業の海外出店に関する文献は、
驚くほど尐ないと言わざるを得ない。日系小売企業が海外出店を始めた 1960 年代以降で
も、日本経済新聞や繊研新聞といった特定の紙面記事にて、断片的にその実態が紹介され
ているようであるが、詳細な分析や研究としての蓄積は非常に乏しい。そのような状況の
なかで、Malayang（1988）(66)や McGoldric = Ho（1992）(67)の日系小売企業のアジア進出の
研究は貴重な存在である。 
 本章では、過去の日系小売企業の海外出店・撤退の実態を把握・整理しながら、既存研
究の再検討を試み、既存研究から導かれる日系小売企業の海外展開の戦略性についてその
方向を論じたい。 
 そこで、日系小売企業の海外出店・撤退を一連の小売国際化プロセスと考え、また個別
小売企業においては成長戦略と位置付けられる点から、次節では、日本の小売企業の出店
・撤退研究を振り返り、为にアジア地域へと集中的に展開された日系小売企業の出店・撤
退の実態とその特徴に焦点を当てる。すなわち、日系小売企業の海外出店が 1950 年代から
60 年代における萌芽期を経て、1970 年代から 80 年代にかけて飛躍し、1990 年代に成熟を
迎え、そして 2000 年代以降に鈍化するまでを時系列で把握する。次に第３節および第４節
において、川端氏の市場特性要素に関する先行研究と市場戦略の５類型にならい、海外出
店・撤退に影響を与える市場特性要素を抽出して、日系小売企業の出店戦略のパターンに
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ついて論じてみたい。 
 
 
第２節 日系小売企業の海外出店・撤退研究 
 
１．第二次世界大戦前の出店・撤退研究 
 日本の小売企業の海外進出は、1900 年代前半の百貨店である三越の韓国や中国の出店に
遡ることができる。しかし、日系小売企業の海外出店に関する記述は、商業史と個別小売
企業の社史を除き、ほとんど見当たらない。三越以外にも高島屋、大丸、松坂屋などがア
ジア市場の開拓を目指して出店を開始していた(68)とされるが、戦時体制の頃より、その進
出の実像は、物資の調達と日本への輸出業務という卸売機能を担い、小売機能としては占
領地への物資供給（配給）を担っていたにすぎない(69)。 
 つまり、第二次世界大戦前の日本の小売企業の海外出店は、出張所・駐在所における卸
売業務の遂行が为であり、終戦と同時に消滅したことを受け、その出店・撤退研究も、ほ
とんど行われていないのが実情である。 
 小売業の国際化について、木綿（1980）氏は、わが国の小売業は、本格な近代的小売業
態の展開が戦後になってからであり、百貨店を始めとする大規模小売業における仕入の卸
売業への依存度が高いため、仕入活動の国際化は戦後になってからである(70)、と言及して
いる。付け加えれば、第二次世界大戦以前の海外出店・撤退研究があまり行われていない
理由は、当時の日本の小売企業の海外出店モデルが尐なかったためとされる。 
 
２．第二次世界大戦後の出店・撤退研究 
(1)海外出店の萌芽期（1950～60 年代） 
 第二次世界大戦後からの日系小売企業の海外出店は、上村（1993）氏の研究でも紹介さ
れているように、1950 年代後半以降であり、本格化するのは 1980 年代以降のことである
(71)。第二次世界大戦後、最も早く海外出店に着手したのは高島屋である。1958 年に地場
市場の開拓を目的としてニューヨークに高島屋が進出して以来、東急百貨店（1959 年にハ
ワイ）、西武百貨店（1962 年にロサンゼルス）がアメリカの地を踏んでいる。上村氏によ
れば、高島屋は出店直後から苦戦を強いられ、次第に売場面積を縮小していき、日本人観
光客向けのギフトショップとなっている。西武百貨店も出店してから２年後の 1964 年には
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閉店に至り、アメリカ現地から撤退している。この事例紹介から日系小売企業の先進国へ
の進出に関する困難性がうかがえる。 
 
表２-１ 为な日系小売企業のアジア市場への出店 
注：1)出店年の横カッコ内数字は、閉店・撤退までの総店舗数、網掛け部分は撤退を示している。 
  2)また、店舗数は川端氏の調査時点の 2005 年 12 月時点を基本として、筆者把握データ（2010 年４月 
  現在）を太字で表中に記入した。なお CVS の店舗数については、最新データと考えられる川端基  
 夫『日本企業の国際フランチャイジング』新評論、2010 年、82～83 ページを参照した。 
出所：川端基夫「日本小売業の多国籍化プロセス」『経営学論集』（龍谷大学）第 46 巻第３号、2005 年
12 月、77 ページを修正加筆。 
 
 
大陸 香港
伊勢丹 1992(1) 1988(2) 1972(4) 1993(4) 1978(2) 1992(1)
近鉄 1991(1)
西武 1993(1) 1989(2) 1989(3)
そごう 1984(2) 1994(1) 1986(4) 1990(3) 1998(1) 1985(1) 1987(8)
大丸 1964(2) 1983(3) 1960(1) 1999(2)
高島屋 1995(1) 1994(1)
東急 1985(1) 1987(2) 1982(1) 1990(3)
阪神 1993(1)
松坂屋 1975(1)
三越 1977(1) 1989(1) 1981(1) 1991(18 )
名鉄 1984(1)
阪急 1991(1) 2007 (1 )
イオン 1985(7) 1985(12) 1996(9) 1987(7) 2003(2)
イトーヨーカ堂 1997(7)
ヨークベニマル 　 2005(2)
西友 1996(4) 　 1995(3) 1995(1) ベトナム1999(1) 1996(5) 1990(1)
ダイエー 　 1995(12)
平和堂 1998(1)
ニコニコ堂 1997(3)
マイカル 1998(1)
ヤオハン 1991(4) 1987(7) 1974(6) 1992(1)
ブルネイ
1987(1)
マカオ1992(1)
1991(4) 1984(9) 1988(2)
ユニー 1987(1)
ファミリーマート 1992(555) ベトナム2009(1) 2004(283) 1988(2450 ) 1990(4569)
ミニストップ フィリピン2000(272) 2009 (4 ) 1990(1178)
ローソン 1996(283)
セブンイレブン・ジャパン 2004(87)
中国
台湾 韓国企業名＼国・地域 タイ
マレー
シア
シンガ
ポール
インド
ネシア
その他
東南アジア
- 42 - 
 欧州市場への出店からやや遅れて、日系百貨店のアジア市場への出店が開始されるのが
1960 年代である。表２-１は、为な日系小売企業のアジア市場への出店を示している。そ
の先陣を切ったのが大丸であり、大丸は戦前および戦時中に中国、東单アジア地域へ出店
した経験を活かして、いち早く 1960 年に香港、1964 年にはバンコクに出店(72)している。
また松坂屋は 1966 年にマニラに出店した。 
 1950 年代から 60 年代にかけての日系小売企業の海外出店は、番場（1997）氏も指摘し
ているように、各小売企業のそれぞれの事情によって出店の意味が異なっている点 (73)が特
徴である。 
 また、この時期の日系小売企業の海外出店は、百貨店に限定されており、その他の小売
業態の出店は見られない。その理由は、日本国内における百貨店以外の小売業態が発展途
上でかつ未成熟であり、それゆえに海外進出までに至っていない点と、各アジア市場にお
ける外資参入への市場開放が未整備であった点を挙げることができる。それゆえに、1960
年代は日系小売企業の海外出店萌芽期と位置付けすることができよう。 
 
(2)海外出店の飛躍期（1970～80 年代） 
 1970 年代からは、日系小売企業の海外出店行動は、1960 年代までと比べて飛躍的に活発
化する。それは欧州への日系百貨店の出店に象徴されており、1971 年に三越がパリに「上
得意」である富裕層顧客の休憩所・接待所を整備するところから始まる(74)。ここで注意し
たいのが、川端氏が指摘しているように、当時の欧州における日系百貨店の出店は、①日
本人旅行者を対象とした市場（ツーリスト市場）、②当該国に居住する駐在員やその家族
を対象とした市場（在外邦人市場）という「民族的飛び地」としての市場を意識したもの
であったことである。そのほとんどは、前者のツーリスト市場を目的とした出店であるが、
特に日本食品の豊富な品揃えをするなど、後者の在外邦人市場を意識して商品販売を進め
たのが大丸であった。 
 出店した店舗も伊勢丹（1988 年にロンドン）、三越（1971 年にパリ）、大丸（1973 年
にリヨン）、そごう（1989 年にローマ）のように自社で仕入れた商品を店頭で販売するタ
イプと、高島屋（1973 年にパリ）や松坂屋（1978 年にパリ）のように地場有名百貨店の一
角にカウンターを設け、免税手続き代行による手数料収入（家賃は発生しない）を糧とす
るタイプがあった。 
 この時期の欧州における「飛び地市場」は、日本の得意客に対して海外旅行先でさまざ
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まな便宜を図るという意味で非常に重要な役割を果たしたが、日本国内における経営活動
の延長線上であり、「土産物屋」の域を脱していない (75)。 
 一方、日系百貨店のアジアへの進出では、日本人観光客をターゲットにした「飛び地市
場」としての香港が注目され、伊勢丹（1973 年）、松坂屋（1975 年）、そして三越（1981
年）、東急百貨店（1982 年）、そごう（1985 年）が相次いで香港に出店し、ハンドバック
や高級衣料品、香水・化粧品の高額なブランド品の売上を増大させた (76)。しかし、1970
年代においては、その他アジア市場への日系百貨店の出店は、シンガポールの伊勢丹（1972
年）、三越（1977 年）にとどまる。 
 それが 1980 年代に入ると日系百貨店の出店様相が一変する。伊勢丹がマレーシア（1988
年）、そごうがタイ（1984 年）、シンガポール（1986 年）台湾（1987 年）、大丸がシン
ガポール（1983 年）、名鉄百貨店がシンガポール（1984 年）、三越が中国（1989 年〈小
規模ショップ〉）、東急百貨店がタイ（1985 年）、シンガポール（1987 年）へと出店する
ことで、アジアにおける店舗数が急速に増加する。この時期の傾向は、大手日系百貨店の
多くが複数のアジア市場を目指して出店したことである。 
 またこの時期にはスーパーにも海外出店の動きが生じる。欧米へはダイエー（1976 年に
ハワイ）、ヤオハン（1979 年にアメリカ）と小売企業としての数は尐ないが、その特徴と
して在外邦人を意識した出店であり、在外邦人の生活拠点・情報交換拠点として機能 (77)
していたことが明らかになっている。 
 アジア市場へは、先頭を切っていち早く出店を進めたヤオハンは、シンガポール（1974
年）、香港（1984 年）、マレーシア（1987 年）、台湾（1988 年）へと次々に店舗数を増
やしていった。そして、大手スーパーではイオンがタイ（1985 年）、マレーシア（1985
年）、香港（1987 年）、続いてユニーが香港（1987 年）へと出店した。基本的に他の食品
スーパーは、一国・一地域へのチェーン展開を試みて出店しているが、この上記３社のう
ちでヤオハンとイオンに加えて 1990 年代にアジア出店を開始する西友は、複数の国や地域
へ出店している。これらの小売企業は、積極的にアジア市場への展開を試みているが、い
ずれも日本人観光客をその販売対象の为とはしていなかった。 
 1980 年代には中堅食品スーパーの出店も始まる。川端氏の調査結果からは、フジ・スー
パー（1985 年にバンコク）やミキサワ（1983 年にマレーシア、1985 年にシンガポール）
では、完全に現地消費者を意図した出店であったが、後に販売先は在外邦人へと移行した
という興味深い示唆が得られている(78)。台湾では、日系食品スーパーの出店加速が 1980
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代後半に集中して起こっている。例えばフレッセイ（1986 年）、サミット（1987 年）、い
なげや（1988 年）、カスミ（1988 年）などの出店である。劉（2001）氏によれば、一気に
進められた台湾の流通・サービス業の外国資本の自由化を日系スーパーの出店理由として
示しており、その大半がすでに撤退しているが、この時期のスーパーがもたらした生鮮食
品処理技術が、台湾スーパーの発展に貢献した(79)ことを述べている。 
 この 1970 年代から 80 年代にかけての日系百貨店の出店は、1990 年代前半まで日本人海
外旅行者の増加を視野に入れて断続的に続く。一方で、百貨店より約 15 年ほど遅れて日系
スーパーがアジア市場を意識した出店を開始した。矢作（2007）氏によれば、特にイオン
は経済発展において格差のある東单アジアに対して、政府および企業、仲介者からの誘致
を契機として経営技術移転を図り、進出先国の流通近代化への貢献、国際事業機会を探る
目的により出店を開始(80)している。 
 この海外出店の飛躍期の特徴は、日系百貨店においては、欧米市場では「飛び地市場」
としての需要に応える形で出店数を増加させ、アジア市場では「飛び地市場」の要素を残
しつつも現地消費者への販売を確実に増加させたのである。この点に関しては、第Ⅱ部の
実証分析の箇所でも述べるが、尐なくとも台湾では百貨店のそごう、日系コンビニエンス
・ストア（以下 CVS と略称）で唯一 1980 年代に海外出店したファミリーマートは、現地
消費者への販売を为とした目的で設立されている。他方、日系スーパーの出店では 1974
年のヤオハンのシンガポールへの出店を端緒として、現地消費者の生活水準の向上、消費
欲求の増大を受けて現地販売を志向した。番場（1997）氏の分析によれば、とりわけ東单
アジア市場における日系小売企業のこの時期の出店は、安価な労働力を供給する生産拠点
としての機能も備えていたが、1979 年の大規模小売店舗法改正にともなう規制強化、1982
年以降の行政指導による新規出店規制の強化による日本国内の出店投資へと回る資金が海
外への出店資金として資本蓄積されていった(81)ところに特徴を見いだせる。 
 なお、この時期で撤退行動に至った日系小売企業は、1987 年に三越がパリ店舗を閉店し
ている記述が見られるが、それ以外はごく限られたデータしかない。 
 
(3)海外出店の成熟期と撤退前期（1990 年代） 
 日系小売企業の出店の転機が訪れるのが 1990 年代である。出店行動よりも撤退行動が顕
著となるのがこの時期からである。それは 1990 年代前半と後半でさらに明確になる。特に
日系百貨店の出店数では、欧州、アジアともに最大期を迎える。欧州では伊勢丹がウィー
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ン（1990 年）、バルセロナ（1993 年）、三越がマドリッド（1990 年）、バルセロナ（1991
年）、ベルリン（1992 年）、そごうがローマ（1991 年）、ミラノ（1991 年）、ロンドン
（1992 年）、バルセロナ（1993 年）、小田急百貨店がパリ（1991 年）へと出店している。
1980 年代後半から 90 年代の日系百貨店の欧米出店状況は、上述のごときであるが、当時
の日系百貨店の趨勢は出店数の拡大とともに、1970 年代後半から増え始める日本人旅行者
に向けて、百貨店内にカフェや日本料理店を併設するケースが増えたことである。川端氏
によれば、欧州に出店した日系百貨店は無料トイレの提供、店内には為替表示と円建て正
札、日本円での販売、日本への配送など日本人旅行者に対して、日本と同様の店舗環境を
提供している(82)。これはまさに日本店舗の欧州市場での標準化と考えられる。 
 アジア市場へ向けた日系百貨店のプレゼンスも見逃せない。アジアの日本人旅行者およ
び地場中間層の消費者を対象として、三越が台湾（1991 年）、伊勢丹がタイ（1992 年）と
台湾（1992 年）、そして中国（1993 年）、西武百貨店が中国（1993 年）、そごうがイン
ドネシア（1990 年）、マレーシア（1994 年）、中国（1998 年）などへ出店している。日
系百貨店でアジア進出の後発組である高島屋は、台湾（1994 年）、シンガポール（1995
年）、阪神百貨店は台湾（1993 年）へと出店した。日系百貨店の欧州市場への出店は 1990
年代前半でほぼ止まるが、アジア市場への出店は 1990 年代前半・後半ともに 1980 年代後
半を上回る水準を保つ。しかも台湾市場においては、日系百貨店は 1990 年代前半よりも後
半に出店数を増大させるという、アジア市場でも極めて特異な現象を引き起こしている。 
 一方、日系スーパーも日系百貨店と同様にアジア市場への展開を加速させる。代表的な
出店は香港（1990 年）、インドネシア（1995 年）、シンガポール（1995 年）、タイ（1996
年）、中国（1996 年）、ベトナム（1999 年）と最も広範囲に出店した西友や、タイ（1991
年）、中国（1991 年）、インドネシア（1992 年）、マカオ（1992 年）に出店を伸ばした
ヤオハンである。またその特徴を挙げれば、アジア市場において、1990 年代に出店したス
ーパーの全店舗数の半分は中国への出店であり、しかも 90 年代後半にダイエ （ー1995 年）、
イオン（1996 年）、イトーヨーカ堂（1997 年）、ニコニコ堂（1997 年）、平和堂（1998
年）、マイカル（1998 年）の出店が相次いだ。このように、1990 年代前半までの出店を境
として 90 年代後半には出店数が半減し、むしろ撤退件数が多くなる日系百貨店に対して、
逆にスーパーは 1990 年代前半から後半にかけて出店数を倍増させるのである。 
 とりわけ、1990 年代の前半と後半とで海外出店の様相が百貨店とスーパーで大きく異な
り、撤退時期にもずれが生じているのは、スーパーが百貨店に遅れること約 15 年と、出店
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時期の差異が大きく反映されているとも見て取れるが、実のところは違う。この百貨店と
スーパーの撤退には、共通して店舗の業績悪化があり、閉店時期や撤退状況が異なるのは
個々の企業の事情がある。既述のように百貨店の場合、欧州市場およびアジア市場は「飛
び地市場」としての性格が強いが、川端氏によれば、アジア市場での業績悪化には、第１
に店舗家賃の高さと変動の大きさ、第２に流通システム上の問題と粗利益の構造的な低さ、
第３に市場のモザイク性と立地の読み誤り、第４として日本人団体観光客の激減を挙げて
いる(83)。また、この 1990 年代後半の時期に、各日系小売企業は、アジアの通貨危機を経
験しており、体力的に厳しい日系スーパーのなかにはその影響を大きく受け、閉店・撤退
へとつながったとの分析(84)も見られる。さらに、香港の事例のように急激な家賃と人件費
の高騰の理由により、やむを得ず撤退を強いられたケースもある。しかし、日本との関係
を指摘すれば、撤退の多くは、日本のバブル経済崩壊後の不況により事業再編が急務とな
り、海外での赤字経営を戦略的な意図でもって閉鎖に踏み切った、いわば日本本社の意思
決定による要因が大きいと考えられる。 
 
(4)撤退後期と新市場（2000 年代以降） 
 日系小売企業にとって 2000 年代は、出店鈍化と撤退を余儀なくされる厳しい局面を迎え
ると同時に、新市場の開拓が始まる時期と位置付けられる。日系百貨店では伊勢丹、高島
屋、三越、東急百貨店、阪神百貨店、阪急百貨店が海外展開をしているが、新規出店は、
中国、台湾のみであり、多国籍化しているのは伊勢丹だけとなる (85)。この出店状況からす
れば、日系百貨店の海外出店はターニングポイントを迎えているように思われる。 
 しかし、第６章で分析するように、台湾市場における日系百貨店はオーバーストア傾向
にあるために、その趨勢は見守る必要があろう。例えば、台湾单部の高雄市に 2007 年に新
規出店した阪急百貨店は、三越とそごうの日系二大百貨店の競争激化のなかで、敢えて展
開を試みる特筆するべき百貨店である。 
 一方、1990 年代前半に撤退が相次いだ日系食品スーパーの出店および撤退は、一段落し
た。ただし、最上位の全聯福利中心や老舗の頂好恵康に続く日系の松青商業以下の多数の
スーパーが存在するなかで、台湾市場では大手食品スーパーの企業買収や合併が頻繁に行
われている状況にある。対照的なのは、中国への出店シフトである。例えば、イオンがシ
ョッピングセンターを開発しながら核店舗としての出店を加速させている。またイトーヨ
ーカ堂の中国出店は、北京への出店（1997 年）以来、初期の頃は遅々としていたが、堅実
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に出店を重ねている。2011 年現在時点での総合スーパーの出店はない。 
 CVS は、業態生成が遅く始まったこともあり、アジア市場においても特定国への参入に
とどまっていた。店舗特性からすれば小規模零細店舗であるので、その多店舗展開は、当
該市場における FC 戦略が鍵となっている。それは直営店ではなく FC 店の増加をいかに達
成していくかにかかっている。この点は、本論文の第８章で分析する台湾ファミリーマー
トの事例部分で、小売国際化プロセスにおいて、CVS の展開がどの方向へシフトしている
かを述べる。 
 
 
第３節 日系小売企業の出店理由と影響要因 
 
１．海外出店の必然性と規模の利益 
 日系小売企業の海外出店・撤退を時系列に述べてきたが、当該小売企業が国境を越える
必然性については、製造業との比較が常になされてきた。先行して多国籍化してきたのは
製造業であるし、近年ではマイクロソフト社を筆頭とする情報関連企業あるいは IT 産業の
グローバル連携、東アジア市場を軸とした半導体産業のグローバル競争・連携・イノベー
ション研究(86)などに見られるようなボーダレスな企業活動の実践事例は、枚挙にいとまが
ない。企業の多国籍化を市場創造という視点で捉えれば、どの産業に属する企業も国内市
場にとどまらず国際市場へ向けたアプローチがあってもよいはずである。 
 木綿（1980）氏は、小売業は、①小売業の性格上、製造業、卸売業など他の企業活動の
影響を受けやすいため、積極的に海外出店する条件を整えることが困難であり、②製造業
のように自社の製品ラインの市場確保、そして、その競争力を維持するために多国籍化す
る必然性がほとんどないことを指摘している(87)。他方で、小売企業が国境を越える必然性
を端的に示しているのが、19 世紀中葉からの欧州小売企業の諸研究である。特に近年では、
ドーソン（2008）が欧州と北アメリカでは、店舗を複製し複数の地方市場で店舗を利用で
きるようにすることで規模の経済を追求し、また新業態開発によって登場した大規模小売
企業の規模の経済性実現への目的が想定(88)されていたことを述べている。 
 しかしながら、考察してきた通り、小売企業に関する国際市場への活動領域の拡大は、
現実的には海外の欧米大規模小売企業の活動例がほとんどであり、先行研究のレビューで
は、10 カ国以上に出店して多国籍化を志向する欧米の小売企業が存在する一方で、日系小
- 48 - 
売企業の多国籍化は行われていない状況である。ここには欧米小売企業と日本小売企業と
で、基本的に国境の捉え方に差異があるように思われる。そして個別企業の海外出店・参
入動機にも欧米企業と日本小売企業とで大きな隔たりがあるように感じられる。 
 
２．出店・参入動機 
 本研究では、第１章においても「進出動機・参入要因研究」を取り上げたが、日系小売
企業のみならず、外資を含む小売企業が国際展開する際には、必ず進出動機が存在してい
る。岩永（2009）氏は、日系小売企業の海外出店の背景には、国境を越えるために解決し
なければならない諸条件やリスクがあり、①小売企業を取り巻く国際環境等の外的要因と、
②意思決定すべき小売企業自体の経営ビジョンないし経営組織・経営技術の革新などの内
的要因がある(89)と言及している。岩永氏は、この動機研究や参入要因分析は、ミクロな企
業レベルでも分析されるが、マクロ的な分析が必要であることを为張する。 
 ここに小売企業の海外出店に関して、外的・内的要因が重要であることを導く結果があ
る。それは、日系企業の現地市場への進出理由を明らかにした JETRO（2008）のアンケー
ト調査(90)である。このアンケート調査によって、日系小売企業の海外出店行動の動機部分
をある程度つかむことができる。JETRO によれば、例えば台湾へ進出している非製造業の
「進出理由」の上位は、「進出国市場の成長性・潜在性（74.5％）」、「進出国の市場規
模（49.0％）」、「進出国内市場での安定した取引先（47.1％）」、「進出国市場におけ
る自社競争力（45.1％）」という結果となっている。 
 最上位の「進出国市場の成長性・潜在性」のアンサーが「成長性をどの部分で判断する
のか」や「潜在性をどこに見いだすのか」までは明らかではないが、この調査結果では、
２位以下の理由を大きく引き離す結果となっている。これまでに、小売企業の海外進出動
機や市場参入要因は、個々の小売企業によって、さまざまであるとの見方や見解が研究者
のうちで散見していたが、この調査結果は非常に興味深い。 
 多かれ尐なかれ、海外進出する日系小売企業にとって、出店する際に当該分野の競争相
手を意識するであろう。そこで競争相手が保有する競争優位となる経営資源が、日系企業
の出店を妨げたり、出店後の撤退要因となることは、洞口（1992）氏(91)の研究によって次
第に明らかになっている。進出先国における競争相手は「進出先の地場企業」であり、そ
の競争相手である企業が保有する競争優位の源泉の上位３つは、「価格」、「進出先での
有力な企業ネットワーク／人脈」、「ブランド」(92)という、JETRO（2008）の同調査結果
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の通り、今後の研究には有益な示唆を与えている。 
 また海外出店を意図する小売企業は、尐なくとも出店予定の当該市場をある程度勘案し
て、出店の意思決定を行い、出店準備を進めるであろう。本研究では、進出動機において
重視すべき点を市場特性要素として考えている。 
 
３．川端基夫氏の市場特性要素研究 
 日系小売企業の出店戦略を分析する上で欠かせないのが、進出先国における市場特性で
ある。川端（2009）氏は、「海外出店行動の諸側面とそれに影響する市場特性要素 (93)」を
分析し、特定の海外市場の特性を小売経営との関係において捉え、「海外市場で小売店舗
を開発し運営していくことで利益をあげる」という一連の小売経営行動の視点から、どの
ような市場特性が存在するのかという疑問を自ら投げかけ、アジア市場の特性を明確化し
ている(94)。すなわち、小売国際化現象を把握するために、小売企業の戦略（進出为体）と
市場特性（進出先市場）に着目している。 
 
表２-２ 海外出店行動の諸側面と市場特性要素 
出所：川端基夫「小売国際化とアジア市場の特性」向山雅夫・崔相鐵編『小売企業の国際展開』中央経済
社、2009 年７月、33 ページを一部修正。 
 
 
 この表２-２では、海外出店の諸側面の第一局面である「進出の意思決定」に影響を与え
る市場特性要素がもっとも多い。川端氏が言及する日系小売企業のアジア市場への進出意
思決定に影響を及ぼしたと考えられる要素(95)を以下で挙げてみたい。まず「進出の意思決
定」では、1980 年代から香港、シンガポール、バンコクで顕著な「日本人市場規模」や「消
　 海外出店の諸側面 市場特性要素
2 1号店の店舗開発 都市開発状況、商業施設開発状況、立地規制、不動産慣行
3 従業員の雇用 労働法的規制、労働慣行
7 店舗運営・管理 家賃変動、テナントリーシング環境
5 商品販売
気候特性、所得、人口密度、民族構成、宗教構成、住宅事情、生活
習慣
6 ２号店以降の店舗開発
人口密度、都市計画、立地規制、不動産慣行、消費者モビリティ、資
金調達、金利動向
1 進出の意思決定
人口規模、日本人市場規模、平均所得、消費市場の成長性、都市開
発状況、国民性、宗教、政治的安定度
4 商品調達
関税、輸入規制、流通システムの態様、中間流通の状況、取引慣
行、輸送インフラの状況
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費市場の成長性」が挙げられる。「都市開発状況」の進展にともなう商業施設の核テナン
トとして誘致された例では、具体的には都市別でバンコク（そごう、東急、伊勢丹）、シ
ンガポール（大丸）、高雄（阪神、大丸）の各都市における日系百貨店の出店が該当する。
スーパーの出店に関しては、1980 年代のマレーシア、タイ、香港における「現地市場の成
長性」や「平均所得」上昇に加えて、1990 年代中盤以降中国では「人口規模」も出店の決
め手となっていた。そしてカントリーリスク特性とされる「国民性」、「宗教」、「政治
的安定度」は、国民感情が親日（台湾市場）か反日（韓国市場）かで、出店の状況が異な
っていたり、タイが仏教国であり日本と近い存在と判断されたり、マレーシアでは政治的
安定度が評価されていた。 
 一方で、「従業員雇用」では、東单アジアでは民族問題が背景としてあり、「雇用政策」、
「労働慣行」が影響を及ぼしている。例えば、政治経済的確執があるマレーシア、インド
ネシア、比較的安定的なタイ、シンガポールとでは市場特性が異なる。 
 また「商品調達」では、WTO 加盟国は多尐緩和されているが輸入品に関しては関税障壁
が存在する（「関税」、「輸入規制」）。タイの衣料品（平均 40%の関税）、台湾の中国
大陸からの輸入規制がそうである。そして「流通システムの態様」や「中間流通の状況」
も大きな障壁となり得る。実際にメーカーの寡占的生産構造（供給サイドの優位）ないし
メーカー資本の卸売企業の支配下においては、商品調達の不安定さ（納期の不備、欠品の
続出、価格硬直など）からは逃れられない。品揃え機能や物流機能をもった卸売業が尐な
い市場では、基盤整備から取り組みを始めなければならない。 
 さらに「商品販売」面では、「気候特性」が衣食住の売れ行きを左右（東单アジアは常
夏、日本は四季の存在など）したり、「宗教」が衣料品、食料品の購入に影響を及ぼすこ
ともある。 
 続いて「２号店以降の店舗開発」においては、シンガポール、香港のように規制が厳し
い市場への出店は、「都市計画」に委ねられる傾向があり、店舗開発の自由度では概ね大
型店を対象としたタイ（バンコク）、マレーシア（クアラルンプール）、中国（上海、北
京）、台湾（郊外市場）における「立地規制」などが挙げられる。同時にタイ、韓国、中
国のようにテナント出店および賃貸借などで「不動産慣行」が出店に影響を及ぼしたりす
ることもある。現地調達の場合などで影響が大きい「資金調達」、「金利動向」も海外出
店では看過できない要素である。 
 最後に「店舗運営」の要素では、香港における日系百貨店の撤退要因とされる「家賃変
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動」なども上昇時に問題となり、出店後に大きく影響を及ぼす（合弁先が店舗物件オーナ
ー企業である場合はその限りではない）。 
 以上、川端氏は、現実市場では多くの市場特性要素が１つのセットとなって小売業の一
連の海外出店行動（店舗経営）やビジネスモデル（利益をあげる仕組み）に影響すると説
明し、市場要素群の総体を「フィルター構造」と呼んでいる。そこでは、市場特性とは市
場要素群のセットであるという解釈をしている。例えば、調達コスト高要素（寡占的生産
構造など）と、販売価格下落要素（低価格競争の常態化）が同時に市場に存在した場合は、
結果として売買価格差（粗利益）の縮小をもたらすことを挙げている。 
 しかし本研究では、考察してきた川端氏の研究に大筋で賛同するものの、各要素群をセ
ットとして捉えたために、海外出店の各諸側面において大きく影響を及ぼす市場特性要素
と、そうでない市場特性要素とを混同してしまい、明確に分類することを怠っていると思
われる。つまり、海外出店の諸側面へ影響を及ぼす市場特性要素を均質的に取り扱ってし
まっているのである。 
 
 
第４節 市場特性と出店戦略 
 
１．出店意思決定の重要性 
 日系小売企業が海外出店する際に勘案しなければならない市場特性について、川端氏の
挙げるモデルについて考察した。本研究において、日系小売企業の市場適応を分析する上
で重要なファクターとなるのが、進出意思決定部分と考えている。小売企業は製造企業と
は異なり、進出先の現地にて商品販売を行うことを前提としているので、現地の市場環境
および市場特性からは影響を受けやすい。また出店後も環境変化に応じた市場適応を求め
られる。 
 小売国際化プロセスにおいて、市場要素研究は、矢作（2007）氏の小売国際化プロセス
の「初期参入」、「現地化」、「グローバル統合」の３段階のうちの「初期参入」段階に
該当(96)しており、彼に依拠すれば、まずは進出初期段階の意思決定に与える市場特性への
理解が出店戦略として重要な意味をもってくることがわかる。 
 本研究では、とりわけ出店プロセスにおける第一局面である進出意思決定部分に強く影
響を及ぼすと思われる「パートナーの存在」と「競合相手の有無」の２つの要素に着目し
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ており、それが当該市場に存在しているか否かによって、出店後の展開が大きく異なって
くる点を为張したい。さらに現地参入面においては、「進出時期」と「参入モード」およ
び「商標貸与の有無」を戦略的に取り入れるかどうかで、進出後の展開が変わってくると
考えている。ちなみに、本章で取り上げるこの２つの市場特性要素は、川端氏のモデルで
は取り上げられていない。 
 
２．出店プロセスと市場特性要素の重み 
 表２-３は、海外出店プロセスにおける市場特性要素の重みである。出店プロセスを「出
店前行動」、「１号店の出店前後行動」、「多店舗展開行動」、「撤退行動」の大きく４
つの段階に分け、①進出の意思決定、②店舗開発、③商品調達、④商品販売、⑤店舗運営
・管理、⑥撤退の意思決定の各局面を取り上げた。市場特性要素は、川端（2009）氏のモ
デルにならっているが、小売企業に影響を及ぼすと考えられる程度を「市場特性の重み」
としてそのレベルを大と中に分割して表示している。 
 
表２-３ 海外出店プロセスにおける市場特性要素の重み 
注：太字部分は川端氏のモデルに加筆した箇所。 
出所：川端基夫、前掲論文、2009 年７月、33 ページをベースに筆者作成。 
 
 
 まず言及しておきたいことは、出店前行動は、小売企業にとって出店する国や地域、都
市、地区を決定するばかりか、出店後の展開を左右する非常に重要なプロセスということ
プロセス 局面 大 中
②店舗開発 開 発 業 者 の有 無、不動産慣行 什 器 等 の調 達 ・ 適 合 度
⑤店舗運営・管理 家賃変動、テナントリーシング環境 光 熱 費 等 の公 共 料 金 コ ス ト
3 多店舗展開行動 ②から⑤
上記に加えて、消費者の分散状況、他店
舗 の立 地 状 況
継続的資金調達
4 撤退行動 ⑥撤退の意思決定 上記に加えて、市場でのマッチング状況
2
１号店の出店前後
行動
③商品調達
流通システムの態様、中間流通の状況、
取引慣行、輸送インフラの状況
関税、輸入規制
④商品販売
気候特性、商圏人口、生活習慣、購買慣
習
住宅事情、民族構成
海外出店プロセスと各局面 市場特定要素
1 出店前行動 ①進出の意思決定
市場成長性、市場規模、パ ー ト ナ ー の
存在、競 合 相 手 の有 無、政治・経済的
安定度、国民性、立地規制
人口規模、平均所得、都市開発状
況、商業施設開発状況、宗教
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である。この進出意思決定の局面で大きな影響を及ぼす市場特性要素には、先の JETRO の
調査結果が示すとおり、当該国・地域の政治・経済的安定度、国民性はもとより、市場成
長性や市場規模以外にも、出店の可否を決める当該政府の立地規制がある。本研究では、
パートナーの存在や競合相手の有無も付け加えた。市場参入する際、仮想競合相手がいる
かどうかは存続問題と関係してくる。また出店に関して中レベルの影響が考えられる、人
口規模、平均所得、都市開発状況、商業施設開発状況、宗教は、先学の研究より挙げるこ
とができる。 
 次に、１号店の出店前後行動として、店舗開発、商品調達、商品販売、店舗運営・管理
の４つの局面を見ていく。店舗開発はどの小売業態で出店するかによっても及ぼされる影
響が異なると考えられるが、イオンの SC の核店舗としての出店などでキーとなっている
のが、デベロッパーの存在である。開発業者が手がける土地、店舗物件は不動産や建設業
者との連携や関係構築が不可欠である。したがって、総合スーパーに限らず百貨店であれ
ば都市中心部への出店をスムーズにする市場要素として開発業者は筆頭に挙げた。店舗開
発でも店内の什器等の問題は、本国仕様であれば問題ないが、そうでない場合には什器そ
のものを入手・調達できるかがポイントとなる。 
 続いて商品調達は、現地の流通システムの態様や中間流通の状況、あるいは歴史風土的
に行われているような取引慣行に左右される。敢えて言うならば、当該出店先国のメーカ
ーを含めた商品供給先の存在や商品別流通における卸売業者等の役割までもを含める必要
がある。また輸送インフラは、CVS の研究で証明されているように、物流網が未整備であ
ったり、配送センターが機能していない場合は、現地で店舗展開よりも先にインフラ整備
に着手することで市場適応する必要性がある。一方輸入品を取り揃える百貨店の場合は、
特に出店先である当該国の関税の問題や輸入規制を熟知する必要に迫られよう。 
 商品販売面における市場特性要素は、現地における販売を为として想定している小売企
業にとって、特に民族構成、商圏人口の程度から始まり、消費者の生活習慣や購買慣習を
無視することはできない。また取り扱う商品によっては気候特性が商品販売に影響を与え
ることも多々ある。食品スーパーや CVS にとっては商圏が限られるので、消費者の住宅事
情や考慮せざるを得ない。 
 １号店の出店時以降では、店舗運営・管理に関して物理的制約が生じることがある。そ
れは店舗の家賃契約、テナント契約、不動産物件に関する側面であり、香港における日系
百貨店の直接撤退要因となった市場特性要素である。また店舗運営上で生じる光熱費等の
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公共料金は国・地域別に異なる都合でコスト増となる場合がある。 
 以上が、出店前行動から１号店出店前後行動という出店プロセスの初期の重要な段階に
影響を及ぼす市場特性要素である。残りは多店舗展開行動と撤退行動である。多店舗展開
は２号店以上の開店を意味しているが、これは小売業態によって若干捉え方が異なるであ
ろう。例えば、百貨店は多店舗展開するといっても、食品スーパーや CVS には遠く及ばな
い。むしろ、百貨店にとっては多店舗展開よりもフロア内のテナント誘致やブランド選定
に係る１号店のマネジメントの方が重要であることが多い。この点は、台湾市場において
多店舗展開している日系百貨店が苦慮している要素と考えられる。また資金調達も継続的
に行い、場合によっては見直しを余儀なくされる。 
 最後のプロセスは撤退行動であるが、撤退の意思決定は上述してきたすべての市場特性
要素が関係しているが、市場でのマッチング状況を挙げることができる。出店戦略なるも
のがある一方で、撤退戦略は明確ではないのは、前向きの積極的な撤退なのか、予期せぬ
消極的な撤退なのかが、市場での適応度に委ねられているからである。 
 
３．川端基夫氏の出店戦略の分析 
 川端（2000）氏は、市場特性をフィルターと捉え、各国で異なるフィルター構造に着目
し、当該小売企業が育った母市場のフィルター構造と進出先国のフィルター構造との差異
や共通部分によって、出店戦略の５パターンを提示(97)している。今一度その戦略について
検討しておくと、第１に母市場と共通性が高い市場を目指す「飛び地戦略」、第２に母市
場と共通市場において、母市場の競争優位を活かす「競争優位戦略」、第３に母市場と異
なる「特定の市場」において適応化を目指す「特定市場適応化戦略」、さらに第４に母市
場と異なる「特定の市場」において成功した戦略を複数の市場において適応化させる「複
数市場適応化戦略」、そして第５に多くの異なった市場のフィルター構造へ適応するべく
自己のシステム特性を変化させ地球規模の拡大を意図する「グローバル戦略」である。 
 第１の「飛び地戦略」は、欧米市場を中心として、アジア市場の一部で、日本人ツーリ
ストや駐在員家族などの在外邦人を対象としていた。販売対象が日本人であるという点は
非常に大きく、フィルター構造をそれほど意識する必要はない。その意味で日系百貨店の
戦略は歴史的にそれなりの成果があったと思われる。しかし、販売対象相手の日本人が尐
ない市場ではその戦略効果も半減する。仮に母市場と同じフィルター構造の市場があった
としても、今の日本市場を見てもわかるように、母市場で活かされない百貨店システムを
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そっくりそのまま導入したとしても、果たして利潤獲得に結びつくかは疑問が残る。これ
には時間軸の検討が必要である。 
 第２の「競争優位戦略」は、現地消費者を対象とした百貨店、スーパーが採用した定石
の戦略である。日系小売企業の多くは、母市場で得られた経験やノウハウを活かして海外
出店を試みるので、母市場での競争優位性が成功の鍵となる。本論文ではこの競争優位戦
略の有効性を百貨店の組織学習に見いだしているが、この戦略枠組みにも落とし穴がある。
製造業の海外進出戦略でしばしば採用される戦略であるが、小売業の場合は、販売対象の
基本はあくまでも現地消費者との認識から、母市場と大きく異なる異質市場では同じよう
な効果は期待できないであろう。したがって、この戦略も活かせる市場は限定的と言わざ
るを得ない。 
 第３の「特定市場適応化戦略」は、どうであろうか。ここでの特定市場とは、小売企業
が進出意思決定する際に特定化する市場のことであり、限定された市場を意味するのでは
ない。小売企業にとって異質市場において採用するこの戦略では、利益を獲得する仕組み
そのものを変化させることを「適応」と指しているが、何をどの程度適応化させるかにつ
いて、川端氏のモデルでは明確ではない。そして、事例としてカルフールのアジア戦略を
挙げているが、適応化戦略は母市場と進出先市場とで業態および経営システム特性が適合
した結果との卖線的な見方をしているところには疑問は残る。 
 ただし、次の第４の「複数市場適応化戦略」については、成功した「特定市場」の「適
応化戦略」を複数の市場において適応化させることは、欧米企業の実践から十分ではない
にしても知見は得られている。なお日系小売企業では、この戦略を採用して国際展開して
いる例は見当たらない。 
 最後の「グローバル戦略」は、多国籍化が進んでいると言われるカルフールにおいても、
この戦略を採用するにまで至っていないと判断している。日系小売企業においても、この
戦略を当面のところ、採用する企業はなさそうである。 
 小売企業の海外出店においては、自国の商品の販売、現地の商品販売の２つの側面が見
られると同時に、そこには国内・海外市場をどのように捉えるかという小売企業の市場観
が存在している。ともあれ、小売企業が採用する戦略的ウエイトは、出店初期段階におい
て、①出店地域、②出店方式（市場参入モード）、③出店業態（市場参入フォーマット）
の点において問題となってくるであろう。 
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４．日系小売企業の出店行動と戦略 
 上述してきたことを踏まえて、日系小売企業の出店時期および対象者別の出店行動とそ
の戦略を論じてみたい。図２-１は日系小売企業の出店行動と戦略を示している。縦軸は出
店趨勢により出店時期を区分し、横軸は販売対象を大きく日本人消費者か現地消費者とで
分けている。戦略については販売戦略を、矢作（2007）氏のモデル(98)を参考に、４つに類
型化した。すなわち、①完全標準化、②部分適応化、③連続適応化、④完全現地化である。 
 
図２-１ 日系小売企業の出店行動と戦略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：販売活動戦略は、①完全標準化、②部分適応化、③連続適応化、④完全現地化で分類した。 
出所：筆者作成。 
 
 
 日系百貨店は 1950 年代以降、欧州市場およびアジア市場に向けて出店を行ってきた。そ
の販売対象は、①日本人旅行者、②在外駐在員とその家族が为であった。海外出店が本格
化した 1980 年代においても、その傾向は大きく変わることはなく、1990 年代前半頃には
出店行動ではなく撤退行動が目立つようになっている。本来であれば、現地消費者を対象
とした出店であるところが、本国とほとんど変える必要がないフォーミュラにて出店した
という意味で、先発者優位の下で競争優位戦略が有効であったと思われる。ここで例外を
取り上げてみれば、本研究の台湾市場では、日系百貨店は現地消費者を対象とした販売を
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意図していたが、1970 年代からの技術提携によって事前の組織学習によって得られた経験
から、本国仕様での販売を積極的に導入することで、台湾消費者とのマッチングに成功し
たと考えられる。これは台湾ならではのケースに当たる。 
 この状況から日系百貨店においては、早い段階（先発者優位戦略）から飛び地戦略を採
用する一方で、本国仕様の競争優位戦略が十分機能したといえる。 
 日系食品スーパーや日系総合スーパーは、百貨店の出店より約 15 年遅れて海外出店を開
始したが、その撤退も約 15 年遅れて生じているわけではない。販売対象者は、①現地消費
者が大多数であったが、なかには、②在外駐在員とその家族に提供するための品揃えない
し価格設定がなされている商品も取り扱っていた。出店場所はアジア市場がほとんどであ
り、出店時期は 1980 年代後半から 1990 年代に集中する傾向にあった。とりわけ中国への
出店は 1990 年代後半であり、出店数の約半分を占める。 
 この点に着目すれば、日系食品スーパーは、チェーン展開をそのビジネスモデルとする
意味で多店舗出店戦略や場合によっては集中出店戦略を採り、販売対象者が現地消費者と
いうことで現地適応化戦略を採用していたのである。一方、総合スーパーの採った選択は、
出店面から SC の核店舗としての出店が多く見受けられることから「SC 核店舗戦略」と呼
ぶことができる。これは矢作（2007）氏が提唰している、新規業態開発戦略と呼ぶことが
できよう。 
 CVS はどうであろうか。百貨店、スーパーから遅れて海外出店が始まったが、そのほと
んどは 1990 年代と 2000 年代になってからである。CVS の商品販売対象は現地消費者であ
ることがほとんどである。それゆえに現地化が非常に重要なポイントとなっている。そも
そも CVS は、アジア圏においては模倣されるケースがしばしばあり、その生成時からの特
徴は小規模零細であり、生業的性格を有し、消費者に密着した最寄品の取り扱いをする店
舗である。 
 またチェーン展開をいかに迅速に行い、FC 店を増加させるかがビジネスモデルとなって
いることから、FC 戦略が鍵を握る。商圏の狭さからして競合する店舗が多ければ、集中出
店戦略を採る場合もある。CVS の成長モデルには、ハイテク技術を駆使した情報武装型店
舗としての近代的総合商品小売業としての店舗運営が問われている。 
 
 
- 58 - 
第５節 おわりに 
 
 本章では日系小売企業の海外出店プロセスに重きを置き、前半部分で時系列に日系小売
企業の出店・撤退を把握することに努めた。第二次世界大戦後における日系小売企業の出
店は、1950 年代の百貨店のアメリカへの出店で幕を開ける。そして、1960 年代の萌芽期を
経て、1970 年代の本格的出店時期を迎える。その後、国内外の諸事情の目まぐるしい変化
により、百貨店、スーパーともに出店を増加させる。そして、1980 年代を経て 90 年代前
半に百貨店は出店のピークを迎える。約 15 年遅れて海外出店が始まったスーパーは 1990
年代後半に出店のピークを迎える。 
 日系小売企業のアジア市場を中心とした発展・成長過程より、小売国際化プロセスをあ
る程度探ることができたが、2000 年代の出店・撤退動向の事象把握は、継続課題として残
っている。小売企業の海外出店の諸側面では、当該進出先国の現地独自に形成されている
流通構造の分析や競争企業間関係の掌握を緻密に行う必要はあるものの、川端氏が提示し
た「海外出店行動の諸側面とそれに影響する市場特性要素」を挙げることで、進出時の意
思決定部分を中心に欠落している市場特性要素を認識した。 
 そして、海外出店プロセスにおける４つの段階を「出店前行動」、「１号店の出店前後
行動」、「多店舗展開行動」、「撤退行動」とし、各段階の詳細な局面を６つ挙げた。そ
して、市場特性要素の重みを大と中レベルで２分割にすることで、出店に影響を与える要
素を明確にした。 
 また、これまでの日系小売企業の出店・撤退を踏まえて、川端氏の市場戦略パターンに
したがって検討を行った。その結果、先学研究で知る限り、グローバル戦略を採用して、
海外出店を進めている日系小売企業は皆無であることが明らかとなった。そして矢作氏の
モデルを参考に、出店時期と販売対象者および販売戦略の類型化を試みた。海外への出店
・撤退のパターンは、個々の企業によってさまざまであるが、今後は出店前あるいは出店
後においても、市場を意識した戦略が問われるであろう。 
 日系小売企業の海外出店・撤退研究は、まだまだ発展途上にあると思われる。海外へと
出店、そして撤退した小売企業が保有する経営資源が、①日本から現地へと移転するプロ
セス、②現地から経営資源を退かせるプロセスを、それぞれ出店プロセス、撤退プロセス
として捉えながら、実地調査を中心に時系列でその動向を追うことは、今後重要となって
くるであろう。 
- 59 - 
第３章 日系小売企業の台湾における競争と参入 
 
 
第１節 はじめに 
 
 台湾では百貨店、スーパーマーケット、量販店、コンビニエンス・ストア（以下 CVS
と略称）等の各業態において外資系小売企業の出店が行われてきており、日系小売企業も
1980 年代後半以降、百貨店、総合スーパー（以下 GMS と略称）、食品スーパー、CVS の
各業態で出店を経験してきた。しかし、近年、チェーン展開している小売企業の店舗数増
加の鈍化、現地からの事業清算、そして撤退も見受けられる。 
 台湾小売市場は特殊な小売構造から成り立っている。すなわち、尐数の近代的な小売業
である総合商品小売業と大多数の前近代的であり伝統的な小規模零細小売業（業種店）お
よび露天商からなる重層的な小売構造をなしている。その小売構造をさらに複雑にしてい
るのが、小売売上高上位 10 社のうち６社を外資系小売企業が占める外資上位集中競争関係
にある特異な市場である。外資上位集中競争関係は、台湾小売市場の小売国際化を象徴し
ており、台湾の小売近代化の原動力となっているのである。そして、台湾小売市場への外
資系小売企業の参入のインパクトは、今後ますます注目される中国小売市場への流通外資
参入の１つのモデルケースとして本論文でも着目している。 
 本章では、日系小売企業の出店・撤退の一連のプロセスにおける小売企業行動の戦略的
側面を捉えることで、台湾小売市場における競争と参入について明らかにする。具体的に
は、①出店前と②出店直後のプロセスを通じて、当該日系小売企業の市場参入前の意思決
定に関わる部分と市場参入直後の意思決定に関わる部分について検証する。 
 そこで本章では、まず台湾における小売競争環境を把握すると同時に、台湾における日
系小売企業の過去の出店事例を鑑みながら、現地参入プロセス部分で進出意思決定におけ
る初期段階である市場参入形態（市場参入モード）および提携先の決定に関するパターン
を明らかにして、日系小売企業にとっての競争優位性について分析する。そして、現地参
入プロセスの検証部分では、参入時における商標貸与の有無、当該市場での競争の有無に
ついて言及することで、日系小売企業の現地参入に関する小売業態別評価を行う。 
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第２節 日系小売企業の現地参入プロセス 
 
１．小売市場への参入状況と参入形態（参入モード） 
 表３-１に見られるように、台湾の小売業態で最も売上高が高いのは統一超商（セブン-
イレブン台湾）であるが、実際に台湾の小売業を牽引してきたのが百貨店であり、2009 年
のデータでは、売上高で第２位の新光三越が 18 店舗、第７位の太平洋崇光が８店舗を有し
ており(99)、第 10 位には地場企業の遠東百貨がランク付けされる。次に CVS は、売上高の
鈍化が懸念されているが、売上高最上位の統一超商（セブン-イレブン台湾）(100)に続いて、
日系小売企業の全家便利商店（台湾ファミリーマート）が 1988 年に出店して以来、2,450
店舗（2010 年４月現在）まで店舗数を増やしている(101)。なお、近年 CVS では、直営店比
率を下げ、加盟店比率を上げている状況にある。 
 外資系小売企業による多店舗展開が顕著である量販店では、家楽福（カルフール）や大
潤発（オーシャン）や好市多（コストコ）などが売上高の上位を占めている。1980 年代後
半頃まで、大型店としての GMS も存在していなかった台湾市場では、ハイパーマーケッ
トの開店が相次いだ。過去この分野では、日系小売企業のジャスコ（イオングループ 100
％出資）も 2003 年に参入し、２号店まで開店させたが、現在は閉店・撤退している。 
 
表３-１ 台湾における为な小売企業の売上高（2009 年） 
注：業態欄の※印の太平洋崇光は遠東グループ傘下。 
出所：流通快訊雑誌社出版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、24～28 ページより抜粋修正加筆。 
 
 
 スーパーは、売上高上位 10 位以内にランキングする大企業は１社のみであり、外資系企
順位 企業名（店舗名） 売上高(億元) 業態（国・参入形態）
1 統一超商（7-ELEVEN） 1482.78 CVS（アメリカ・ライセンス供与）
2 新光三越 658.00 百貨店（日本・合弁）
3 家楽福（カルフール） 618.00 量販店（フランス・合弁）
4 全聯福利中心 500.00 スーパーマーケット
5 大潤発（RT-MART） 408.00 量販店（フランス・合弁）
6 全家便利商店（Family Mart） 392.05 CVS（日本・合弁）
7 太平洋崇光 353.00 百貨店（日本・合弁）※
8 燦坤實業 270.00 家電量販店
9 好市多（COSTCO） 245.00 量販店（アメリカ・合弁）
10 遠東百貨 223.00 百貨店
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業では香港資本の頂好恵康（wellcome）や日系の松青商業が比較的店舗数を増加させてい
る。 
 このように台湾小売企業の特徴は売上高で見れば、売上高上位 10 社中６社が外資系小売
企業という「外資上位集中競争関係」がうかがえる。これは 1980 年代後半からの台湾政府
の出店規制緩和として作用した外国人投資条例の改正（1986 年、1989 年、2000 年、2003
年）や世界貿易機関（WTO）加盟（2002 年）により外資系小売企業の市場参入を促し、台
湾小売市場の国際化が一段と加速したことと関係している。その際の市場参入形態（参入
モード）(102)は合弁方式が为であり、小売企業の海外進出意思決定の第一局面に影響を及
ぼす市場特性要素である「パートナーの存在」に関係すると考えられる。 
 
２．提携パターンと日系小売企業におけるメリット 
 日系小売企業の台湾への参入モードは、为として合弁方式であり、その理由は、外国人
投資条例の改正等の法制度の影響によるところが大きいことは周知の通りである。現在の
上位日系小売業は、すべて商標貸与を含む資本参加および提携により参入している合弁企
業である。 
 日系小売企業の提携先は、表３-２の通りである。業態によって提携先の極端な偏りは見
受けられないが、第１に表中のすべての小売企業が台湾大手地場企業との資本提携であり、
第２に提携先分野はさまざまであるが、提携先が異業種か同業種かに大きく分類できると
いう点に特徴が見られる。 
 
表３-２ 台湾における为な日系小売企業の提携先 
出所：データに関しては、鍾淑玲「台湾市場における小売国際化」向山雅夫・崔相鐵編『小売企業の国際
展開』中央経済社、2009 年 7 月、133 ページおよび一部企業への筆者ヒアリング結果。 
 
順位 店舗名（業態） 提携先 提携先の資本比率 提携先の分野
1 新光三越（百貨店） 新光グループ 55% 保険
泰山グループ 17.5% 食品
光泉グループ 10.25% 牛乳
3 太平洋崇光（百貨店） 遠東グループ 100% 紡績ほか
4 漢神（百貨店） 漢陽建設ほか 95% 建設
5 松青商業（スーパーマーケット） 味全食品グループ 不明 食品
羽田機械 50% 機械
統一超商 16.7% 流通
2 全家便利商店（CVS）
6 大葉高島屋（百貨店）
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 提携先が为として異業種の場合、①食品メーカー、②保険会社、③建設会社、④機械、
⑤紡績ほかに分けられ、また提携先が为として同業種の場合、すなわち百貨店であれば地
場の小売業と資本提携する場合でも、①同業態（例えば百貨店同士）、②別業態（例えば
地場 CVS 運営企業と日系百貨店）の２種類に分類することができる。 
 台湾小売市場参入モードでは、独資（独立資本）で参入する際、合弁と比べて以下のよ
うな問題点（リスクなど）が考えられるので、川端氏の为張の通り(103)、１号店開店まで
の商業施設開発状況、不動産慣行、立地選定などや、商品調達面における流通システムの
態様、中間流通の状況、取引慣行等、日系小売業が勘案し適応しなければならない市場特
性は山積している。そこで、日系小売業にとって台湾大手企業と資本提携することで得ら
れる合弁先タイプ別のメリットは以下の通りである。 
 第１に、食品メーカーとの提携の場合、すなわち日系小売企業にとっての商品調達部分
である商品の仕入先や仕入ルートを確保することは、商品販売面以上に重要な位置付けが
なされており、強力なリテールサポートを含めたマーチャンダイジングにおける優位性獲
得につながっていること。第２に、証券・保険会社や建設業との提携の場合、都市開発の
状況把握のみならず１号店開店の際の店舗立地や選定、商業施設開発のアドバイス、不動
産慣行の理解と適応、何よりも不動産賃貸の場合の優遇、その後のテナントリーシングに
おける優位性獲得が見込まれること。第３に、同業種である流通業との提携の場合、例え
ば百貨店同士の合弁（伊勢丹と大立）では、既存の仕入先との関係構築や仕入ルートの確
保以上に、地場の百貨店の保有する小売ノウハウや消費者購買行動の把握を有利に展開す
ることが可能である点が挙げられる。第４として、百貨店保有をステータスと考える機械
や紡績ほかのグループ企業を傘下におさめる台湾大企業の資本力は、現地での関係性を深
める上では有利に働くと思われる。 
 
３．現地地場企業のメリット 
 逆に台湾地場の大手企業にとっても日系小売業とパートナーを組む理由、すなわち日系
小売業と提携することで得られるメリットがある。異業種の多くは小売ノウハウをもたな
いために短期的に小売業への参入を果たしやすい。以下でまとめてみることにする。 
 それは第１に、食品メーカーの場合、大きく２つのケースが想定される。１つめは、統
一企業を代表とする食品メーカーにとっては、生産した商品の販売先確保を内部化するこ
とで、コントロールしやすい自社のマーケティング・チャネルを構築しようとする思惑と
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一致すること。２つめに、大手グループ企業の異業種への多角化による市場拡大戦略とい
う経営サイドの意思決定と合致している点である。 
 第２として保険会社や建設業の場合は、もちろん投資活動であることには間違いないが、
流通業への事業の多角化であると同時に、百貨店というステータスシンボルの保有という
物的側面のみでは説明が出来ない部分も持ち合わせている。個別企業へのヒアリング調査
でも、地場企業側との合弁の際に、百貨店を保有して経営することが台湾人にとって非常
に名誉であることをうかがった。 
 さらに、第３として同業種同士を为とした提携においては、高度な小売経営技術の移入
が短時間でしかも効率よく可能となり、日本の小売業へのブランド指向が強い台湾消費者
への購買動機付けにより店舗グレードを飛躍的に上昇させる効果がある (104)。また、日本
の先進的で近代的な小売ノウハウを享受することで、販売面における他の競争相手との優
位性を発揮できることや、商品のみならず付随するサービス面の充実を図ることも意図し
ていると考えられる。 
 
 
第３節 日系小売企業の現地参入プロセスの検証 
 
１．パートナーの存在 
 これまでに技術提携による日系百貨店の台湾進出では、東急百貨店（1975 年に永琦百貨
と提携、後に資本参加）、その後、京王百貨店（1984 年に統領百貨・1987 年に明曜百貨と
提携）、西武百貨店（1989 年に中興百貨と提携、後に資本参加）、さらに 1990 年に入り
松屋百貨店（中友百貨と提携）がある。現在は松屋百貨店 (105)を除き、上記のいずれの百
貨店も撤退あるいは技術提携を解消済みである。またスーパーではダイエーが東帝士百貨
へ技術供与することで参入した経緯がある。 
  これらの日系小売企業の事例からすれば、資本参加ではない技術供与（業務提携を含む）
による台湾小売市場への参入は、短期的利潤獲得は別として非常に厳しい結果に直面して
いると言わざるを得ない。かつて、百貨店の三越も新光グループ傘下の新光百貨に対して
技術供与をしていたが、現在は、技術供与ではなく合弁企業の設立により参入することで
経営的にも安定している。唯一の例外として、百貨店の伊勢丹は、合弁による大立伊勢丹
百貨を高雄市に設立して参入していたが、2008 年に撤退している。 
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 一方で、地場企業と合弁会社を設立しての出店ではなく卖独出店としてイオングループ
100％での出店を試みた GMS のジャスコは、2007 年に店舗を閉店、小売事業を精算し撤退
している。台湾に出店した日系食品スーパーの多くで見られるのが、この 100％出資によ
る卖独出店の撤退(106)である。台湾で商品販売を進めるうえで、100％卖独出資による出店
は、合弁による出店と比べて出店前からさまざまなリスクをともなう。小売企業の海外進
出意思決定においてパートナーを見いだし合弁形態を選択するよりも、企業設立時に地場
企業との煩わしい折衝が尐ない 100％卖独出店を選択した小売企業は市場から撤退してい
る。すなわち、出店できたとしても結果的にはチェーン展開をうまくできず、店舗数を増
加させることなく撤退に至っている。これは、小売業の海外進出の第一局面に影響を及ぼ
す市場特性要素である「パートナーの存在」が非常に重要であることを証明している。 
 市場参入形態（市場参入モード）だけではない。上記の技術供与を行っていた撤退済み
の小売企業のほとんどにおいて、台湾現地小売企業への商標貸与は行われていない。日系
小売企業からすれば技術提携は、卖純に人的移動を含む小売技術供与であったり、マーチ
ャンダイジング支援をすることのメリットはあったにせよ、自社ブランド（屋号）を全面
的に台湾消費者へ知らしめたり、資本参加によって小売経営に携わる意味合いをもつ合弁
事業としての商標貸与とは、一線を画している。ここに商標貸与の意義を見いだすことが
でき、日系小売企業であることが、台湾の比較的「親日」である消費者行動へと影響を及
ぼしていると思われる。 
 
２．市場における競合相手の有無 
 台湾小売市場における日系小売企業の参入状況は、総合商品小売業を中心に多様化して
おり、業態内においてもそのプロセスは異なった展開がみられる。それは前節でも触れた
ように、台湾小売企業間における競争関係は、売上高の上位 10 社中６社が外資系小売企業
という「外資上位集中競争構造」の特徴を有しており、台湾の小売近代化や国際化の象徴
となっている。 
 日系百貨店では台湾地場中小百貨店との競争において、規模的優位性や近代的販売手法
などの小売ノウハウ面の優位性を発揮してきたことは事実であろう。その意味では、先見
の目をもって、いち早く先駆的参入を試みてきた各百貨店は、出店行動の第一局面である
進出意思決定時の当該市場における「競合相手の有無」という市場特性に対して、その後
の店舗展開においてうまく市場に適応してきたと言えよう。 
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 日系百貨店で最も早く進出した太平洋崇光は、1986 年に合弁会社を設立し、１号店を翌
年の 1987 年に開店しているが、当時の台湾百貨店は、現存する老舗の台湾地場百貨店であ
る先施百貨（1900 年設立）を筆頭に、遠東百貨（1967 年設立）、欢欢大眾（1972 年設立）、
大統百貨（1982 年設立）、中興百貨（1985 年設立）、明曜百貨（1987 年設立）などの日
系百貨店と比べて平均売場面積も狭く、前近代的な商品の品揃えや陳列などの小売技術も
未発達である中規模百貨店が多かった。その後、1990 年代になって、ようやく太平洋百貨
（1991 年）、中友百貨（1992 年）、誠品（1993 年）、統領百貨（1996 年）、衣蝶百貨（1996
年）、友愛百貨（1997 年）などの地場新興百貨店が開店し、台湾の都市部における百貨店
の乱立が始まった。 
 このような 1980 年代半ばから 1990 年代までの台湾百貨店事情のなかで、日系百貨店は
出店を開始し、競争優位を発揮してきたと考えられる。しかし台湾百貨店の台湾人口規模
に対する店舗数は、2009 年現在で台湾総人口 2,312 万人(107)に対して为要店舗としての 54
店舗（16 社）(108)で計算すると、人口約 43 万人に１店舗となり、仮に表３-３の表中に載
せていない为要百貨店(109)以外の店舗数までをも含めれば、一人当たりの店舗数は過密化
する傾向にある。 
 しかも百貨店の大部分は、北部の台北市（35.2％）と单部の高雄市（18.5％）の大都市
立地であり、その合計した割合は全店舗数の半分以上（53.7％）を占め集中していること
から、今後の多店舗展開によるオーバーストア化の傾向にある日系百貨店間における競争
激化からは逃れられないであろう。 
 次に、量販店では欧米系量販店が上位を占めるなかで、日系 GMS の現地参入は厳しい
条件下にさらされている。そもそもジャスコの場合では、先発小売業のメリットを享受し
切れていなかった点も指摘することができる。それは GMS としてはジャスコは先発企業
であったにもかかわらず、日系百貨店のように競争優位を構築するプロセスに非常に時間
を有している。100％イオン出資の台湾永旺百貨股份有限公司を設立（1995 年）してから
１号店を出店したのが 2003 年である。出店準備に要した年月は８年であり、その間に欧米
外資の量販店に成長の余地を与えてしまった。 
 また、2005 年に２店舗目となる２号店を出店する間、SC 内に出店した１号店を軌道に
乗せるまでに至らず、２号店開店後に１号店を閉店することとなった。これは、さらに規
模の利益による GMS 本来の品揃えおよび価格面における優位性を発揮できないばかりか、
100％独資での卖独参入することで、逆に商品調達を为としたさまざまなリスク負担軽減な
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どの合弁で得られるメリットを享受できなかったと言えるであろう。家楽福（カルフール）
を代表とする強大な欧米量販店が存在している理由からも、今後、日系 GMS の現地参入
から市場適応の可能性は低いとみられる。 
 
表３-３ 台湾における都市別为要百貨店の店舗数（2009 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：網掛けした部分は日系百貨店である。 
出所：流通快訊雑誌社出版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、65 ページから抜粋修正加筆。 
 
 
都市名 店舗名 店舗数 都市別合計 割合
太平洋崇光 4
新光三越 9
遠東百貨 1
大葉高島屋 1
統領百貨 1
明曜百貨 1
欣欣大衆百貨 1
日湖生活百貨 1
太平洋百貨 1
遠東百貨 1
太平洋崇光 3
新光三越 3
遠東百貨 2
統領百貨 1
宜蘭 友愛百貨 1 1 1.9%
太平洋崇光 1
新光三越 1
中友百貨 1
廣三崇光 1
新光三越 1
遠東百貨 1
花蓮 遠東百貨 1 1 1.9%
新光三越 2
遠東百貨 2
FOCUS百貨 1
太平洋崇光 1
新光三越 2
遠東百貨 1
大統集団 4
漢神 1
阪急 1
屏東 太平洋百貨 1 1 1.9%
54 54 100%
高雄市 10 18.5%
合計
嘉義 2 3.7%
台南 5 9.3%
桃園・新竹 9 16.7%
台中 4 7.4%
台北市 19 35.2%
台北縣 2 3.7%
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 ちなみに日系スーパーは、周知の通り、その競合相手が地場食品スーパーばかりではな
い。従来から台湾消費者の台所である生鮮食品を取り扱う業種店、露天商との競争関係に
加えて、欧米系量販店の出店加速による競争激化も大きく影響している。この業態では、
小売競争環境において、近年、合併・買収で店舗数を増加させているスーパーもあること
から、日系スーパーの現地参入の可能性の余地は狭まっている。 
  最後に CVS では、店舗数、売上高、また物流面の基盤整備等、すべてにおいて統一超商
（セブン-イレブン台湾）の独壇場となっている。日系 CVS の全家便利商店（台湾ファミ
リーマート）参入余地は、当然あったわけであるが、世界的に見ても CVS 密度の高い台湾
市場において、新規参入による多店舗展開には限界があるように思われる。しかし、市場
適応の可能性は、日本における事例でも実証されているように、加盟店比率の飛躍的上昇
と独自の商品調達による PB 商品開発、および今後期待される小売サービス分野へのマネ
ジメントの拡張がポイントとなろう。 
 
 
第４節 おわりに 
 
 海外小売市場における小売活動は、当該現地市場の消費者行動や流通システムに規定さ
れる。例えば、日系百貨店の台湾での小売活動は、仕入・販売方法の現地化が基本であり、
消化仕入、年中値引き販売など、現地の消費者へ合わせた仕様が求められる。しかし百貨
店のケースでは消化仕入という取引形態による商品調達部分のリスク負担はメーカーが負
うため、百貨店サイドにとって都合がよいとされる反面、①納入業者からの派遣店員によ
る依存体質、②テナント入れ替え等の店舗管理の困難性という問題を露呈する。 
 一方で、日系 GMS では年中値引き販売は百貨店と同様であるが、仕入パターンは農産
物であれば農家との直取引はほとんど行っていないことや、PB の取扱いに苦慮している点
など、現地適応においても他の業態と比べて課題が比較的多い。特に多店舗展開していな
い初期段階においては、仕入面における規模の経済性が働かないためにコスト増に陥りや
すく、仕入現地化への対応は重要である。 
 CVS の販売面における現地適応部分は、公共料金支払い代行サービス、電子商取引、自
社 PB 開発、独自の物流会社保有など多岐に渡る現地化が行われている。日系 CVS が直面
している店舗差別化の問題は、競合相手とのチェーン展開における品揃え部分と低価格販
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売の実施で生じている。 
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第４章 日系小売企業の組織学習効果 
 
 
第１節 問題提起 
 
 これまでの日系小売企業の海外出店研究において、技術移転の問題はスーパーマーケッ
トの技術移転(110)を除けば、あまり取り上げられてこなかった。つまり製造業の海外進出
研究で数多く取り扱われてきた技術移転の問題は、小売業の海外進出研究ではあまり注目
されていなかったと言える。しかし、1980 年代後半以降に日系小売企業の海外出店が活発
化して、ここ数年ではニュースや新聞等で一般的な事象として取り上げられ (111)、日本人
海外旅行者の多くが実体験として日系小売企業を現地で見たり、実際に買い物をする機会
の飛躍的増加にともない、また小売国際化研究へ関心が研究者の間でも高まるにつれて、
小売技術の移転にも焦点が当てられようになっている。 
 小売技術の移転問題は、基本的には製造業との比較において議論されてきた問題であり、
保有する技術の差異に基づく。それは第１に小売業が製造業とは異なりドメスティック産
業であることから、技術移転に関しては、工業所有権であるライセンス（特許）および実
用新案権などの図面から可視化しやすいハード面の商品を为として製造する立場になかっ
たこと。第２に競争優位性の観点から、製造業の競争優位性が、ある程度、製品の技術力
に左右され先発者優位に沿った模倣されにくい製品開発に基づく一方で、小売業の競争優
位性が为として多店舗展開にあり、可視化しにくいソフト面である複数の商品の仕入や販
売という小売特有の技術そのものが移転しにくいこと。また第３に、为体である小規模零
細店舗が圧倒的に占める小売業では商圏の制約があり、製造業とは異なり小売業が出店先
国や地域の多様性に対処しながら経営してきたことなどが挙げられる。 
 小売業の競争力がその小売技術にあるとすれば、その「業界標準(112)」、例えば日本に
おける小売業における常識とされる店舗様式、マーチャンダイジング、仕入方法、販売方
式などのやり方を、進出先国の業界標準として構築して展開させていく方法がある。実際
にセブン-イレブンは海外出店先の１つである中国北京で、コンビニエンス・ストア（以下
CVS と略称）の業界標準化を、日本の CVS システムを導入することで始めている。本章
では、金（2008）氏にならい、小売技術を大きく「技術依存型小売ノウハウ」と「管理依
存型小売ノウハウ」として捉え(113)、日系小売企業の保有する小売ノウハウが組織学習に
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よって、台湾へと移転した点について理論的に言及していく。 
 また本章では、第３章での議論を受けて、日系小売企業が海外出店する際に採る市場適
応行動における戦略面に着目しながら、その戦略を「組織学習」という用語を用いること
で、小売企業の組織学習効果を論じることにする。そこで、Fiol = Liyles（1985）にならい、
組織学習をよりすぐれた知識や理解を通した行動改善プロセス (114)と捉え、日系百貨店お
よび日系総合スーパー（以下 GMS と略称）、日系 CVS がどのようにして組織学習を行い、
当該市場へ出店を継続させてきたかについて述べる。特に日系小売企業から現地企業へと
移転された小売ノウハウの内容および手法について代表的な研究者のレビューを行い、そ
こから見えてくる小売企業の組織学習を再検討してみたい。 
 なお、本章後半部分は、2004 年から 2007 年にかけて、台湾で小売活動を行っている日
系小売企業数社へ直接出向き、経営者に対して行なったヒアリング調査結果 (115)に基づい
ているが、日系小売企業の市場適応行動を探る上で重要な「業態」についても言及するこ
とにする。 
 
 
第２節 組織学習における知識移転 
 
１．知識の分類 
 組織学習における知識を考える際に、知識をある程度分類する必要がある。ここでの知
識は、言語化が可能な知識を「形式知」と、言語化が不可能な知識を「暗黙知」とするこ
とが可能である。暗黙知とは Polanyi（1966）によれば、人が知り得ていることでありなが
ら言葉にできない知識、すなわち、表現不可能あるいは経験によって習得された言葉にで
きない知識(116)を指す。もう一方の形式知は、言語によって説明や表現が可能な知識とい
うことになる。 
 知識を企業レベルで創造する研究を行った、Nonaka = Takeuchi（1995）(117)の研究では、
欧米企業と比較して日本企業の知識創造では、形式知と暗黙知の相互作用がグループ・レ
ベルで生じ、日本人従業員は直感、比喩的な言語および体験を用いる傾向にあり、暗黙知
を重視する傾向にあると分析している。ここでの暗黙知は、文書、マニュアル、データベ
ース等の形式知とは異なり、言語化や符号化が困難である知識であり、経験から生まれる
「勘（かん）」や「コツ」なども含まれることになる。 
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 知識としての形式知および暗黙知は、Spender（1996）(118)によれば、個人（個人的）お
よび複数の人々（集合的）で保有・活用されることが明らかになっている。複数の人々を
集合的に捉えるのは、組織を意識してのことである。すなわち、企業等の組織における形
式知および暗黙知の共有・活用ということになる。個人および組織で異なる知識が蓄積さ
れる点は興味深いが、より「個」と「集合」による社会的な知識の蓄積を研究したのが、
Brown = Lauder（2000）である。彼らは、集団が生み出す知識を「集合知」として捉え、
共通目標の達成ないし問題解決には「知」の蓄積が必要であるとして、「知」が社会的に
どのように結合されるかによって個人と社会との関係構成が変わることを为張 (119)した。 
 このように知識を分類すると、個人および組織における形式知および暗黙知が存在する
ことがわかるが、本研究では、組織における形式知および暗黙知の移転を組織学習に見い
だしているが、以下では暗黙知の１つである小売ノウハウを取り上げる。 
 
２．小売ノウハウの移転可能性 
 日系小売企業が海外へと出店していく際に、しばしば小売技術の海外移転が取り上げら
れてきた。小売企業が保有する小売技術の移転に関して、本国から進出先国へと「何が」、
「いつ」、「どのように」して移転したかということが研究者間で論じられてきた。その
代表者として挙げられるのが、Kacker（1988）である。彼による業績は、これまでに明確
でなかった小売ノウハウを、与えられた環境において小売企業が採用している事業コンセ
プト、運営政策、技術と定義した上で、小売ノウハウの国際移転の可能性を示唆 (120)した
点である。そして、小売ノウハウの移転手段を「計画的移転」と「非計画的移転」とに大
別している。前者は公式的な移転であり、①海外直接投資、②合併投資、③経営管理契約、
④フランチャイジング、⑤教育・訓練であり、後者は非公式的な移転であり、海外視察や
小売業セミナーを为とした内容(121)である。非公式な移転は、現地企業への視察や見聞か
らの模倣を通じた移転であり、これまでも小売国際化研究では「伝播」として議論されて
きたものである。 
 また彼は、移転対象となる知識を立地選定、店舗レイアウト、商品計画などの技術的次
元と、コンセプト、政策などの管理的次元とに分けているが、しかし、彼の小売ノウハウ
移転研究では、小売技術がスーパーに限られている点や、移転技術を受け入れる国が開発
途上国のみを想定しているところが問題点である。 
 他方で、Goldman（2001）も小売業態を意識しながら小売ノウハウについて言及してい
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る。すなわち、彼は外的要素（提供物）を品揃え、顧客サービス、立地、価格と考え、内
的要素（ノウハウ）として、①小売技術（システム、手法、テクニックなど）、②小売文
化(122)を挙げる。彼の小売業態における为張は、小売ミックスとしての外的要素と、移転
対象となる知識としての内的要素を組み合わせることで展開されている。ここでの小売ノ
ウハウは知識に内包される。 
 また川端（2003）氏は、実地調査から得られた知見をベースに、小売ノウハウ自体が有
する特性に着目して、移転されたノウハウを分類することを試みた(123)。例えば、彼は台
湾における松屋と中友百貨の技術提携に関してヒアリング調査を通じて、表４-１に示すご
とく、松屋から中友百貨へ移転されたノウハウを分類している。 
 
表４-１ 移転可能な小売ノウハウの分類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：川端基夫「アジアへの小売ノウハウ移転に関する考察」『アジア経済』XLIV-3、2003 年３月、41
ページを修正加筆。 
 
 
 それは受入国側の企業が欲する小売ノウハウと、それを小売活動等に応じて分類したも
のであり、①小売ノウハウの外部環境への依存度、②小売ノウハウの可視化度合、によっ
て移転するノウハウが異なることが明らかになっている。つまり、前者では商品供給体制
や消費者特性など現地化が要求され、日本での独自ノウハウが通用しにくいとされる「マ
①店舗イメージ
②店舗デザイン・コンセプト
③環境イメージ計画
④ゾーニング計画
⑤トラフィック計画
⑥インテリア計画
⑦サイン計画
MD関連 ⑧MDの基本構想
⑨営業ノウハウ
⑩販売ノウハウ
⑪販売促進ノウハウ
⑫サービスソフト開発
⑬人事管理ノウハウ
⑭生産性向上活動
⑮福利厚生制度開発
小売活動等に
応じた分類
移転された小売ノウハウ
店舗関連
販売関連
管理関連
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ーチャンダイジング関連」や「販売関連」項目として分類され、これは移転されたノウハ
ウの項目数としては尐なく、逆に外部環境への依存度が低く見られ、日本独自のスタイル
での移転が容易とされる「店舗関連」項目として分類された移転ノウハウ項目数は多く挙
げられている。一方で後者は、可視化しやすい図面や文書を多く含む「店舗関連」に分類
されるノウハウ項目数は多く挙げやすく、「マーチャンダイジング関連」や「販売関連」
項目は、内容の明示が困難であるために挙げられる移転ノウハウ項目数は尐ない。 
 一方で、金（2008）氏も小売ノウハウの類型化を試みており、彼の为張を以下で挙げる
と、「技術依存型小売ノウハウ」は、ペーパーにマニュアル化され図示化されたり、コン
ピュータにプログラム化できる技法であり、機械そのもの、人間と機械の関係に依存する
ノウハウであり、「管理依存型小売ノウハウ」は、比較的マニュアル化やプログラム化が
できない、ほとんどの技法が人間に内在化され、人間と人間の関係に依存するノウハウ(124)
となる。彼によれば、「技術依存型小売ノウハウ」の海外移転可能性は高く、「管理依存
型小売ノウハウ」の海外移転可能性は容易でない(125)と結論づけている。前者は、①ロケ
ーションとその選定、②ストア・レイアウトあるいは雰囲気、③マーケット・コミュニケ
ーション、④チェックアウト・システム、⑤カタログ制作、⑥信用評価、⑦マーキング（値
付け）、⑧プリパッケージである。そして後者は、①小売コンセプトまたはフィロソフィ
ー、②小売政策または戦略、③システム、④コントロールである。 
 それに加えて、彼は移転対象となる小売ノウハウを規定する、①文化構造、②経済過程、
③企業内外諸組織との関係の深浅によって、小売ノウハウの移転難易度が変化することを
モデル化して説明し、そのモデルでは、経営管理方式の海外移転可能性を説明する
「TAKAHASHI モデル(126)」を援用しながら、小売ノウハウの海外移転の可能性について
明確化した（図４-１）。 
 上述の点を踏まえて、小売ノウハウを改めて定義すると、技術的側面を有するノウハウ
と管理的側面を有するノウハウとがある。前者は、形式知を为な内容とする小売ノウハウ
であり、マニュアル化や可視化が可能であり、後者は、暗黙知を内容とするマニュアル化
や可視化が困難かつ不可能な小売ノウハウである。技術的側面を有するノウハウは、デー
タ化が可能であるし、それを蓄積することも可能であり、したがって海外への移転は実現
しやすい。しかし、管理的側面を有するノウハウは、データ化しにくく、それゆえに蓄積
することも容易ではないので、海外移転への可能性は低くなる。 
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図４-１ 金氏の小売ノウハウの海外移転モデル 
          強 
小売ノウハウを規定す 
る決定要因の依存度 
     文化構造 
     経済過程 
   企業内外諸組織 
              弱 
                  可能（適用）   マニュアル化の度合い     不可能（適応） 
      【技術依存型小売ノウハウ】        【管理依存型小売ノウハウ】 
出所：金亨洙『小売企業のグローバル戦略と移転』文眞堂、2008 年、97 ページ。 
 
 
３．知識蓄積の組織学習 
 さらに知識移転に関する考察を進めることにする。個ないし組織における知識蓄積や知
識形成をどのように捉えるかである。Argyris = Schön（1978）は、組織学習という概念を
用いて説明している。彼らによれば、組織学習は「間違いを発見して修正するプロセス」
であると定義(127)している。つまり、組織が組織能力を高めるために、制度、組織構造、
ルーティン、商品などの「組織知」と呼ばれる組織のなかに埋め込まれている知識を増加
させるプロセスのことを組織学習と指している。そして、彼らは「知識蓄積による組織学
習」にも着目し、組織の構成員によって発見されたアイディアなどが、組織運営などのプ
ロセスを経て組織行動や認知体系を変化させるとしている。 
 一方で、Fiol = Lyles（1985）によれば、組織学習はより優れた知識や理解を通じて行動
を改善してゆくプロセスであり、認知的側面における発展（認知的学習）を有する (128)こ
とを为張した。彼らは、認知的学習を、①シングル・ループ（低レベル）学習、②ダブル
・ループ（高レベル）学習の２つの学習に大別している。前者は短期間における反復行動
であり、後者は長期間における組織ルールや規範の改善を意味する。 
 別の側面で、野中（1985）氏は、組織進化の本質を「情報の創造」に求め、新しい情報
獲得を行い、新しく意味づけされた情報を創造することで新しい思考・行動様式と構造が
形成されることを組織の進化である (129)とした。そして、進化する組織は情報を知識化し
Ⅰ：不完全適用プロセス Ⅱ：適応プロセス
Ⅲ：不完全適応プロセスⅣ：適用プロセス
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て学習する組織でなければならない (130)とも为張している。さらに野中氏は、組織学習を
「知識と行動様式の体系（知行体系）を蓄積し、新たな組みかえを行い、改善するといっ
た現象が「学習」であり、組織が卖に個人の学習の集計としてではなく、全体としての知
行体系を蓄積・変革してゆくことを組織学習(131)」と言及している。また企業経営研究を
行っている加護野（1985）氏においては、組織学習とは「日常的な業務活動を通じて、企
業内の技術、ノウハウ、企業独特の発想法や行動様式などの企業内における知識ストック
が蓄積・更新されていくプロセス(132)」を指している。 
 ところで、Argyris = Schön による为張を拡張したのが、Senge（1990）であり、彼は企業
やその他の組織が、急速に変化する世の中に対してどのように適応しているかを研究して
おり、「学習する組織」について、競争優位が個人および組織の継続的学習によって生じ
る(133)と言及した。 
 以上、見てきたような組織学習や「学習する組織」は、Nonaka = Takeuchi（1995）でも
指摘されたような知識創造の性格を有している。しかし個人的な知識獲得が、必ずしも組
織的な知識獲得に直結しないことは自明の通りである。組織における知識獲得においては、
Huber（1991）が組織学習プロセスで得られる知識について類型化している。それは、①先
天的学習、②経験的学習、③代理学習、④人材移入、⑤探索と評価の５つに分類 (134)され
る。なかでも②の経験学習は、組織が直接経験することによって知識を得ることであり、
それと合わせて④の人材移入は、新たな知識を人材を通じて獲得する意味で、組織にとっ
ては重要な学習と考えられる。 
 そこで本研究での組織学習を以下のように定義することにしたい。上述した Fiol = Lyles
（1985）にならい、組織学習とは、ミクロ的にはノウハウ移転の手法を通じて学習された
現地における業務や情報の束が、他の部署や下部組織にも反映され、適応されることで知
識として蓄えられる組織の改善過程である。そしてそれが、他の社員にも波及することで
業務の効率性が増し、相互作用によりさらに蓄積され組織内で密度を増すことで、小売行
動の変革が生じると考える。 
 
４．知識移転の手法とそのパターン 
 前項までの議論を知識獲得の形態としてまとめてみる。形式知ないし暗黙知を知識とし
て本国から進出先国へと移転させるには、知識提供側と知識受入側の関係が明らかにされ
なければならないが、青木均（2008）氏は、知識受入側に焦点を当て、①視察、②教育プ
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ログラム、③マネジメント契約、④フランチャイジング、⑤合弁、⑥合併・買収 (135)を挙
げる。青木氏が指す視察とは、比較的短期間に他の組織の実践を観察したり、ヒアリング
したりすることで知識を獲得することである。一方、教育プログラムは比較的長期にわた
る体系化された教育プログラムであり講義、実習が該当する。これらは公式に行われると
は限らないが、ここでは公式に実施されるケースを想定している。 
 またマネジメント契約は、マネジメントに関する知識パッケージを提供側から受入側へ
と提供させる契約に基づき、長期的にマネジャーなどが派遣され受入側企業の知識獲得へ
とつながり、フランチャイジングは、フランチャイザー（知識提供側）とフランチャイジ
ー（知識受入側）における事業運営に関する契約であり、マニュアル提供や構成員の派遣
を通じて知識提供がなされる(136)。合弁は、複数の企業による共同出資企業の設立である
が、お互いに不足する経営資源を補完することができ、知識の獲得は各企業から供出され
た媒体の相互利用、構成員間の直接的な接触を通して行われ、合併・買収は、資本、知識、
人材などを移転させることで合併・買収側が被合併・買収側の経営に関与する (137)。 
 次に、川端（2003）氏が挙げる小売ノウハウの移転手法を取り上げる。川端氏の分析で
は、台湾の松屋の中友百貨への小売ノウハウ移転は、表４-２の⑤の手法が採用されたとし
ている。具体的には６名の日本人従業員が台湾に駐在した結果、④の短期出張指導はなさ
れなかった。 
 
表４-２ 小売ノウハウの移転手法（川端氏の見解） 
 
 
 
 
出所：川端基夫「アジアへの小売ノウハウ移転に関する考察」『アジア経済』XLIV-3、2003 年３月、43
ページ。 
 
 以上、本節で述べてきたことをまとめると、知識移転のパターンは以下のようになる。
第１に、本国の可視化された販売マニュアルが進出先国の現地にて同じようにマニュアル
として使用されるケースは、「①形式知の卖なる移転」である。第２に、本国ではマニュ
アル化されているが、現地では本国のマニュアル通りに事が運ばない場合に、ある程度現
①移転元企業からのマニュアル購入
②移転元企業への短期派遣研修（出張ベース）
③移転元企業への長期派遣研修（駐在ベース）
④移転元企業からの短期出張指導
⑤移転元企業からの長期駐在指導
⑥移転元企業（もしくは同業者）からの熟練者のスカウト（雇用）
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地でのやり方や方法を組み込まなければ、うまくいかないケースがある。それが「②形式
知の応用」である。第３に、逆に本国でマニュアル化されていない仕入方法や取引慣習、
独特の接客の仕方などを進出先国の現地で活かすケースは、「③暗黙知の移転」であり、
第４に、本国でマニュアル化されていない暗黙知を、ある程度現地でのやり方や方法を組
みながら実践するケースが、「④暗黙知の応用」となる。 
 
 
第３節 業態と知識移転 
 
１．業態における知識移転 
 台湾小売市場においては、政府の規制緩和等による法的整備を契機に、1980 年代後半あ
たりから外資系小売企業の出店が次々に行なわれてきたが、外資の出店が加速した背景に
は、2002 年の台湾の世界貿易機関（WTO）への加盟がある。その後、小売分野における市
場の国際化が一段と注目され、出店過剰や店舗の乱立から生じる業態内における競争激化
に関する報告がなされている。そればかりではない。小売業態間においても、今後ますま
す競争関係は深まるとの懸念もなされている。 
 台湾行政院の産業分類では、「総合商品小売業」として大きくは百貨店、スーパー、量
販店、CVS がある。この各業態において外資系小売企業の出店が行われてきており、過去、
日系小売企業では百貨店、GMS、食品スーパー、CVS において合弁形式および卖独出資（100
％独資）形式での出店が実現されてきた。 
 しかし業態別に分析すると、そこには組織上および店舗展開上に、明らかな違いあるこ
とがわかる。例えば、百貨店業態では日系小売企業の優位性が明確に表われる。店舗数、
販売額ともに香港系百貨店、台湾地場百貨店との差は歴然としている。食品スーパーは上
位に位置付けされる小売企業は台湾地場企業の１社のみであるが、中堅では香港資本なら
びに日系資本が競り合いながら、他方で地場企業が成長しつつある。そして、量販店は欧
米系小売企業の大型チェーン店の展開が有利に進められている。一方で、食品メーカーが
为導して運営する CVS では地場大手企業の圧倒的な資本力および店舗展開が行われてい
る状況において、日系 CVS も加盟店比率を高めながら存在感を増している。 
 このように、外資系小売企業の台湾小売市場への参入は、業態によっても明暗が分かれ
ているのである。表４-３で、为な日系小売企業の台湾出店業態の状況を確認しておくこと
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にする。網掛け部分は出店業態である。日系小売企業の売上高上位企業は、ほとんどが百
貨店で占められている。これは何を意味するのであろうか。 
 
表４-３ 为な日系小売企業の台湾出店業態 
 
 
 
 
 
注：店舗数、売上高は 2010 年４月現在、企業設立年等は筆者企業ヒアリング調査データに基づく。 
出所：流通快訊雑誌社出版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、23～28 ページ、および 66、82、141
ページから抜粋修正加筆。 
 
 
 この現象の解釈には２通りある。１つは、業態レベルにおいて台湾小売市場では百貨店
業態が他の業態を凌駕するほど競争優位を発揮するとの解釈ができる。つまり百貨店業の
成長基盤が存在し、それを受け入れる土壌・風土、国民性などが他の業態のそれよりも勝
っているために百貨店業態が評価されているという解釈である。もう１つは、個別企業レ
ベルで日系小売企業が他の百貨店およびその他別業態の店舗を凌駕するほどのビジネスモ
デルを有しており競争優位を発揮するとの解釈が可能である。すなわち他の百貨店（他の
外資系百貨店および地場台湾資本の百貨店）と、百貨店以外の他の業態店よりも評価を受
けているとの解釈である。 
 この議論は小売国際化研究では、出店戦略と業態移転の問題と関係している。例えば百
貨店を受け入れる社会的基盤や百貨店を運営するだけの商品供給元、商品調達手段などが
なければ、百貨店としての出店戦略を駆使してもうまくはいかないであろう。また業態移
転では百貨店に限らず、本国で独自の競争優位であるハード面（例えば建物そのものや什
器、照明設備など）、ソフト面（仕入・販売方法、商品陳列など小売ノウハウなど）では、
でどちらかと言えば、そのほとんどがソフト面の移転にあろう。 
 小売国際化研究で「業態移転」に焦点を当てている矢作（2007）氏の研究では、現地市
場の特性に応じた店舗規模、立地条件、取扱い商品などの「店舗属性の適応化」について、
順位 店舗名 業態 店舗数 売上高（億元） 企業設立年 出店年
1 新光三越 百貨店 18 658.00 1989年 1991年
2 全家便利商店 CVS 2,450 392.05 1988年 1988年
3 太平洋崇光 百貨店 8 353.00 1986年 1987年
4 漢神 百貨店 1 79.00 1989年 1995年
5 松青商業 SM 82 51.33 1986年 1987年
6 大葉高島屋 百貨店 1 49.84 1992年 1994年
7 統一阪急 百貨店 1 不明 2006年 2007年
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小売業態適応化は不可避の現実である(138)と述べている。そして総合量販店、CVS、専門店
を中心に調査し、大きく３つの業態の現地化を分類(139)した。第１に、本国市場で確立し
た事業モデルを部分的に現地市場に合わせて修正・調整する「標準化のなかの部分適応」
を志向する小売企業であり、イオン（中国市場）、イトーヨーカ堂（中国市場）、カルフ
ール（台湾市場）、トイザらス（日本市場）を挙げている。第２は、基本業態コンセプト
を維持しながら立地条件や取扱い商品などの業態全般や小売業務を支援する商品調達、商
品供給システムで適応化が連続的に生じる「創造的連続適応」を志向する小売企業であり、
セブン-イレブン・ジャパン（日本市場）、イオン（マレーシア市場）が該当する。第３は、
M&A やその他の方法で新たな経営資源を吸収しながら、進出先市場に適合する新規業態
を事業化する「新規業態創造」を志向する小売企業であり、テスコ（アジア市場）を挙げ
ている。 
 矢作氏は、業態の現地化のパターンを３つに絞りはしたものの、イオンの事例から多様
な業態戦略は「意図せざる結果」が招いたものであり、結論的には「業態戦略は参入市場
にしたがう」とし、各小売企業は現地市場特性、初期事業展開の成否から学習していくこ
とを言及している。 
 台湾における日系百貨店の組織学習効果は、意図的に日本人旅行者を対象として出店を
進めてきた、これまでの欧州市場ならびにアジア市場への出店戦略とは異なる結果を招い
ている。すなわち、日本人旅行者を対象としない商品販売であれば現地消費者に合わせた
市場適応が求められるが、ほとんど本国仕様と同様にシステム変更することなく販売を現
地化することができたのである。つまり、小売企業が組織学習を通じてある程度似通った
市場へ参入して販売計画を意図しておきながら、当初とは異なった結果、すなわち現地消
費者に対しての販売様式が本国と同様の販売様式で通用する結果を招いたのである。これ
は沼上（2000）氏によれば、企業の行為が「意図せざる結果」として、自然と間接性が経
営戦略現象に見られた(140)例であり、彼は、間接性が生み出されるメカニズムの１つとし
て行為为体が組織内であり、生成メカニズムが組織メンバーの学習・知識創造に基づくも
のとして経営資源を認識して挙げている。 
 本国特有の条件の下で培った「小売企業が保有する他社と比較した客観的な競争優位」
に基づいて構築された業態（フォーミュラ）にて出店するケースがほとんどであるが、そ
の優位性を進出先国で発揮できるか否かは未知である。程度差はあるものの、百貨店の場
合は、現地適応部分は他の業態に比べて尐ないと思われる。しかし、第２章で述べた、先
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行研究が示唆している「飛び地市場」の場合は、ほとんど本国百貨店の業態展開が通用す
るということで、その競争優位を発揮できる可能性は高い。ただし、川端（2005）氏の研
究が示唆しているように、百貨店の購買を左右する高額所得者の推移や富裕層の消費スタ
イルの変化を無視した経営方法は現地では受け入れられないであろう。 
 
２．参入形態による差異 
 業態多様化が進むなかで外資の市場参入形態（市場参入モード）は、①合弁方式、②フ
ランチャイジング、そして、③企業買収が代表的である。この点に関しては、参入モード
が、市場参入後、どのように当該小売企業の進退に影響を与えたかを論じる際、重要なポ
イントとなる。台湾小売市場においては、業態によって参入モードが固定化しつつあり、
それは百貨店、量販店、スーパーで合弁方式が为流となっている。ただし、市場参入後、
経営が安定せず、企業買収が比較的多く行なわれている量販店やスーパー業態では、他社
ブランドの獲得により別の地理的遠隔地への参入が行なわれるケースも考えられよう。そ
の意味では、①初期出店が合弁、②店舗拡大ないしチェーンストア化プロセスで企業買収
パターンとなる。一方 CVS では、合弁形式とフランチャイジングによる参入ケースが認め
られるが、その選択は投資企業によって異なると思われる。例えば、地場企業の海外ブラ
ンド販売は、エリアフランチャイズ契約によることで独占販売効果を期待することができ
る。その事例として上述した通り、台湾では統一超商のセブン-イレブン、豊群グループの
富群超商のサークル K が該当する。また海外の CVS が出店する場合は、やはり独立資本
か、全家便利商店（台湾ファミリーマート）のように合弁形式による出店が多い。 
 以下、日系百貨店と日系 GMS の出店パターンをヒアリング調査に基づき述べると、出
店時期が最も早い太平洋崇光から後発の漢神までの日系百貨店５社と日系 GMS であるイ
オンでは大きく異なる。売上高では、新光三越と太平洋崇光の両日系百貨店は 1980 年代後
半に合弁会社を設立して台湾へ進出し多店舗展開を行なっているが、両社と比べて後発と
なる大立伊勢丹、大葉高島屋、漢神は同じように地場企業との合弁会社を設立して以来、
現在も卖店舗での経営を行なっている。台湾進出当初、技術指導を行なっていたのが漢神
であり、地場企業との企業間関係は、むしろ最初に進出したそごうよりも長い。他方、い
わば後発組として GMS 業態として参入を果たしたイオンは、イオングループ 100％出資に
て１号店を 2003 年に SC の核店舗として開店、その後２店舗を保有して店舗展開を試みた
後に市場から撤退(141)している。 
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 日系百貨店は、業務提携を除くとほとんどが合弁方式による出店であるが、合弁会社を
設立してその後に撤退している例もある。その代表例として東急百貨店、大立伊勢丹を挙
げることができるが、この２社とも出店・撤退プロセスは異なる。２社の大きな相違点は、
東急百貨が技術提携後に合弁化に踏み切り、その後撤退の道を歩んだのに対して、大立伊
勢丹は初めから合弁会社を立ち上げて市場参入した後に撤退している点である。いずれも
撤退要因は直接ヒアリングできたわけではないが、伊勢丹に関しては中国へ出店シフトが
ある。唯一多国籍化している伊勢丹は、1993 年に中国へ出店して以来、海外出店に関して
最も積極的な百貨店の１つとなっている。 
 2005 年に２号店を出店して、その後２年で市場から撤退しているイオンは、１号店から
２号店の多店舗展開がスムーズに進まなかった。つまり、２号店を出店してすぐに１号店
を閉店した。この結果は、店舗選定が当初の予定より進まなかった点と、出店した SC の
マネジメント不足に起因する。端的に言えば、前者はイオンが合弁ではなく 100％独資で
市場参入して、地場企業との関係を思うように構築できなかったため、出店用地の選定か
ら賃貸借の交渉に時間を有したのである。 
 このように市場参入のパターンが定式化する一方で、日系小売企業の撤退行動は未だに
不明な部分が多いと言わざるを得ない。その理由は、各小売企業の経営状況の詳細は、ア
ニュアルレポートや Web サイト上における投資情報（IR）などで一般的に公開されている
情報以外は入手しにくく、特に海外出店している合弁会社等の情報は、業績不振の原因も
多岐に渡り、非公開の部分が多いからである。 
 
 
第４節 立地戦略と販売現地化 
 
１．商業立地の論理 
 小売企業の立地は地理的にかなり制約を受ける。国際展開していることに限らず小売企
業の多くは、百貨店では都市中心部、スーパーでは中心部から郊外部、住宅地に隣接する
立地、そして CVS もスーパーと同様の立地である。小売企業のグローバル化は、メーカー
のそれとは異なり、現実的な問題として消費者に近い立地であり、それが小売立地の議論
の前提となっている。すなわち外資系小売企業にとっては、台湾のどの都市に、そしてど
の場所に出店行動を行うかが重要とされる。 
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 日系百貨店をみると、新光三越は台北市中心である台北駅に面する立地、そして副都心
にあたる信義地区を中心に多店舗展開している。太平洋崇光も台北市では大通中心部にも
店舗を有している。漢神も台湾第二の都市である高雄市中心部に立地している。ただ大葉
高島屋は台北市北部に位置する高級住宅街側において卖店舗出店して現在に至っている。 
 基本的に日本における百貨店と GMS の立地は競合しない。その傾向は台湾でも同様で
あるが、いわば中心部立地か郊外部立地かという選択は、店舗スタイルや販売方法、価格
設定などさまざまな要素が重なり合って小売企業の経営スタイルや特徴として表われてく
る。イオンの台湾出店の場合も、日本における出店スタイルを変えずに郊外部立地を選択
した。その結果は上述した通りである。 
 一方で CVS の展開はかなり柔軟的である。台湾では CVS 密度は日本を凌ぐと言われて
いるように、商業ビル内、郊外ロードサイド、夜市周辺の雑居ビル内、商店街以外にもか
なり居住地域に隣接した立地にあり、地域密着度も非常に高い。また品揃えは当然、最寄
品を多く扱うが、公共料金の支払代行やチケット販売など日本以上に、サービス面の販売
において小売機能が高度化している。 
 
２．仕入と販売の現地化 
 日系百貨店の台湾での行動は、日本における百貨店行動ではほとんど見られない年中値
引き販売を行っている。この部分だけに焦点を絞れば、販売方法の現地化であり、日本で
のケースとは異なる。仕入れ業務はテナントに任せていることから、当然商品売れ残りの
リスクもテナント側の責任となるが、台湾ではフロアマネジャーを通して取扱商品の指示
や商品入れ替え時期の設定等にも一部関与している。取引の形態は消化仕入となっており、
当然商品の所有権はテナントである納入業者が所有している。したがって返品も実施され
ている(142)。ただし、百貨店側は店舗管理という意味では、契約に基づくテナントの入れ
替え行なっている。時には百貨店の意向にそぐわない場合は、品揃えに関しても介入する
場合があるとされる。 
 しかし、仕入れ形態が消化仕入という百貨店独自の仕組みは、①納入業者からの派遣店
員依存体質、②店舗管理の困難性という問題を有するが、それは、百貨店にとっての商品
売れ残りリスク負担の軽減、卸売システムが日本と比べて脆弱な台湾市場における商品の
品揃え確保といった、ある意味で理にかなったものである。それは、まさに日本で学んだ
百貨店の組織学習効果が表われていると考えられる。 
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 一方で、日系 GMS の仕入方法は、①コンテナで日本から輸入、②台湾の代理商を通す
ケースの２パターンであるが、現地メーカーや農産物であれば農家との直取引はほとんど
行なっていないとのことである。値引き販売は百貨店と同様に、祭事や販売促進としての
催し物の開催時期に行うと同時に、商品によっては年中割引して販売が行われている。ま
た百貨店ではほとんど扱うことがない PB 商品を取り扱う GMS では、PB の扱いを得意と
する日本本社の商品開発組織の役割が非常に大きいと思われる。 
 ただし、台湾における PB 商品投入の基礎的条件として考えられる以下の項目は、現地
化と関連して重要であろう。第１に、小売企業のストアブランドの忠誠度（信用性）が高
いこと。第２に、PB 商品開発ノウハウが従来から培われており、かつ PB 育成が丹念であ
ること。第３に、商品の企画力と販売促進力の高さにより PB である程度の収益が見込め
ること。第４としての消費者意識という大きな問題（逆に NB 志向が弱い）がある。 
 しかし、台湾イオンでは、現地で PB を調達するまでに店舗数拡大に至らず、実際には
日本から輸入している現実があった。つまり規模の利益を享受することができなかったと
言える。この点は、今後中国大陸への出店に活かされることと推察できる。 
 台湾の CVS は店舗の売場面積が日本のそれと比べて小さい。その理由から取り扱い商品
のアイテム数も、日本の CVS よりも尐なく平均して 1000～2000 アイテムである。台湾フ
ァミリーマートが目指した、日本と同じ CVS 環境は、商品調達面および物流面で、かなり
整備されてきた。例えば、パンや弁当の自社専門会社による供給体制の構築や配送センタ
ーとしての機能を有する自社物流会社の設立を積極的に行ってきた。2010 年現在では、雑
誌専門の物流会社をも設立するに至っている。さらに PB 商品の開発も日本と同じような
プロセスにて行っているのである。 
 
３．優位性の発揮と学習効果 
 日系百貨店と上位進出をめざす欧米大型量販店とを比較すると、欧米大型量販店の顧客
が一般消費者とはいえ、大口購入者（卸売業者、飲食業者など）を含むことや、会員制を
採用（ただし一般客も入店可能の店舗もある）していることに対して、日系小売企業は日
本のスタイルを忠実に再現して商品販売を行っている。別の表現を用いれば、店舗設定や
品揃え以外にも顧客サービスが欧米系大型量販店と異なる点ということになる。特に日系
百貨店では、同業態である地場百貨店、香港系百貨店と競争関係にあると考えられるが、
日本におけるスタイルを踏襲しつつ、高級感を全面的に为張したり、きめ細かなサービス
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を付加させたりすることで、競争優位戦略、いわゆる「日式戦略」が台湾消費者の購買意
欲を注ぎ、顧客獲得につながり、組織学習の効果であったと思われる。 
 台湾の消費者は台湾の経済発展および所得水準の上昇とともに、先発小売企業である日
系百貨店において買物することをある意味でステータスと感じている。百貨店はただ買物
のみをする場所だけではなく、その空間で行われているエンターテイメントを楽しんだり、
流行の最先端を実感できたり、アミューズメント施設として際限ない消費者の欲求を満足
させる空間を演出している。 
 一方で、後発小売企業である日系 GMS のイオンでは、出店時より明確な現地パートナ
ーとの関係構築は思うように進んでいなかった。それは店舗用地の買収から始まり、商品
調達先の決定や仕入面の交渉、そして店頭までに商品が届く物流過程など多岐に渡ってい
る。他国へ参入する際と比べても、日系 GMS というプライオリティは、尐なからず「親
日」である台湾市場ではあったように思われる。しかしながら、台湾小売市場では、先発
者である日系百貨店と比較対象にされるだけでなく、日系 GMS としての優位性を販売面
で具現化できない部分が生じていたり、日系というだけでは満足しない台湾消費者の購買
行動を惹きつけるだけの魅力を持ち得なかったことが考えられる。また経営現地化という
視点からすれば、台湾の小売環境に完全に適応できず、小売ビジネスモデルの構築までい
たらなかったということになる。 
 これらを総合的に判断すれば、イオンの台湾における組織学習効果は、ほとんどなかっ
たという結論が導かれそうであるが、そうではない。小売組織が市場適応するためには、
川端（2006）氏が言及しているように、母市場で構築された利潤の上げる仕組み、すなわ
ち自社の得意とする小売ビジネスモデルが異なる「市場の脈略（コンテキスト）」におい
て機能するか否かを確かめて、戦略を駆使しなければならない(143)。イオンの場合は１号
店出店（2003 年）から４年、２号店を開店（2005 年）させてから実に２年で撤退（2007
年）を意思決定している。イオンの参入後のプロセスは、１号店出店、その後に２号店出
店（１号店と２号店が存在）、１号店閉店（２号店のみになる）、２号店閉店ということ
になる。この間１号店と２号店が同時に存在していた期間は、ほんのごく短期間である。
閉店・撤退は計画的であったと考えられる。しかし、結果的に２号店を撤退させる戦略は、
中国への出店シフトの影響が多分にあろう。 
 CVS はどうであろうか。Sternquist（1997）は、小売企業は異質な市場環境において、何
らかの学習を行い、新たな経営資源を獲得しながら、その学習効果を市場に反映し、国際
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化推進の原動力とすることを述べている(144)。 
 実は日本の CVS のなかで、最も多国籍化が進んでいるのがファミリーマートである。FC
戦略において、経営資源を獲得しながら国際的展開を試みることに最も積極的な小売企業
である。海外事業は台湾だけではないが、尐なくとも店舗数を国内において増加させてき
た部分は評価できよう。 
 小売業は製造業とは異なり、立地産業として現地消費者への販売を为としており、当該
市場における流通システムへの理解や複雑な商慣行および現地消費者行動の掌握等、様々
な障害が多大であることに基づく。 
 台湾小売市場においては、小売業が店舗数においても販売額においても増加の一途をた
どっているわけではなく、ミクロ的には店舗数減尐、企業買収や合併、外資では現地から
の撤退も散見されるのである。さらには日本における経済的状況とも関連があり、現在の
ところ台湾小売市場へ出店する小売企業は限定的である。 
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第５章 台湾の小売構造と小売国際環境 
 
 
第１節 問題提起 
 
 台湾小売市場は、近年台湾の国際化・情報化の飛躍的進展、消費者のライフスタイル・
価値観の多様化にともない急速な変容を遂げている。その大きな流れは、1980 年代後半以
降、台湾政府の外需拡大から内需拡大への政策シフトにあり、産業構造の変化をともない
ながら、台湾小売市場では、外資系小売企業のなかでも欧米資本や日本資本の参入が顕著
になると同時に、百貨店や専門店を中心とした地場小売業に展開がみられた。1986～89 年
にかけての台湾政府の大きな政策転換 (145)は、台湾流通業、とりわけ台湾小売業を取り巻
く環境に対して大きな影響を与えており、台湾独自の特殊な小売構造を形成する要因と考
えられる。 
 本章で取り上げる論点は、第１に、近代的小売業である総合商品小売業および低成長で
近代化に迫られている伝統的な業種店、そして、前近代的露天商（屋台）が同時並存環境
に置かれていながら、ある一定の成長を持続達成しているところである。本章で指す総合
商品小売業とは、为に大型店としての百貨店および大型量販店に加えて、食品を为として
取り扱う小型食品スーパー（以下 SM と略称）、そして多店舗展開により売上を伸ばして
いるコンビニエンス・ストア（以下 CVS と略称）である。一方で前近代的な露天商は屋台
業であり、ここ最近５年ごとに行われている事業所数、従業者数、販売額等の台湾政府为
導調査（攤販経営概況調査）で明らかにされている以外、その実態があまり把握されてい
ない零細小売業である。 
 第２に、上述に加えて台湾小売構造を複雑にしているのが、急激な台湾小売市場の国際
化である。その背景には、台湾政府の流通分野における規制緩和および 2002 年の WTO（世
界貿易機関）加盟による、1980 年代後半から本格的に市場参入を実現している日系百貨店
や欧米系大型量販店の多店舗展開である。 
 さて、曾（1995）氏も指摘しているように、1990 年代以降、複雑になっている台湾小売
構造(146)は、近年、急激に展開されている台湾小売市場の国際化と非常に密接な関係をも
っていると考えられている。本章では、台湾小売構造を複雑にしていると思われる日系小
売企業を含む外資系小売企業の進展を鑑みながら、第１に大型店舗を中心とした総合商品
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小売業の成長と展開、第２に零細店舗としての屋台の存立根拠の各視点から台湾小売構造
を捉えて解明していくことにする。 
 まずはじめに、前半部分の第２節および第３節では、台湾当局および民間企業データに
基づき台湾商業の規模構造分析を行ない、各業種および各業態別にその動向や現状を述べ
ていく。そして、後半部分である第４節では、台湾小売市場の国際化を踏まえながら台湾
小売構造の本質解明を試みることにする。 
 
 
第２節 台湾における商業構造 
 
１．業種別規模の推移と特徴 
 台湾の産業分類（中華民国行業標準分類）における为な商業の位置付けを確認すること
にする。台湾行政院为計処(147)によれば、「批発及零售業」、つまり卸売業および小売業
は大類 F に属しており、中類に卸売業（44～45 批発業）と小売業（46～48 零售業）とに
分けられている。 
 まず、ここ最近の台湾商業を把握するために、当局の「工商及服務業企業単位経営概況-
按小行業別分」2001 年および 2006 年のデータから、①事業所数、②従業者数、③販売額を
指標として比較しながら業種の数的分析を行うことにする（表５-１および表５-２）。2001
年と 2006 年とでは、卸売業および小売業の業種別分類が若干異なっていることに注意を払
う必要があるが、2006 年現在、卸売業と小売業における事業所数は 490,184 であり、従業
者数は 1,877,052 人、販売額は 11,586,834,041 千元となっている。卸売業の業種別構成比
を見てみると、事業所数では「機械器具卸売業（19.8％）」、「建材卸売業（17.1％）」、
「食料・飲料およびたばこ製品卸売業（13.7％）」、従業者数でも同じく「機械器具卸売
業（24.4％）」、「建材卸売業（14.3％）」、「食料・飲料およびたばこ製品卸売業（11.1
％）」が上位に位置するが、販売額では「機械器具卸売業（35.1％）」が２位以下の「家
庭器具および用品卸売業（9.7％）」、「建材卸売業（9.3％）」を大幅に上回るところで
ある。 
 一方で、小売業の業種別構成比は、事業所数では「食料・飲料およびたばこ製品小売業
（27.4％）」、「家庭器具および用品小売業（14.4％）」、「布・衣・服飾品小売業（12.6
％）」の順に、また従業者数では「総合商品小売業（20.0％）」、「食料・飲料およびた
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ばこ製品小売業（18.6％）」、「家庭器具および用品小売業（12.2％）」の順に多くなっ
ている。販売額は、「総合商品小売業（20.0％）」、「自動車および部品・用品小売業（14.6
％）」、「家庭器具および用品小売業（12.2％）」の順で高くなっている。 
 
表５-１ 台湾商業の業種構造（2001 年） 
出 所 ： 台 湾 行 政 院 为 計 処 「 工 商 及 服 務 業 企 業 卖 位 経 営 概 況 - 按 小 行 業 分 別 」
（http://www.dgbas.gov.tw/public/Attachment/542511212371.pdf）より作成。  
 
実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比
438,238 1,803,945 7,995,693,343
158,148 100.0% 998,673 100.0% 5,435,095,086 100.0%
8,680 5.5% 32,687 3.3% 172,504,004 3.2%
9,927 6.3% 62,679 6.3% 364,372,558 6.7%
15,090 9.5% 109,685 11.0% 490,770,861 9.0%
18,357 11.6% 105,463 10.6% 511,505,203 9.4%
5,573 3.5% 41,989 4.2% 182,105,885 3.4%
8,049 5.1% 51,317 5.1% 222,592,635 4.1%
810 0.5% 5,215 0.5% 21,198,173 0.4%
497 0.3% 3,022 0.3% 20,529,631 0.4%
27,247 17.2% 128,567 12.9% 515,500,804 9.5%
12,234 7.7% 63,252 6.3% 329,077,803 6.1%
830 0.5% 5,770 0.6% 40,801,780 0.8%
30,540 19.3% 233,546 23.4% 1,595,737,701 29.4%
4,120 2.6% 37,682 3.8% 352,900,130 6.5%
10,788 6.8% 87,342 8.7% 506,545,181 9.3%
848 0.5% 9,466 0.9% 27,191,158 0.5%
4,558 2.9% 20,991 2.1% 81,761,579 1.5%
280,090 100.0% 805,272 100.0% 2,560,598,257 100.0%
39,695 14.2% 67,070 8.3% 122,462,870 4.8%
59,709 21.3% 112,767 14.0% 195,408,681 7.6%
30,128 10.8% 80,859 10.0% 189,543,925 7.4%
44,369 15.8% 123,722 15.4% 331,317,444 12.9%
21,467 7.7% 46,747 5.8% 91,487,347 3.6%
16,375 5.8% 45,810 5.7% 108,609,696 4.2%
5,347 1.9% 13,459 1.7% 31,934,062 1.2%
4,887 1.7% 12,140 1.5% 28,268,721 1.1%
4,722 1.7% 11,713 1.5% 28,054,020 1.1%
5,474 2.0% 44,215 5.5% 167,292,471 6.5%
4,531 1.6% 24,762 3.1% 93,658,593 3.7%
19,060 6.8% 85,283 10.6% 441,618,524 17.2%
9,231 3.3% 99,855 12.4% 620,382,967 24.2%
14,584 5.2% 28,443 3.5% 61,846,990 2.4%
511 0.2% 8,427 1.0% 48,711,946 1.9%
その他小売業
無店舗小売業
首飾および貴金属小売業
建材小売業
燃料小売業
機械器具小売業
自動車および部品・用品小売業
総合商品小売業
食品雑貨小売業
布・衣・服飾品小売業
家庭電器・設備および用品小売業
薬品・化粧品および衛生用品小売業
文教・育楽用品小売業
時計・眼鏡小売業
自動車および部品・用品卸売業
総合商品卸売業
商品ブローカー業
その他卸売業
小売業
農・畜・水産品小売業
時計・眼鏡卸売業
首飾および貴金属卸売業
建材卸売業
化学原料および製品卸売業
燃料卸売業
機械器具卸売業
農・畜・水産品卸売業
食品雑貨卸売業
布・衣・服飾品卸売業
家庭電器・設備および用品卸売業
薬品・化粧品および衛生用品卸売業
文教・育楽用品卸売業
分類（大類・中類・小類） 事業所数 従業者数(人) 販売額(千元)
卸売および小売業
卸売業
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表５-２ 台湾商業の業種構造（2006 年）  
出所：台湾行政院为計処「工商及服務業企業卖位経営概況-按小行業分別」
（http://www.dgbas.gov.tw/public/Attachment/85131120171.pdf）より作成。 
 
 
 表５-３から顕著に見出される特徴の第１点目は、ここ５年間で事業所数においては卸売
業、小売業ともに増加傾向にあるが、卸売業においては、その増加率が 26.7％と著しく、
さらに小売業では、特に総合商品小売業が３倍以上の増加を示している点である。そして
卸売業の 200,320 事業所数に対する小売業の 289,864 事業所数は、日本の卸売業事業所数
と小売業事業所数との比率と比べてみても尐ないといえる。 
実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比
490,184 1,877,052 11,586,834,041
200,320 100.0% 1,030,124 100.0% 8,533,647,465 100.0%
2,547 1.3% 12,000 1.2% 72,095,802 0.8%
5,894 2.9% 48,871 4.7% 606,868,077 7.1%
2,837 1.4% 10,661 1.0% 93,356,824 1.1%
27,537 13.7% 114,258 11.1% 738,346,479 8.7%
17,628 8.8% 98,908 9.6% 677,035,101 7.9%
21,580 10.8% 106,343 10.3% 824,130,194 9.7%
9,153 4.6% 55,014 5.3% 305,766,630 3.6%
9,312 4.6% 49,842 4.8% 292,784,771 3.4%
34,228 17.1% 147,539 14.3% 789,446,142 9.3%
12,380 6.2% 53,407 5.2% 386,623,426 4.5%
1,278 0.6% 6,075 0.6% 71,070,258 0.8%
39,613 19.8% 251,396 24.4% 2,998,435,574 35.1%
8,497 4.2% 43,702 4.2% 484,571,197 5.7%
7,836 3.9% 32,108 3.1% 193,116,990 2.3%
289,864 100.0% 846,928 100.0% 3,053,186,576 100.0%
30,200 10.4% 169,700 20.0% 856,493,361 28.1%
79,471 27.4% 157,209 18.6% 312,188,728 10.2%
36,389 12.6% 94,754 11.2% 268,350,883 8.8%
41,693 14.4% 103,665 12.2% 323,314,971 10.6%
24,116 8.3% 56,933 6.7% 141,520,531 4.6%
14,280 4.9% 38,966 4.6% 108,457,193 3.6%
5,718 2.0% 14,723 1.7% 43,255,183 1.4%
5,066 1.7% 40,720 4.8% 248,529,651 8.1%
10,580 3.6% 42,934 5.1% 164,263,763 5.4%
18,509 6.4% 77,987 9.2% 445,019,960 14.6%
20,671 7.1% 36,531 4.3% 60,382,215 2.0%
3,171 1.1% 12,806 1.5% 81,410,137 2.7%
分類（大類・中類・小類）
事業所数 従業者数(人) 販売額(千元)
卸売および小売業
卸売業
商品ブローカー業
総合商品卸売業
農産原料および活動物卸売業
食品・飲料およびたばこ製品卸売業
布・衣・服飾品卸売業
家庭器具および用品卸売業
薬品および化粧品卸売業
文教・育楽用品卸売業
建材卸売業
化学原料および製品卸売業
燃料卸売業
機械器具卸売業
自動車および部品・用品卸売業
その他専売卸売業
小売業
総合商品小売業
食品・飲料およびたばこ製品小売業
布・衣・服飾品小売業
自動車および部品・用品小売業
その他専売小売業
その他無店舗小売業
家庭器具および用品小売業
薬品および化粧品小売業
文教・育楽用品小売業
建材小売業
燃料小売業
資信および通信設備小売業
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2001年 2006年 増加率(%)
7,995,693,343(100%) 11,586,834,041(100%) 44.9
5,435,095,086(68.0%) 8,533,647,465(73.6%) 57.0
2,560,598,257(32.0%) 3,053,186,576(26.4%) 19.2
620,382,967(24.2%) 856,493,361(28.1%) 38.1
販売額(千元)
 第２点目は、2001 年から 2006 年にかけては卸売業、小売業ともに事業所数、従業者数
ともに増加傾向にあるが、従業者数については、小売業の方が卸売業と比べて伸び率は高
くなっている。しかしここでは、小売業が事業所数では卸売業と比較して多いのにもかか
わらず、従業者数では卸売業が小売業を上回ることに着目したい。卸売業と小売業の卖純
な数的比較だけでは確定できないが、このデータが示している点について、一般的に考え
られる理由は、卸売業における一事業所あたりの従事者が比較的多く、一事業所における
販売額が大きいということである。 
 
表５-３ 台湾商業における規模構造の変化 
 
 
 
 
 
注：表中の増加率(%)は 2006 年の対 2001 年比である。また表中「総合商品小売業」におけるカッコ内割
合は「小売業」に占める構成比である。 
出所：台湾行政院为計処、前掲データより作成。 
 
 
 そして第３点目に、卸売業と小売業とで最も大きな差となって現れている販売額に特徴
がみられる。小売業の販売額の増加率は、①卸売業のそれと比べて顕著ではなく、また②
小売業と卸売業の販売額を比較すると 2.8 倍近く開きがある。特に後者については、W/R
比率と呼ばれる卸売業の売上高（販売額）を小売業の売上高（販売額）で除した数値が、
高ければ高いほど卸売多段階性が認められるとして、日本ではこれまでに幾度となく議論
されてきた。しかし日本のケースでは、田村氏も指摘しているように、卸売販売額のなか
には産業用・業務用使用者への販売額、同じ企業内の本支店間取引、さらには輸出も含ま
2001年 2006年 増加率(%) 2001年 2006年 増加率(%)
卸売および小売業 438,238(100%) 490,184(100%) 11.9 1,803,945(100%) 1,877,052(100%) 4.1
卸売業 158,148(36.1%) 200,320(40.9%) 26.7 998,673(55.4%) 1,030,124(54.9%) 3.1
小売業 280,090(63.9%) 289,864(59.1%) 3.5 805,272(44.6%) 846,928(45.1%) 5.2
総合商品小売業 9,231(3.3%) 30,200(10.9%) 227.2 99,855(12.4%) 169,700(20.0%) 69.9
分類（大類・中類・小類）
事業所数 従業者数(人)
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れるために、一国の卸売多段階性を正当に評価しえない (148)として、一国の卸売業の定義
や産業構造にも影響されることが指摘されてきた。 
 台湾のケースはどうであろうか。卖純に 2001 年と 2006 年を比較してみることにすると、
2001 年の卸売業の販売額は 5,435,095,086 千元、小売業の販売額は 2,560,598,257 千元で
あり、これより W/R 比率を求めると約 2.12 となる。他方、2006 年の卸売業の販売額を見
てみると 8,533,647,465 千元、小売業の販売額は 3,053,186,576 千元である。同様にこの
数値より W/R 比率を求めると約 2.79 となる。この結果から 2006 年は 2001 年よりも、約
0.68 ポイントさらに W/R 比率が高くなっており、卸売業の販売額が、小売業のそれより
も増加していることがより明白となる。このデータの意味は、さきほど確認した表５-１お
よび表５-２について詳細に眺めることでも見えてくる。 
 2006 年のデータでは、台湾卸売業の業種別販売額が最も大きな業種は「機械器具卸売業」
であり、その額は 2,998,435,574 千元と、上述した卸売業合計 8,533,647,465 千元の 35.1
％を占め極めて突出した数値となっている。しかも増加率も 2001 年と比べてプラス 87.9
％を達成しており、台湾の卸売業を支える業種となっていることがわかる。この「機械器
具卸売業」の数値がその他の業種と比べて桁違いに高くなっているのは、台湾の貿易構造
にその要因があると考えられる。それは、2006 年のデータでは台湾小売業における業種別
販売額の分類改訂が行われ、その都合で上がってこないが、2001 年のデータに目を移すと
明らかである。2001 年の「機械器具小売業」の販売額は、業種では「総合商品小売業」、
「自動車および部品・用品小売業」以下に続いて第９位に位置し、その数値は 93,658,593
千元となっており、卸売業の業種別販売額の「機械器具卸売業」データの 1,595,737,701
千元と比べても桁違いに低い。 
 以上の点から、「機械器具」の卸売販売額が異常に高い数値を示しているのは、卸売販
売額が複数箇所の多段階で計上されているか、もしくは輸出金額として計上されているか
のどちらかであると類推される。 
 
２．業種店から業態店への転換 
 ここ数年、台湾では総合商品小売業に注目が集まっている。それはデータからもうかが
える。そこで、台湾小売業における業種別販売額について詳細部分に目を移すと、2006 年
の小売業販売額は 3,053,186,576 千元であり、12 業種のうち最も高い数値を計上している
のは「総合商品小売業（856,493,361 千元）」ということがわかる。以下「自動車および
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部品・用品小売業（445,019,960 千元）」、「家庭器具および用品小売業（323,314,971
千元）」、「食料・飲料およびたばこ製品小売業（312,188,728 千元）」が続き、上位を
占めている。ここで着実に売上高を伸ばしてきた業種の「薬品および化粧品（141,520,531
千元）」を加えた業種を挙げれば、これらの業種は、いずれも台湾消費者の家庭生活を支
えている必需品を取り扱う業種に該当する。 
 最上位に位置する総合商品小売業（475 総合商品零售業）は、台湾行政院为計処の分類
にしたがえば、小分類に属するが、さらに細類として百貨公司業（細類 4751）、超級市場業（細
類 4752）、連鎖式便利商店業（細類 4753）、零售式量販業（細類 4754）、その他総合商
品零售業（細類 4759）として分類がなされている。以下本章では、台湾経済部統計処の調
査(149)に基づき、便宜上台湾の小売業態を大きくは、百貨店（百貨公司）、SM（超級市場）、
CVS（連鎖式便利商店）、量販店（零售式量販店）として表現することにしたい。 
 
表５-４ 台湾総合商品小売業および小売業態別売上高の推移 
注：各年における「増加率」は対前年比(%)であり、業態別シェアは 2008 年の比率である。また販売額の
卖位は「百万元」である。 
出所：台湾経済部統計処編『批発零售及餐飲業動態調査統計年報（各年）』に基づいて作成。 
 
 
 続いて「台湾総合商品小売業および小売業態別売上高の推移」（表５-４）を見てみる。
まず 2008 年の売上高は、百貨店が 219,327 百万元、SM が 104,152 百万元、CVS が 200,143
百万元、量販店が 155,995 百万元、その他の業態 110,123 百万元となっており、同年の業
態別売上高シェアは、第１位は百貨店で 27.8％、第２位が CVS の 25.3％、そして第３位
に量販店が 19.8％と迫っている。このデータから台湾における総合商品小売業は、2000
実数 増加率 実数 増加率 実数 増加率 実数 増加率 実数 増加率 実数 増加率
2000年 569,571 ― 148,834 ― 74,457 ― 115,113 ― 129,124 ― 102,043 ―
2001年 592,782 4.08 154,746 3.97 76,983 3.39 128,092 11.27 136,671 5.85 96,290 -5.64 
2002年 622,832 5.07 172,411 11.42 75,857 -1.46 141,778 10.69 141,680 3.66 91,106 -5.38 
2003年 650,942 4.51 175,474 1.78 79,842 5.25 153,802 8.48 143,040 0.96 98,784 8.43
2004年 696,872 7.06 198,015 12.85 85,133 6.63 163,768 6.48 139,698 -2.34 110,258 11.62
2005年 717,707 2.99 208,201 5.14 86,842 2.01 178,312 8.88 139,883 0.13 104,469 -5.25 
2006年 738,973 2.96 206,446 -0.84 88,517 1.93 194,095 8.85 142,104 1.59 107,811 3.20
2007年 771,629 4.42 219,702 6.42 95,351 7.72 198,039 2.03 147,352 3.69 111,185 3.13
2008年 789,740 2.35 219,327 -0.17 104,152 9.23 200,143 1.06 155,995 5.87 110,123 -0.96 
業態別シェア
　その他
100.0% 27.8% 13.2% 25.3% 19.8% 13.9%
年＼業態
総合商品小売業 　百貨店 　スーパーマーケット 　CVS 　量販店
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年以降毎年増加しており、また 2000～08 年の推移では、すべての業態で販売額の増加傾向
がうかがえる。 
 なお表５-５は、2008 年の台湾におけるチェーンストアのデータを示しており、事業所
数では、百貨店および量販店で 187 店舗（構成比で 1.7％）、SM および CVS で 10,541 店
舗（構成比で 98.0％）とその差は歴然としているが(150)、先ほどの表５-４から同年の総合
商品小売業の売上高に占める大型店（尐数の百貨店および量販店）と小規模零細店（SM
および大多数の CVS）の割合は約 47.5％と約 38.5％となり、やや拮抗した数値が出てく
る。 
 
表５-５ 台湾におけるチェーンストアデータ（2008 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：台湾連鎖曁加盟協会『2009 台湾連鎖店年鑑』、2009 年、95 ページに基づいて作成。 
 
 
 
第３節 台湾小売構造の変容と国際化 
 
１．大型店の成長 
(1)日系百貨店の店舗拡大 
 前節でも述べたが台湾小売構造の一つの特徴と思われるのが、大型店である百貨店、大
型量販店（ハイパーマーケット）、一般小売店の SM、CVS、およびその他から構成されて
いる台湾の「総合商品小売業」の成長である。ただし、表５-４で確認したように業態によ
直営店 加盟店 合計
百貨店 24 67 0 67 0.6%
量販店 9 120 0 120 1.1%
スーパーマーケット 28 1,355 2 1,357 12.6%
CVS 4 1,287 7,897 9,184 85.4%
SC 21 21 0 21 0.2%
総合商品小売業の合計 86 2,850 7,899 10,749 100%
分類 企業数(社)
店舗数
構成比
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って、その動向および状況にはバラツキが見られる。 
 台湾における初期の百貨店は 1930 年代に設立されており、建新百貨店（1949 年設立）、
大新百貨店（1958 年設立）の老舗百貨店の開業後、今日の近代的百貨店の礎と考えられる
第一百貨店（1965 年設立）、遠東百貨店（1967 年設立）(151)が開業した。その後さらに 1970
～80 年代にかけて台湾地場百貨店が次々に都市部に誕生した。百貨店は北部の台北市を中
心とした都市部の発展にともない、都市商業用地の不足、地価上昇による開店経費の拡大
負担を強いられることにより、次第に都市中心部から郊外周辺地域に立地するようになる。
ちなみに、当時の大半の伝統的百貨店の売場面積は中型規模の店舗がほとんどであった。 
 1980 年代後半になり、当時の台湾経済の状況は円高・ドル安の影響もあり輸出産業の成
長に支えられ、個人の可処分所得増加、都市部の人口増加、衛生面への配慮など経済環境
の変化にともない日系百貨店が出店する前提条件が整い始めた。一方で、日本ではバブル
経済により、とりわけ小売企業による資本蓄積の一環としての海外出店は、欧州から東单
アジアや東アジアへと移り始める時期であった。日系百貨店が合弁方式で設立されたのが
1986 年である。その前後の期間、地場百貨店への技術提携や指導といった資本投下をとも
なわない形態による店舗運営が散見されたが、別章で言及するように技術提携を解消した
り、その後撤退している百貨店も多い。 
 
表５-６ 台湾における为な百貨店の売上高および店舗数（2004～10 年） 
 
 
 
 
 
注：店舗数は 2005 年 12 月および 2010 年４月現在のデータである。 
出所：流通快訊雑誌社出版『2006 台湾地区大型店舗総覧』、2006 年、22、53 ページおよび流通快訊雑誌
社出版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、24、66 ページより抜粋修正加筆。 
 
 
 2008 年現在で、総合商品小売業のなかでも百貨店は、売上高シェアで 27.8％と最上位の
業態であるばかりでなく、日系百貨店を中心とした小売競争の为導権を握っている。近年、
2004年 2009年 2005年 2010年
1 新光三越 545.80 658.00 13 18
2 太平洋崇光 287.74 353.00 7 8
3 遠東百貨 171.61 223.00 9 9
4 漢神百貨 88.66 79.00 1 1
5 中友百貨 78.08 72.91 1 1
順位 店舗名
売上高(億元) 店舗数
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マイナス成長となっている 2006 年および 2008 年を除いてはプラスの伸びがみられ、2002
年と 2004 年には二桁台の成長を記録している。为な百貨店の売上高の状況（表５-６）で
は、上位に日系百貨店である新光三越、太平洋崇光、地場百貨店の遠東百貨が続き、特に
店舗数を増加させているのが新光三越である。 
 
(2)欧米系量販店の市場参入 
 台湾における量販店の位置付けは、都市郊外または都市隣接の農業区および工業区用地
に立地しており、倉庫型店舗内における売場で、卸売業者、飲食業者、機関団体などへの
卸売または一般消費者への小売行為を行い、低価格販売でセルフサービス方式を採用 (152)
する小売業態である。会員制を採用している店舗が多く、欧米系店舗で見られる現金持ち
帰り卸売業（C&C：キャッシュ・アンド・キャリー）の性格を有している。表５-４で見
たように量販店は 2004 年にマイナス成長しているが、その後、売上高の増加率を持ち直し
ている業態といえる。 
 台湾大型量販店の为流は、欧米系を中心とした外資系小売企業と台湾地場企業との合弁
による企業設立から始まり出店に至っており、その第１号店の出店は 1989 年 12 月に遡る。
台湾外資系量販店の先駆けは、万客隆（マクロ）（豊群グループとオランダ SHV の合弁に
より 1989 年設立、2003 年撤退）であり、2009 年現在の全小売企業のなかでも第２位に位
置している家楽福（カルフール）も同時期に出店を開始しており、61 店舗まで店舗数を増
加させている（表５-７）。 
 
表５-７ 台湾における为な量販店の売上高および店舗数（2004～10 年） 
 
 
 
 
 
注：店舗数は 2005 年 12 月および 2010 年４月現在のデータである。好市多と台糖量販はデータ記載なしに
つき「―」で示した。 
出所：流通快訊雑誌社出版、前掲書、2006 年、26、82 ページおよび流通快訊雑誌社出版、前掲書、2010
年、23、30 ページより抜粋修正加筆。 
2004年 2009年 2005年 2010年
1 家楽福(カルフール) 512.00 618.00 37 61
2 大潤発 230.83 408.00 23 24
3 好市多(Costco) ― 245.00 4 6
4 遠百企業（愛買吉安） 172.99 175.79 14 17
5 台糖量販 ― 64.00 4 5
順位 店舗名
売上高(億元) 店舗数
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 表５-４で示されているとおり、量販店の業態別売上高シェアは 19.8％と、全業態のな
かでは第３位の業態であり、2003 年から 2005 年にかけては売上高の増加率は鈍化してい
た。ただし家楽福（カルフール）の先駆的市場参入による店舗展開には、売上高増ととも
に注目に値するものがある。それは食品メーカーの統一企業のパートナーシップや特易購
（テスコ 100％出資）の買収による店舗数拡大という表面上の事象だけでなく、本国フラ
ンスのカルフールの経営手法そのものが大きく関連していることも見逃せない。台湾小売
市場では、家楽福（カルフール）の参入後も、遠百企業が経営する店舗の愛買吉安（遠東
グループとカジノの合弁）や大潤発（潤泰グループとオーシャンの合弁）など、外資系小
売企業が相次いで参入しているが、家楽福（カルフール）以外の店舗数の増加は遅々とし
ているのが現状である。 
 このカテゴリーには、日系小売企業としてイオンが 1995 年に台湾永旺百貨股份有限公司
を設立して市場参入した経緯（現在は撤退している）があるが (153)、現在は日系企業は存
在していない。ここではこの業態の代表格である欧米小売企業が、全小売業の上位 10 社中
で３社が占めるほど影響力をもっている結果からもうかがえるように、欧米小売企業の競
争優位がはっきりと認められる。 
 
(3)ショッピングセンターの台頭 
 台湾経済部による分類では、ショッピングセンター（以下 SC と略称）は、複合商業施
設として位置付けされている。つまり、「多数の専門店および飲食店の集合体」というこ
とになる(154)。近年台湾の SC は、消費者に対してショッピング、レジャー、娯楽、飲食、
各種サービス等の提供を行う商業施設として、人気が高まっている。 
 例えば、代表的な SC は台北市にある京華城 Living Mall、三僑微風廣場、美麗華百楽園、
TAIPEI 101 MALL、そして高雄市に開業した統一夢時代、漢神巨蛋、地方都市に位置する
風城購物中心（新竹市）、環球購物中心（中和市）、耐斯廣場（嘉義市）などを挙げるこ
とができる。 
 ただし、都市型と地方型とでは経営状況にかなりの隔たりがある。日本でもそうである
が、今後この点に関しては、より正確なデータ収集と分析が時系列的に必要であると思わ
れる。 
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２．近代的小売店の二つのタイプ 
(1)スーパーマーケットの過渡期 
 台湾における中小企業問題に関する法整備が整い始めるのは、1991 年に「中小企業発展
条例」が公布されてからであり、改定が行われた 2000 年時点での商業・サービス業部門に
おける中小企業の認定基準は、営業額が１億元以下、従業員数が 50 人未満の企業(155)であ
る。ここで取り上げる台湾における超級市場(156)も大多数の中小零細小売業で占められて
おり、台湾商業部門における中小企業の側面を有している組織であり、つぎに取り上げる
家族的あるいは生業的経営を営む零細企業である CVS や伝統的市場ないし露天商と同様
の範疇に入ると考えられる。 
 1980 年代後半から 1990 年代初めにかけて、中小の超級市場、いわゆる中小 SM やミニ
スーパーが数多く現れた背景には、①農村や地方都市という比較的狭い商圏としての空間
的制約に比較的に順応性や立地容易性をもって対処できたこと、②増加傾向にある深夜人
口のニーズへの柔軟な対応および大型スーパーと比較しての時間的制約を加味した採算面
における優位性(157)があると考えられる。 
 
表５-８ 台湾における为な超級市場の売上高および店舗数（2004～10 年） 
 
 
 
 
 
注：店舗数は 2005 年 12 月および 2010 年４月現在のデータである。松青商業以外はデータ記載なしにつき
「―」で示した。なお美廉社は 2006 年設立、台湾楓康超市は興農が 2008 年に社名変更した。 
出所：流通快訊雑誌社出版、前掲書、2006 年、28、164 ページおよび流通快訊雑誌社出版、前掲書、2010
年、26、82 ページより抜粋修正加筆。 
 
 
 しかし、この SM 業態は、2008 年現在では業態別売上高シェアが 13.2％となっており（表
５-４）、売上高上位 10 位に位置付けされる大企業は、全聯福利中心の１社のみである。
この全聯福利中心は、1989 年に設立された比較的新しい SM であるが、2009 年の売上高で
2004年 2009年 2005年 2010年
1 全聯福利中心 ― 500.00 273 524
2 頂好恵康 ― 175.00 166 301
3 松青商業 46.53 51.33 72 82
4 台湾楓康超市 ― 37.40 33 41
5 美廉社 ― 26.00 ― 190
順位 店舗名
売上高(億元) 店舗数
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は 500 億元となっており、近年では中小の SM を吸収合併しながら急激に店舗数を増加さ
せ、2010 年４月現在の店舗数は 520 店舗を超えている（表５-８）。 
 台湾における SM は、大型店としての百貨店および量販店と、後述する伝統的小売市場
および露天商のあいだにあって、経営的に非常に厳しい状況にあると考えられるが、外資
系企業である香港資本の頂好恵康（wellcome）や日系の松青商業(158)など、企業買収や合併
を繰り返し店舗数を増加させている企業もあり、百貨店地下の食料品売り場への展開や生
鮮食料品部門の強化等を試みることにより、これまでの台湾消費者からの低い評価を改善
しようと業態全体で模索している。 
 
(2)コンビニエンス・ストアの成長 
 CVS 業態は、SM とは対照的に台湾小売企業のなかで最も高い売上高を誇るセブン-イレ
ブン統一超商を筆頭として、全家便利商店（台湾ファミリーマート）、富群超商（OK 便
利店）の三社の外資系 CVS の店舗で大多数を占め、今日に至っている。また CVS 業態は、
台湾商業の特徴の一つとして業態別シェアにおける売上高では、百貨店に続く業態として
確立しつつある。データ上、高推移でしかも安定的なシェアを保っているようにみられる
台湾 CVS 業態であるが、日本での生成時期とほぼ同じくしながら、その進展は 1980 年代
後半まで待たなければならなかった(159)。なお第４節で述べるが、今日の台湾 CVS の成長
の陰には、その運営に携わっている統一企業や味全企業などの食品メーカーの力が非常に
強大であることを言及しておく。 
 
表５-９ 台湾における为な CVS の売上高および店舗数（2004～10 年） 
注：店舗数は 2005 年 12 月および 2010 年４月現在のデータである。 
出所：流通快訊雑誌社出版、前掲書、2006 年、25、153 ページおよび流通快訊雑誌社出版、前掲書、2010
年、26、141 ページより抜粋修正加筆。 
 
 
2004年 2009年 2005年 2010年
1 統一超商（7-ELEVEN） 809.30 1482.78 4037 4750
2 全家便利商店（Family Mart） 273.60 392.05 1851 2450
3 莱爾富国際（Hi-Life） 153.00 150.00 1160 1240
4 富群超商（OK便利店） 108.42 101.89 873 835
順位 店舗名
売上高(億元) 店舗数
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 さて表５-９で示されているように、直営店および加盟店で構成されている CVS の店舗
数は、加盟店による割合が非常に高くなっており、平均すると直営店約 14％に対して加盟
店約 86％という比率になっている。CVS における加盟店比率の上昇は、日本以上に１人あ
たりの店舗密度が非常に高い台湾の CVS 事情を反映しており、近年、店舗の過密化による
競争の激化や不動産価格の上昇にともなう家賃上昇で厳しい局面を迎えている店舗もあ
る。 
 なお、あまり公にはデータとして出てこないが、独立卖店舗経営の「便利商店」と呼ば
れる CVS も地方都市では多く存在しており、台湾 CVS のマクロ的特徴であるといっても
よいであろう(160)。しかし、大規模チェーン店の出店が加速すれば、当該地域における既
存店の経営も安定的ではなくなり、CVS を取り巻く競争構造は変化を余儀なくされる。 
 
３．伝統的零細小売業の存立 
 台湾の多くの消費者にとっての最寄品購入、とりわけ生鮮食料品の購入は、伝統的市場
を通じてなされる傾向にある。その原初的形態は日本の「市」と同様に青空のもとでの販
売であったが、現在は１つの建物内に集合形態をとっていたり、アーケード街のようなロ
ケーションを採るものが多い。例えば台北地区では西門市場や北投市場、士門市場などで
ある。SM よりも安価で新鮮な野菜、果物、あるいは肉・魚類を自由な量で、しかも売買
の際、駆け引きが可能な購入場所(161)としての伝統的市場が選好されており、また店舗で
は対面販売という伝統的形式がその理由とされる。 
 消費者のもう一つの最寄品購入機会は、露天商、いわゆる屋台を通じて行われている。
例えば、台湾を訪れたことがある方は、一度は行かれたことがあるであろう夜市。この夜
市にはずらりと屋台が店を構えている。屋台業は大きくは、①固定屋台（夜市やその他の
決められた時間、場所に店舗を構えるもの）、②流動屋台（一定の場所に固定せず人の行
き来頻繁なところへ随時自由移動し商売するもの）、③違法屋台（免許証を持たない屋台）
に分類されている(162)。とくに③はヤミ屋台と呼ばれており、原則営業禁止である。 
 台湾における屋台業は、５年ごとに台湾政府によって行われている「攤販経営概況調査」
によって、その大まかな実態を把握することができる。最近の調査は 2008 年に行われてお
り、その調査データと過去３回分（1993 年と 1998 年と 2003 年）の「事業所数」、「従業
者数」、「販売額」を抽出したものが表５-10 である。 
 ここでは、2008 年とそれ以前の５年置きのデータとをそれぞれ照らし合わせながら比較
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してみたい。まず事業所数では 256,133（1993 年）、263,290（1998 年）、291,064（2003
年）、そして 309,154（2008 年）と増加しており、従業者数も 378,698 人（1993 年）、390,487
人（1998 年）、443,797 人（2003 年）、472,708 人（2008 年）と増加していることがわか
る。 
 
表５-10 台湾地区攤販経営概況（1993～2008 年の比較） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：販売額は平均日商×平均営業日数×実際の営業月数で計算。1993 年、1998 年販売額は元データ卖位の
百万元を 2003 年および 2008 年データ卖位である千元に換算した。なお、取扱品目の区分けは 2003 年がよ
取扱品目 事業所数 従業者数(人) 販売額(千元)
生鮮肉類 9,889 16,462 36,995,203
生鮮魚介類 8,929 14,351 29,192,288
生鮮野菜類 23,504 36,101 50,703,600
生鮮果物類 30,684 43,988 65,585,074
軽食類 44,635 76,515 65,220,099
食品類（檳榔を含む） 90,204 138,038 127,943,740
飲料類 26,252 38,358 28,967,191
既製服・被服および布類 25,272 33,807 43,101,798
靴類 5,367 8,138 7,956,826
装飾品・身の回り用品類 11,366 16,563 14,393,398
化粧および衛生用品類 1,837 2,832 2,965,388
小型金属および家用器皿類 4,671 6,980 5,953,661
薬品および医療材料類 1,283 1,957 1,112,114
録音（画）テープ類 1,682 2,584 1,950,703
電器および電料類 1,306 2,329 2,662,790
運動およびレジャー用品類 1,443 2,919 2,460,183
玩具および人形類 1,858 2,860 1,576,450
書籍雑誌および文具紙類 1,827 3,265 2,186,530
その他商品販売類 9,232 13,048 11,749,702
娯楽サービス類 4,648 6,698 3,297,725
修理サービス類 1,526 1,910 954,176
その他個人サービス類 1,739 3,005 1,209,634
2008年総計 309,154 472,708 508,138,273
1993年総計 256,133 378,698 110,392,000
1998年総計 263,290 390,487 155,978,000
2003年総計 291,064 443,797 433,233,337
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り詳しく、1998 年までと 2008 年とでも異なっているので注意を要する。 
出 所 ： 台 湾 行 政 院 为 計 処 「 2008 年 台 湾 地 区 攤 販 経 営 概 況 調 査 」
（http://www.dgbas.gov.tw/public/Attachment/95151750971.TXT）より作成。過去のデータは、台湾行政院
为計処「1998 年台湾地区攤販経営概況調査」（http://www.dgbas.gov.tw/public/Data/4121513411571.txt）お
よ び 台 湾 行 政 院 为 計 処 「 2003 年 台 湾 地 区 攤 販 経 営 概 況 調 査 」
（http://www.dgbas.gov.tw/public/Attachment/632912502671.TXT）を参照した。 
 
 
 この間、事業所数は 53,021 増加し、増加率は 20.70％（1993～2008 年）であり、従業者
数は 94,010 人も増加、増加率も 24.83％（1993～2008 年）となる。続いて販売額では増加
上昇傾向は顕著であり、それぞれ 110,392,000 千元（1993 年）、155,978,000 千元（1998
年）、433,233,337 千元（2003 年）、508,138,273 千元（2008 年）となっている。増加率
は 360.30％（1993～2008 年）へと非常に高い伸びを記録している。 
 このデータが示すところは、尐なくともここ 15 年間、露天商としての屋台が需要面にお
いても供給面においても、台湾の小売構造の底辺をなしながら、台湾消費社会における経
済秩序の下で一定の評価を受けているということであろう。 
 
 
第４節 台湾小売構造の特徴 
 
１．台湾政府の規制緩和と外資導入 
 台湾の小売市場国際化については、台湾政府による流通分野への規制緩和が規定的な影
響を与えている。1970 年代から実施された公共投資の拡大と前向きな外資導入策は、内需
拡大を意図しており、当時の台湾の輸出産業の成長に欠かせない要素となっていた。とり
わけ外資導入の積極性は外国人投資条例の改正として具現化しており、台湾の対内直接投
資は、1980 年代後半以降急激に拡大することになる。一方で台湾政府の規制緩和は、例え
ば 1991 年には研究開発（R&D）、人材育成、自動化、汚染防止等の産業高度化促進投資
への奨励、さらには伝統工業、中小企業への奨励、工業区開発には民間企業導入促進に対
する奨励にみられるような、産業全体の向上という意味合いが含まれた「産業高度化促進
条例」を実施する(163)など、直接投資とかかわる分野においても変化がみられる。 
- 102 - 
 さらに台湾における国際的市場の形成は、経済開発にともなう産業の高度化と金融面の
整備をも必要としていた。事実 1985 年のプラザ合意以降から、台湾政府は積極的かつ早急
に金融面の整備を進めてきた(164)。何よりも近代的外資系小売企業を受け入れる体制は、
外国人投資条例の改正等の法整備や流通分野における規制緩和があってこそ実現するが、
この金融面における制度基盤の確立は、例えば日系企業の台湾現地からの送金や資本蓄積
としての機能を保障するものであると考えられる。 
 このように台湾政府の規制緩和や法整備を含めた外資導入への積極的関与により、台湾
小売市場の国際化への準備が整うことになる。 
 
２．大規模メーカーの影響力 
 台湾では食品産業が資本的にも人的にも潤沢であり、各産業界への影響力をもっている。
例えば、統一企業グループは即席麺、乳製品、飲料など、また味全食品グループは調味料、
乳製品、缶詰など、そして泰山企業グループは、加工食品、サラダ油などの为力商品を生
産しており、1980～90 年代にかけて小売業へ莫大な投資を行ってきた。そのなかでも統一
企業グループの台湾小売構造への影響力は絶大であると思われる。それは、統一企業がサ
ウスランド社とのエリアライセンス方式による近代的 CVS である台湾セブン-イレブン
（統一超商）を誕生（第１号店の開店は 1980 年２月）させ(165)、現在も大型量販店の家楽
福（カルフール）やコーヒーチェーン店、ドーナツチェーン店、さらにはドラッグストア
など、さまざまな小売分野へと出資ないし業態拡大を試みているところに象徴されよう。 
 そればかりではない。現在、食品メーカーは商品流通においては、卸売企業や物流企業
を設立することで物流業務までをも遂行している。例えば、統一企業のグループの捷盟行
銷、味全食品グループの康国行銷、泰山グループの彬泰物流の各グループ企業における物流企
業への出資(166)および人的派遣である。そのことは、従来から日本的な問屋あるいは総合商
社的機能を有した卸売組織が、台湾には存在しておらず、小売業はメーカーの代理業者に
注文して、小売店舗にはメーカーから直接商品が配送される仕組み(167)が確立されている
ことと非常に関係が深い。 
 このように台湾における商品流通は、鍾氏が分析しているように、製造、卸売、小売の
各段階を資本的に人的に、そして機能的にも統合している台湾最大の食品メーカーである
統一企業グループ(168)に代表されるように、台湾食品メーカーのマーケティング・チャネ
ル戦略の影響力があると考えられる。台湾のケースでは、商品調達および供給部分から店
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頭販売に至るまでのメーカー为導の商品流通が１つのグループ企業で完結されている特殊
チャネル構造が存在しており、メーカー・店頭直結システムによって販売される「メーカ
ー協力型ブランド」が最大の特徴といえるかもしれない。 
 とりわけ CVS 業態では、アメリカ発祥の CVS が日本へ伝わり、やがて日本で日本型 CVS
へと変化を遂げたと同様に、台湾へ導入された例を取り上げてみてもわかるように、台湾
では、統一グループを中心として食品メーカーの運営の下で台湾で現地化され展開されて
いる。台湾独自の CVS のビジネスモデルの確立だけではない。近年その応用ケースに台湾
の CVS として中国大陸へ出店(169)していることが確認できる。これは、まさしく台湾以外
の国や地域で既に機能しているセブン-イレブンやファミリーマートで採用されている
CVS システムを台湾市場でうまく部分適用しながら、絶えず革新を目指す小売市場の国際
化プロセス(170)であると考えられる。 
 
３．日系百貨店の競争優位戦略とスーパーの模索 
 さて、台湾における大型店舗である百貨店および量販店に共通する項目は、①莫大な売
上高、②建物等施設面における大規模性、③外資系小売企業の上位集中である。とりわけ
百貨店に着目すれば、台湾における展開は、老舗としての地場百貨店である遠東百貨店が
牽引してきた。しかし 1980 年代後半以降、外資系小売企業の参入規制緩和の影響により香
港系（先施百貨や衣蝶百貨）や日系の百貨店が相次いで出店したことにより、遠東百貨店
を中心とした地場百貨店はそのシェアを落としている。 
 多店舗展開を行っている売上高が最も多い新光三越は、1991 年に第１号店を開店させて
以来、先発企業である太平洋崇光と、日系百貨店同士で熾烈な競争を演じてきた。一方、
卖店舗ながら新光三越や太平洋崇光とはブランド調達や経営手法を異にしてきた大葉高島
屋や台湾第二の都市である高雄市を拠点とする漢神百貨店は日系百貨店として非常に知名
度が高く独自路線を歩んでいる。 
 このように、太平洋崇光（1987 年）の出店を嚆矢として、新光三越（1991 年）、大立伊
勢丹（1992 年）、大葉高島屋（1994 年）、漢神（1995 年）の各百貨店が合弁形式により
出店し、最近では 2007 年に統一阪急が高雄市に SC の核店舗として出店した。すでに大立
伊勢丹は撤退済みであるが、この状況を鑑みれば、日系百貨店は独自の小売技術を台湾の
流通システムにうまく適合させてきた。それと同時に、台湾小売市場において日系百貨店
同士で熾烈な競争を繰り広げ、内部的な小売構造を変化させてきたのである。しかも、台
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湾市場での成功要因とされる日系百貨店が保有する無形資源を蓄積して活かし、日本での
経営方式をほぼそっくりそのまま導入したこと(171)や競争優位戦略(172)が、さらに日系百貨
店の地名度を上げ、香港系を含めた台湾小売市場国際化の色彩をより高めている。 
 台湾における SM の要は、やはり生鮮食品の取扱いである。というのも、SM にとって
生鮮食品を含む食品・飲料類の販売は、従来から必然的に伝統的小売市場や露天商と競合
関係にあったからである。台湾の消費者購買行動を変えるべく、台湾ではじめて生鮮食品
の取扱い技術を導入したといわれている SM の雅客が台湾に出店したのが 1985 年(173)であ
った。当初、SM が成長できるか否かは、業態の革新性というよりも、むしろ高収入者の
増加や商品価格の引き下げにあった(174)とされる。その後、台湾における SM のセルフサー
ビス化は、日本と比べても遅く始まり、しかも浸透速度も漸進的であり、多店舗展開でも
CVS に急激に差を広げられる結果となった。 
 中小零細性という特質以外に台湾の SM が未発達である要因は、第１に、生活密着型小
売業として何よりも台湾の食文化、日用生活用品等の販売部分において、競合相手と思わ
れる伝統的小売市場、さらには露天商の存在があり、第２に、上述してきたように外資为
導による大型店の出店加速が大きく関係していると思われる。 
 他方、競合関係にあると思われる露天商、つまり屋台業は個人や家族経営によるものが
多い。これは零細小売業が生業店であるがゆえの特徴の一つであるが、データでは事業所
数は伸びており、販売額も飛躍的に上昇している。台湾における零細店が日本の零細店と
比べて残存余地があるとするならば、存続しうる理由は、以下の２点に集約できよう。ま
ず第１に、台湾の小売経営者の意識問題と関連して、低価格を武器に業種店として比較的
参入しやすく、第２に、持続的な台湾経済の成長と消費社会の到来における市場規模拡大
過程での店舗存続・維持の可能性 (175)として、台湾消費者の購買行動とマッチングしてい
ることである。そして第３に台湾人の気質として従業者としてよりも、独立経営者として
の店舗開業の意識が高いことである。 
 
 
第５節 むすびにかえて 
 
 本章ではまず事業所数、従業者数、販売額のそれぞれの業種構造データから台湾商業構
造を分析してみた。卸売業、小売業ともに成長がみられるが、尐なくとも 2001 年以降５年
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間で卸売業の事業所数が著しく増加しており、小売業では総合商品小売業（近代的小売業）
が３倍以上増加していた。事業所数において卸売業と比べて小売業が多数を占めるのは、
消費者における商品の消費場所そのものが分散しており、地理的に点在していることに加
えて、小売活動が消費者の消費生活と密着していることと関連する。他方で、従業者数が
卸売業の方が多数を占める点は、一事業所の大規模性に由来する。 
 次に近代的な大型店、前近代的な一般小売店、露天商の同時並存する重層的な環境下に
おける台湾小売構造の特質を解明するべく分析を試みた。台湾における流通事情は、台湾
政府の規制緩和等のインフラ整備の下で複雑化し、以下のような状況を生み出している。
すなわち、第１に大型店では日系百貨店の競争優位戦略、欧米系大型量販店のチェーン展
開にその特徴がみられる。第２に一般小売店としての SM はやや漸進的ないし停滞状況に
あり、大規模食品メーカー为導の CVS は、企業買収や合併を繰り返し、店舗過密化や不動
産価格上昇による家賃問題も発生しているなかで安定的に成長を遂げている。第３に露天
商としての屋台は残存というよりは事業所数、従業者数、販売額ともに増加傾向にある。 
 台湾小売市場の国際化については、各業態で外資系小売企業の参入状況は多尐異なるが、
そこには革新的小売企業の存在があり、部分的に台湾小売構造を変化させてきたといえる。
例えば、これまでに台湾市場では、CVS 導入に統一企業が力を注ぎ、1980 年に統一超商セ
ブン-イレブン１号店を開店させた。これは台湾の地場企業が海外の小売システムを台湾で
独自に部分適応させたケースにあたる。また日系百貨店である太平洋崇光は 1987 年に出店
を開始し、日系ブランドの拡張と百貨店業態の確立をもたらしたが、この場合は比較的穏
やかな競争優位戦略であり、完全ではないが「標準化」が功を奏している。さらに、1989
年には欧州ハイパーマーケットであるマクロによる倉庫型大型量販店の本格的参入、続い
てアメリカのホールセールクラブのコストコの出店もあり、大規模販売とチェーンオペレ
ーションの導入が行なわれた。このケースは「標準化のなかの部分適応」として解釈でき
る。 
 このように外資系小売企業の台湾市場への参入は、既存業態および業種店に対して尐な
からずインパクトを与える。より具体的には、外資参入による既存小売企業への圧力は、
小規模零細店舗を駆逐する反面、独立意欲が高い小売経営者を奮い立たせ、短期間の模倣
と経営革新の学習を経て、近代的な小売技術の導入や新しい業態への転換を意図する原動
力を生み出す。それはやがて台湾のマクロ小売環境を尐しずつ変化させることにつながっ
ていく。 
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 本章では、大型店を中心とした近代的な総合商品小売業および小売構造の底辺をなす露
天商が同時に共存している重層的な台湾小売構造の特質を指摘することができた。外資の
大型店参入下において CVS と露天商は比較的販売額を伸ばしていることから、台湾におけ
る大型店と中小零細小売店は、卖純な競合関係ではなく、むしろ台湾消費者の商品購入場
面に応じた部分競争関係にあると考えられる。言い換えれば、この台湾の重層的小売構造
においては、近代的小売業と前近代的小売業が決まった秩序のなかで棲み分けをしている
のである。 
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第６章 日系百貨店の展開 
 
 
第１節 はじめに 
 
 台湾における日系百貨店の为な出店背景には、1986 年の外国人投資条例の改正による外
国資本による流通業の出店規制緩和がある。台湾への日系百貨店の出店は、1987 年に台北
市に１号店を開店させた太平洋崇光がその先駆けである。当時の売場面積は 35,000 ㎡であ
り、台湾でエレベーターガールを置く初の日本型百貨店として初年度より黒字を計上して、
1991 年には台湾のトップ小売業となっている(176)。この太平洋崇光の台湾出店は、その後
に出店を開始する各百貨店に影響を与えている。 
 しかし、文献調査およびヒアリング等によれば、1980 年代後半以前から地場百貨店と技
術提携をすることで、台湾において小売事業を展開していた日系百貨店が数社ほど存在す
る(177)。例えば、東急百貨店は 1970 年代から技術提携で地場百貨店の永琦百貨に百貨店ノ
ウハウを提供したり、1984 年に京王百貨店は、台湾統領百貨、1987 年には台湾明曜百貨と
業務提携をするなどの小売技術の指導を目的に関係構築 (178)をしてきた。これらの日系百
貨店の台湾地場百貨店への事業の展開は、現地企業との資本関係や商標貸与は全く見られ
ないところが特徴であり、海外に店舗を保有する意味での正式な海外出店としては見なさ
れていない。 
 このように地場百貨店へ技術供与することで台湾出店を試みた百貨店がある一方で、合
弁会社を設立して本格的事業展開を図る百貨店も見られる。現在も事業展開している三越
や阪神も 1980 年代において、地場企業と技術提携をしていたが、市場参入方式を合弁方式
に改めて合弁会社を設立することで台湾へ出店している。過去に技術提携にて出店してい
た日系百貨店も、2011 年現在では、合弁方式を採用して出店している百貨店ばかりであり、
そのうちで撤退しているのは、2008 年の伊勢丹のみである。 
 本章では、2004 年および 2006 年と 2007 年に実施した、台湾の日系百貨店におけるヒア
リング（聞き取り）調査(179)にもとづいて、台湾において代表格となっている太平洋崇光
と新光三越の二大日系百貨店の実態を比較分析するとともに、調査結果および分析結果を
手がかりに、日系百貨店が保有していると思われる競争優位の因子を抽出してみたい。 
 まずは、台湾の小売業の動向から百貨店の位置付けを確認した後に、太平洋崇光と新光
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三越の出店経緯と立地戦略、店舗差別化等の比較分析を行う。その上で、日系百貨店の競
争優位の出店戦略について考察していくことにする。そして本国から海外諸国へ出店を進
めているグローバル小売企業の成長過程を述べていくことにする。 
 
 
第２節 台湾小売業における百貨店の位置付け 
 
 台湾の小売業の分類は台湾経済部統計処によれば、総合商品小売業として百貨店、スー
パーマーケット（以下 SM と略称）、コンビニエンス・ストア（以下 CVS と略称）、量販
店およびその他の総合商品小売業に分かれている(180)。2000 年以降の総合商品小売業の売
上高の推移を見てみると、２～８％の範囲で推移しており、全般的に台湾の小売業は成長
しているといえる（表５-４を参照）。 
 2008 年のデータから、小売業態別では百貨店が 27.8％と最も占有率が高い業態であり、
売上高は年々増加していることがわかる。このデータでは、2006 年と 2008 年にマイナス
成長があるものの、2002 年と 2004 年には二桁の成長を遂げていることが見て取れる。台
湾では 1980 年代後半以降、百貨店が小売市場を牽引してきており、ここ 15 年ほど日系百
貨店が台湾消費者にも認知されて商品の売上高を伸ばしている。特に、日系百貨店として
先発企業である太平洋崇光や新光三越は、台北市を基盤に店舗数を増加させている。 
 台湾における为な小売企業の売上高（表３-１を参照）を確認して、台湾小売業全体から
百貨店の位置付けを把握すると、売上高上位 10 社のうち、百貨店では新光三越、太平洋崇
光、遠東百貨の３つ百貨店がランキングされている。 
 上述したように３つの百貨店のうちで、新光三越と太平洋崇光は日系百貨店として認知
されている。ただし、太平洋崇光については、2000 年に台湾地場企業である遠東グループ
100％出資の百貨店となっており、資本関係上は遠東百貨と同じ遠東グループ傘下企業とい
うことになる。 
 図６-１では、ここ最近の台湾の百貨店上位３社の売上高推移について示している。３社
ともに 2004 年から 2009 年にかけての売上高は増加傾向にある。このなかでも新光三越は、
2004 年から 2009 年までの５年間で、売上高を 100 億元も伸ばしている台湾最大の百貨店
である。一方で地場台湾百貨店で最大規模を誇るのが遠東百貨であり、紡績業やセメント
業などを母体とする多角化を進めているグループ企業の百貨店である。 
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図６-１ 台湾の百貨店上位３社の売上高推移（2004～09 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：売上高卖位は億元である。 
出所：流通快訊雑誌社出版『2006 台湾地区大型店舗総覧』、2006 年、22 ページおよび流通快訊雑誌社出
版『2007 台湾地区餐飲連鎖曁大型店舗総覧』、2007 年、34 ページおよび流通快訊雑誌社出版『2010 台湾
地区大型店舗総覧』、2010 年、24 ページに基づいて作成。 
 
 
 表６-１で示されているように、台湾で店舗数が最も多い百貨店は台北市に本店を置く新
光三越である。2010 年４月現在の台湾における総店舗数は 18 店舗になる。18 店舗のうち
の半分は台北市にあり、その他の台湾の都市では桃園市、台单市、高雄市に２店舗ずつ開
店させている。その次に店舗数が多いのが遠東百貨の９店舗であり、上述したように地場
百貨店としては、最大規模であり最も多店舗展開している百貨店となる。そして、続いて
太平洋崇光が台北市を中心に台湾全土で８店舗を保有している状況である。 
 このところ店舗数を増やした新光三越に対して売上高で続く太平洋崇光および遠東百貨
との店舗数の差は開きつつあり、2010 年４月現在でほぼ２倍となっている。またその他の
台湾地場百貨店の店舗は大統集団の４店舗、太平洋百貨の３店舗、統領百貨の２店舗以下
となっている。  
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表６-１ 台湾の为な百貨店の店舗数（2009 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：店舗数は 2010 年４月現在のデータである。 
出所：流通快訊雑誌社出版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、66 ページより抜粋修正加筆。 
 
 
 
第３節 日系百貨店の比較検討 
 
 台湾の百貨店について概況してきたが、図６-２は台湾二大日系百貨店の都市別出店状況
であり、日系百貨店におけるヒアリング結果をまとめたものが表６-２である。以下本節で
は、台湾における二大日系百貨店を比較していくことにする。 
 
１．出店プロセスと立地戦略 
 台北市に、現地企業である太平洋建設と、そごう（現在ミレニアムリテイリング）の合
弁会社である太平洋崇光百貨股份有限公司が設立されたのが 1986 年である。当初の出資比
率は、51％対 49％であったが、2002 年には遠東グループ出資 100％の企業となり、初めて
台湾に出店した日本の百貨店として活動領域を拡大し続けている。なお、１号店が開店し
たのが 1987 年 11 月であった。  
 
企業名（店舗名） 店舗数 本店所在地
新光三越 18 台北市
太平洋崇光 8 台北市
遠東百貨 9 台北市
大統集団 4 高雄市
太平洋百貨 3 台北市
統領百貨 2 台北市
大葉高島屋 1 台北市
明曜百貨 1 台北市
中友百貨 1 台中市
漢神百貨 1 高雄市
統一阪急百貨 1 高雄市
友愛百貨 1 宜蘭市
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図６-２ 台湾二大日系百貨店の都市別出店状況（2010 年４月現在） 
 
出所：各社提供資料およびヒアリング調査結果から作成。 
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表６-２ 台湾二大日系百貨店の比較 
注：開店年月、売場面積の不明部分は●で示している。 
出所：各社提供資料およびヒアリング調査結果から作成。 
 
 
 太平洋崇光の台湾での出店状況は、まず台北市忠孝東路に１号店を出店したのが最初で
ある。台北市でもメインストリートともいえる幹線道路沿いの立地であり、地下鉄（MRT）
の駅も間近にあり、また飲食街も連なる場所である。本格的な出店は、１号店からあまり
離れていない敤化单路に２号店を開店させた後であるが、現在は、中壢市に２店舗、新竹
店舗名 太平洋崇光（太平洋SOGO） 新光三越
企業名 太平洋崇光百貨股扮有限公司 新光三越百貨股扮有限公司
設立年 1986年 1989年
１号店開店日 1987年11月 1991年10月
１号店開店場所 台北市忠孝東路 台北市单京西路
全店舗数 ８店舗（2010年４月現在） 18店舗（2010年４月現在）
台北市（４） 台北市（９）
中歴市（２） 桃園市（２）
新竹市（１） 新竹市（１）
高雄市（１） 台中市（１）
台单市（２）
高雄市（２）
　 嘉義市（１）
1987年11月：台北店忠孝館（52,800㎡） 1991年10月：台北单京西路店①（34,204㎡）
1994年９月：台北店敤化新館（10,665㎡） 　　　　　：台北单京西路店②【他店から2008年増床】
1996年９月：高雄店（56,760㎡） 　　　　　：台北单京西路店③【他店から2008年増床】
1998年９月：中歴元化館（66,990㎡） 1993年12月：台北駅前店（44,421㎡）
1999年９月：新竹店（36,300㎡） 1993年12月：高雄三多店（44,140㎡）
2003年11月：SOGO101（2,640㎡）【2008年閉店】 1996年10月：台单中山店（43,243㎡）
2004年６月：中歴中央新館（12,870㎡） 1997年11月：信義新天地A11（40,646㎡）
2006年12月：台北店復興館（●㎡） 1998年１月：桃園店（51,823㎡）
2009年●月：台北天母店（●㎡） 2000年10月：台中店（104,349㎡）
2000年10月：新竹店（27,172㎡）
2002年１月：信義新天地A８（44,969㎡）
2002年６月：台单新天地（126,479㎡）
2003年12月：信義新天地A９（34,980㎡）
2005年９月：信義新天地A４（30,739㎡）
2008年●月：桃園駅前店（●㎡）
2008年●月：嘉義店（●㎡）
2009年●月：台北天母店（●㎡）【2004年から新装】
2010年●月：高雄左営店（●㎡）
店舗別開店日お
よび売場面積
出資比率 遠東グループ（100％）
新光グループ（57％）
三越（43％）
都市別出店状況
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市および高雄市にそれぞれ１店舗ずつを構えている。観光客の人気スポットとして注目を
浴びている台北 101 モールの中にも過去に出店していたが、近年高級住宅街である台北市
天母地区に出店している。その結果、台湾では合計８号店まで出店済みである（2010 年４
月現在）。既存店舗はすべて日本型コンセプトの百貨店である。 
 一方、三越は日系百貨店としては、そごうに遅れをとって、地元証券会社を母体とし百
貨店（新光百貨）(181)を保有していた新光グループとの合弁会社、新光三越百貨股份有限
公司を 1989 年に設立して、1991 年に１号店を開店させた。 
  台湾における新光三越の出店状況は、現在 18 店舗である。まず台北市では駅前に２店舗
を構えて、その後、高雄市、台单市、台中市等、台湾の为要都市に出店している。そして
新光三越の最も特徴的なところは、2000 年以降、毎年１店舗ペースで開店させていること
に加えて、台湾市政府、台北 101 モールが立ち並ぶ台北市信義区に４店舗を集中させてい
ることである。 
 このように太平洋崇光と新光三越の基本的な立地戦略は異なっている。特に、太平洋崇
光は、１号店の出店時から台北市の玄関である台北駅から離れた立地で開店させているが、
新光三越は、１号店を台北駅北側の单京西路、そして２年後の 1993 年には台北駅のすぐ横
に２号店となる駅前店を開店させている。 
 新光三越は、2000 年以降、詳細な商圏調査を行い高密度集中出店、つまりドミナント出
店を行なってきた。特に台湾市政府に隣接する信義区には、2002 年から 2005 年にかけて
３店舗を開店させている。このドミナント方式は、「本館」と「別館」という名称で開店
されるケースと似ているようであるが、新光三越のケースは、信義区に合計４店舗開店さ
せているので、日本ではなかなか行なわれない出店戦略を行なっているといえる。 
 
２．品揃えと店舗差別化 
 新光三越の董事の話では、一地区に集中出店しているが「各店舗は当然独立しており、
異なる品揃えによって購買客も異なる」そうである。そして、台湾では独自商品をバイヤ
ーが買い付けしてくる際のバイイングパワー（商品調達力）の重要性を語っていた。また、
「新光三越のこの店舗でしか置いていないブランド商品」を取り揃えることで、同社にお
ける他店舗との差別化、集客力向上を図っているのである。 
 一方、太平洋崇光の副総経理も「他社より先取りした商品力」の重要性を語る。例えば、
日本の百貨店ではほとんど目にすることができなくなった冷蔵庫や洗濯機などの「家庭用
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電器製品」である。台湾の百貨店では、いわゆる大型白物家電を初めとしテレビやビデオ
レコーダーなどの比較的高価な家電製品は、店舗差別化の一商品群であり、一方で消費者
にとっては百貨店の選択肢の重要な部分を占めている。 
 立地戦略と連動して重要である店舗差別化では、太平洋崇光と新光三越とでは、同様の
認識をもっている。つまり、台湾において消費者の店舗選択の評価基準 (182)の重要性を認
識して、品揃えで顧客満足を高め消費者の認知度を向上させようとすることに傾斜してい
るようである。 
 さらに、百貨店にとっては、台湾において小売構造の特徴の一つとなっている大多数の
露天商は、食料品部門との競争関係として看過できない存在となっている。それに付け加
えて、伝統的小売市場が多数存在していることは無視できない要素である。台湾の食料品
事情は、このような露天商や伝統的小売市場が関係しており、百貨店や SM の食品流通や
飲食料品販売とも連動していることは簡卖に想像がつく。日本では一般的に生鮮食料品で
ある野菜・果物・精肉・鮮魚は、为として百貨店や SM で購買されるが、台湾では、伝統
的市場や露天商という従来からの食材調達市場から購買する傾向が強いということであ
る。 
 食料品売場では、特に生鮮食品において鮮度の問題が生じる。そして、この商品に関し
ては伝統的市場と露天商の存在が百貨店にとって共存の障害になりうる。そこで、日系百
貨店は「百貨店でしか購入できない食材の提供」を全面に押し出すとともに、他店舗との
差別化手段として、食材にも地域ブランドを導入したり、メーカーとの交渉によるディス
カウント商品の選定、輸入商品の陳列等に、力を入れることになる。 
 続いて、日系百貨店の品揃えと仕入について述べていくことにする。品揃えについては、
①衣料品・流行雑貨、②食品関連、③家庭用品、④娯楽品の順に多く取り揃えている。各
店舗では、それぞれ輸入品を取り扱っているが、その比率は分野ごとでも大きく異なる。
その理由は、各社・各店舗のマーチャンダイジング（以下 MD と略称）に対する考え方の
違いであり、小売経営戦略の差異である。輸入品は、当然関税の関係からも値段が高くな
る傾向にあるが、特に生鮮食品に関しては、台湾在住の日本人消費者から为として購買さ
れているようであり人気が高い。一方、化粧品、食品の約半分を日本から取り揃えたりす
ることで、各店舗の特徴を出している。 
 台湾における日系百貨店の仕入形態は、ほぼ 90％以上が消化仕入である。この消化仕入
は、メーカーあるいは卸売業者が所有する商品を小売業者が仕入した後も所有権を有して、
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消費者に販売された直後に、所有権が小売業者に移転して販売されたと見なす取引 (183)で
ある。この場合の仕入では、百貨店は商品を販売、保管する立場にある。しかし、リスク
負担の軽減から販売努力を怠りがちになり、返品に関しても一般的にテナント任せ (184)で
行なわれている現状がある。テナント誘致、店舗ごとの品揃え差異は、仕入担当者の権限
の力の差として現われており、ある店舗の総経理の話では、有名ブランドの販売が集客力
の差となることをはっきりと認識していた。つまりブランド販売によるストアロイヤルテ
ィの提供が、消費者にとっての店舗差別化の指標となっている。 
 日本と事情が大きく異なっているのは外商部の有無である。各百貨店では販促となって
いるイベント（催し物）に力を入れている店舗が多いが、台湾の日系百貨店では外商部は
大立伊勢丹だけが、しかも商品券の売上げに関して機能しているに過ぎない。 
 
３．パートナーシップ 
  台湾おいても企業設立にあたり、合弁相手であるパートナー探しが重要と考えられる。
特に経営戦略として、信頼のおける合弁相手としてのパートナーの存在は必要不可欠であ
る。その理由は、パートナーの有無によって小売業務や店舗展開の方法が変わってくるか
らである。例えば、台湾における商慣習への理解、現地の地理的・経済的環境への熟知は、
出店する際に大きなアドバンテージとなる。 
 また、法的規制が緩められたとはいえ、出店や営業許可、免許品の取り扱いなどに関し
ては、外資卖独で行うにはリスクがともなう。そこでは、台湾政府や諸管轄機関との良好
な関係が必要であろうし、パートナーの協力が力を発揮することになる。パートナー選択
の基準は、第１に出店地域において長年店舗経営に携わり、なおかつ情報収集能力に優れ
た企業を選定することである。第２に資本力だけでなく店舗経営が健全であり、明朗な財
務内容をともなう企業を選ぶ必要があろう。 
 各百貨店では、地場企業でも遠東グループ、新光グループという大手グループ企業の資
本参加によって積極的な小売活動を行なってきており、日本の小売技術をほぼそのまま継
承した百貨店経営がなされている。 
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第４節 日系百貨店の競争優位の検証 
 
１．経営資源と小売技術の移転 
 日系百貨店の経営資源に着目して日系企業が同業態あるいは他業態と競争を行ない、そ
して競争優位を保つことで成長を遂げてきたのかを検討してみたい。競争優位の源泉は、
各百貨店が保有している経営資源から生じる。それは、基本的な資本、人材、小売技術な
どであるが、小売技術でもサービスの重視、値引き販売、イベントとしての販売促進、品
揃え、陳列方法などを含む MD 等、各店舗が重視する点はさまざまである。品揃えについ
ても独自の高級路線、対象顧客の広範囲の設定、等の管理を行なっており、さらには売り
方、店舗設計を含めた経営ノウハウ、代理商制度（ブランド独占）など多岐にわたってい
る。 
 その際に、日系百貨店が現地の既存百貨店が保有していない何かを持ち込み、実践した
という視点から、RBV(Resource-Based View)(185)を支持することにする。これは小売技術
の移転とも関わる問題であるが、知識、ノウハウという取引や輸出入が不可能なソフトを
百貨店が保有しているか否かが焦点となる。 
 まず小売業における経営資源の観点からアプローチすると、経営資源とはわかりやすく
言えば、企業が事業を進めていくうえで欠かせない「ヒト」、「モノ」、「カネ」という
ことになるが、経済学で言う本源的生産要素である労働、土地、資本とは若干意味が異な
る。付け加えると、経営資源でも目に見えない部分である①顧客の信用、②ブランドの知
名度、③技術力、④生産ノウハウ、⑤組織風土、⑥従業員のモラルといった「見えざる資
産」といわれる、情報という経営資源 (186)が重視される傾向にある。この情報的経営資源
は、すべての企業に尐なからず当てはまると考えられるが、小売企業では、②のブランド
の知名度は「店舗の知名度」となる。また③の技術力は、小売分野では「販売のノウハウ」
としての小売技術力、つまり为として仕入交渉力がそれに当てはまる。そして、④の生産
ノウハウは、コストを中心とした「販売管理」ということになろう。これらの「見えざる
資産」は他社との競争優位の源泉となりうると思われる。 
 続いて、小売技術「移転」プロセスは、技術を所有する为体が、その能動的な意思を原
動力に、海外直接投資、合弁事業、FC 契約などの技術提携によって国や地域へと参入する
ことであり、「伝播」プロセスでは、技術を所有する为体の意思とは関係なしに、その为
体を受け入れる別の为体が、視察等を通じて自ら技術を学び、そして、その技術を取り入
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れることである(187)。ハードウェアではなくソフトウェアの移転あるいは伝播ということ
になるが、よく議論される販売ノウハウ、販売管理などの目に見えない情報は、伝播では
なく移転のケースに当たる。 
 以上のような、経営資源を小売技術面に限定してみれば、日系百貨店は、台湾でも日本
の百貨店独自の小売技術を持ち込んでいる。メーカーでいえば「製造技術」に相当するも
のが、販売ノウハウであり、端的には为として商品調達力、仕入交渉力に加えてブランド
力やサービス力がそれに当てはまる。特に百貨店では信用・安心・安全がともなうブラン
ド力が重要であり消費者の選択指標となっている。そしてメーカーでいうところの「生産
ノウハウ」が、小売企業が遂行する販売管理ということになろう。どんなに優れた商品調
達力をもっていても、販売管理がうまくいかなければ百貨店経営は成り立たないであろう
し、逆に販売管理にたけていても、商品調達力が务っていれば他社へ消費者は流れて行く
であろう。 
 台湾市場における百貨店業態の成長の軌跡は、1980 年代後半から 1990 年代に入ってか
らそごう、三越の出店以降、伊勢丹（1992 年）、高島屋（1994 年）、阪神（1995 年）の
日系百貨店の出店に象徴されるように、地場百貨店に対して日系百貨店の小売技術を台湾
の小売構造、流通システムにうまく適合させてきたことで確認できる。本ヒアリング調査
でも、各日系百貨店では、日本の百貨店経営ノウハウをほぼそっくり継承した形で、台湾
市場へ適応させていることがわかっている。 
 
２．競争優位モデル 
 台湾における日系百貨店の行動は、日本での場合とは異なり、値引き販売を行なうなど
の特徴を有している。価格競争にも限界が生じていることから、百貨店が本来保有する有
形ではない無形の資源に注目してみた。 
 まず第１に、MD を挙げることができる。仕入れ業務そのものは、ほとんどテナントに
一任している部分が多い日系百貨店としては、商品売れ残りのリスクをテナントに負担さ
せているが、最近では、フロアマネジャーを通して取り扱い商品の指示や商品入れ替えの
設定にも一部関与することがある。また場合によっては、テナントごと入れ替えも珍しく
はないとのことなので、百貨店の命でもある「品揃えノウハウ」は競争優位の源泉になっ
ているといえる。ただし、各企業で異なる製品差別化は、模倣はされないとしても、時間
が経るにつれて、他企業とどの部分で差別化していくのかが百貨店の成長あるいは存続の
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テーマとなっている。 
 競争手段ともなっている差別化についての詳細について言及すると、製品差別化、サー
ビスの差別化、価格の差別化をどのように実行しているかということになる。他社との競
争では、自社にとって有効な差別化戦略を選択して実行することが必要であろう。そのた
めには、①製品差別化では製品開発時からの細やかな設計等、厳しい品質管理、②サービ
スの差別化ではブランドイメージ設計、流通チャネルの整備、③価格差別化では製品コス
トダウンに重点が置かれる(188)。地場百貨店に対する日系百貨店の差別化戦略は、商品調
達、品揃え段階からの指示を徹底させるとともに、空間を広く利用した商品ディスプレイ、
商品購買時の自社独自のカードポイント加算など、上記をミックスさせることに加えて、
売場の安全面対策、廃棄物処理面における環境配慮などにもみられる。これらの差別化を
行えることも百貨店の保有する能力として評価することができる。 
 各百貨店側はテナントにフロアの提供を行なっており、テナントに一任しているところ
がほとんどである。上述したように取引形態も消化仕入となっており、当然商品の所有権
はテナントである納入業者が所有しており、返品も行なわれる。したがって、百貨店とテ
ナントとの関係は、予め決められた売上金額の何％かを百貨店側へ支払うという契約によ
って繋がっている。しかし百貨店の場合、仕入れ形態が消化仕入という性格から、また販
売も納入業者からの派遣店員に依存という店舗管理の問題として頭を悩ましている部分も
ある。百貨店側は店舗管理という意味では、テナントを選ぶ立場にあり、頻繁にテナント
入れ替えを行なっており、百貨店の意向にそぐわない場合は、品揃えに関しても介入する
ことで、問題解決への取り組みとしている。 
 日本の百貨店では常時に見られない値引き販売を行なうと同時に、多くの場合、最上階
に設けてある特設会場での販売促進が消費者の店舗選好の目安ともなっている。そして、
MD では独自の品揃えの高級路線化、陳列方法の刷新から、テナント配置、店舗の物理的
設計にまで及ぶ。そして、ブランドの取り扱いは、代理商制度により人気有力ブランドを
独占することで達成されており、流行の先取りを含めて環境商品の品揃え強化、健康志向
品の品揃え強化を予定している百貨店もある。また逆に、低価格販売は行なわず、従来か
らの品揃え以外のサービス強化を掲げる店舗もある。 
 第２に、社員教育を挙げておく。社員教育は、小売業務の本質からそれると思われがち
であるが、日系百貨店が台湾へ出店した際に、最も苦労した点とされる。現地社員の教育
は、すべて本社からの出向社員で行ない、現在では台湾から日本の本社への研修制度もあ
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るようである。挨拶、顧客への応対はもとより、商品についての知識、商品管理の方法な
どについて徹底して社員教育することが、とりわけ地場百貨店との大きな競争優位となっ
たと思われる。人材育成はどの企業でもどの部署でも非常に困難である。百貨店では取引
上、納入業者に売場を一任している関係から社員教育については苦労する点が多々あり、
日々改善する余地があるようである。本社への研修制度を行なうなど各百貨店によってさ
まざまなようである。 
 このように各百貨店で保有している競争優位となる経営資源は、量的にも質的にも異な
っているばかりか、その経営資源の用途に関しても各百貨店で焦点が異なっている。MD
といっても、その重視している点も品揃えを中心として、最終的に商品販売までのあらゆ
る細部までに至り、またバイヤーを育てるといった人材育成までの側面を含めると非常に
幅広いといえる。 
 
 
第５節 おわりに 
 
 台湾における太平洋崇光と新光三越の二大日系百貨店の比較を行い、日系百貨店の競争
優位についての検討を試みた。台湾における流通外資参入の歴史は古くはない。特に日系
百貨店で最初に現地台湾企業との合弁方式で出店を果たした太平洋崇光の役割は非常に大
きかったといえるであろう。また現在のところ卖店舗経営を行なっている大葉高島屋、漢
神、統一阪急、そして本論で比較対象とした多店舗経営を行なっている太平洋崇光、新光
三越の出店により、日系百貨店を中心とした百貨店間の競争環境ができている。 
 この状況を作り出した大きな要因は、1986 年および 1989 年の外国人投資条例の改正（そ
の際の外資出資比率は最大 49％であったが、この比率も 2000 年からは解禁されて 100％外
資参入が可能）による台湾政府の規制緩和であるが、現地企業とのパートナーシップによ
り立地戦略、店舗差別化戦略を基礎とした MD や社員教育といった百貨店組織内部での自
助努力を継続的に行なってきた影響が大きい。 
 小売企業の海外への出店要因、とりわけ日系百貨店の台湾小売市場へのアプローチにお
いては、積極的な意図のもとに出店を試みていることをヒアリングから確認することがで
きたが、その際には、台湾企業との有形無形の繋がりや縁なども含めた国内外からの台湾
小売市場への参入条件がある程度整っており、各百貨店における出店準備が国内レベルで
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どの程度まで進んでいたのかということも考慮する必要があったように思われる。ただし、
出店するか否かの最終的な判断は、企業組織としての意思決定ということになろう。 
 また出店行動では、小売企業が保有している小売技術としての経営資源であることに着
目した。さらに、競争優位の源泉については、RBV の観点から百貨店が保有する無形資源
である MD、社員教育を取り上げて言及してきた。 
 日系百貨店は、日本での経営方式を踏襲しながら、諸外国の大規模小売企業に先駆けて、
台湾市場で先発者優位を確立してきたといえる。しかし台湾における百貨店数はすでに飽
和状態である。衣食住を取り扱う百貨店にとっては、特に衣料品、食料品は、どの納入業
者を指定し、どのような品揃えを行なうかは重要である。今後出店する際には、周辺に立
地している競争相手となる百貨店や量販店を調査することは当然であり、道路事情、最寄
交通機関とも将来大きく関係してくるであろう。 
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第７章 日系総合スーパーの展開 
 
 
第１節 はじめに 
 
 台湾小売市場では、百貨店、スーパーマーケット（以下 SM と略称）、量販店、コンビ
ニエンス・ストア（以下 CVS と略称）等の各業態において外資系小売企業の出店が行われ
てきた。日系小売企業も百貨店、総合スーパー（以下 GMS と略称）、食品スーパー、CVS
の各業態において出店済みである。しかしその裏側では、店舗数減尐、現地からの撤退も
繰り返し行われているのが実状である。本章では日系 GMS の台湾進出および撤退プロセ
スに焦点を当てる。 
 川端氏が指摘しているように、小売企業の海外進出には、企業の設立、１号店の出店、
さらに２号店以降の増店、移転、閉店、市場からの撤退という一連のプロセスが存在し、
この一連の行動を生み出すダイナミクスが解明(189)されつつある。 
 さて、小売業の出店要因および海外への出店行動研究においては、出店動機に焦点を当
てた分析(190)がある。既存の多くの出店研究では、尐なくとも小売企業の海外出店事例を
ベースとして小売業の国際化を論じるケースが大半である。一方で、小売企業の海外から
の撤退事例はかなり多いものの、それに関する理論的研究は非常に乏しいといっても過言
ではないであろう。 
 そこで本章では、2004 年から 2007 年にかけて、台湾で小売活動を行っている日系 GMS
へ直接出向き、経営幹部に対してヒアリング調査(191)を行い、その結果にもとづいて、台
湾市場における日系 GMS の経営現地化プロセスないし競争優位の源泉について検討を試
みたい。なお本章では、日系 GMS の進出・撤退の一連の行動を当該市場の小売国際化の
一プロセスとして捉えることにする。 
 まずは第２節で、台湾市場への外資系小売企業の参入状況を確認したうえで投資環境に
ついて触れ、第３節で、日系 GMS の出店プロセスについて述べていく。そして、第４節
で日系 GMS の優位性の相殺している現状分析を行い、そこから見えてくる販売現地化の
本質について検討を進めていくことにする。 
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第２節 量販店の地位と外資の投資環境 
 
１．外資系量販店とスーパーの参入状況 
 台湾における外資系小売企業(192)の市場参入状況は、各小売業態 (193)で異なっている。第
３章の表３-１で、台湾における为な小売企業の売上高と業態を確認すると、売上高上位
10 社のうち６社が地場企業と外資系小売企業との合弁会社で占められている。小売業にお
ける外資上位集中に特徴がみられると同時に、台湾における外資系小売企業の市場参入形
態は、合弁方式が顕著であることがわかる。 
 量販店は、ここ数年小売業のなかでも成長率がやや鈍化している業態である。業態別に
見た量販店の売上高シェアは、19.8％と近代的な全小売業態（総合商品小売業）のなかで
は３番目に位置する新興小売業態である（表５-４を参照）。実は、本章で分析対象として
いる日系 GMS は、台湾では SM 業態ではなく量販店業態として分類される。もちろん食
品も取り扱っているが食品スーパーとは分けられている。台湾におけるこの業態の特徴と
しては、外資系小売企業が为流であると同時にハイパーマーケット(194)業態も含まれると
いうことに注意したい。 
 1989 年に台湾現地企業と欧米企業との合弁会社の設立により、量販店の出店が開始され
ている。その代表格としてフランスの家楽福（カルフール）を挙げることができる。売上
高でも台湾における全小売企業のなかで第３位に位置している家楽福（カルフール）の存
在は非常に大きく、台湾の消費者に低価格商品の提供やさまざまなサービスを積極的に行
なっている小売企業として徐々に店舗数を増やしている (195)。過去に SM や専門量販店、
GMS も存在していなかった台湾小売市場では、ハイパーマーケットの参入余地があったと
思われるが、先発企業である家楽福（カルフール）が、台湾で最大手の統一企業と合弁会
社を設立して出店した後に、後発企業である愛買吉安（遠東グループとカジノの合弁会社）
や大潤発（潤泰グループとオーシャンの合弁会社）などが次々と台湾での出店を開始した。 
 一方の SM は、1952 年に「和興行」の支配人が日本から経営経験を積んで帰国後に台湾
で初めてのパン、缶詰、菓子を経営するセルフサービス店を開設してから、1960 年代後半
から 70 年代にかけて開店し始める (196)。2008 年現在、業態別売上高シェアでも 13.2％と
低迷しており（表５-４を参照）、売上高上位 10 位にランキングする大企業は１社しか存
在しない(197)。外資系企業では香港資本の頂好恵康（wellcome）が店舗数も多く知名度は高
い。日系 SM としては、いなげや、カスミ、サミット、丸久などが 1980 年代後半から 1990
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年代にかけて、積極的に合弁あるいは技術提携で参入した経緯はあるが、すでに撤退した
企業もあり、スーパー業態としては百貨店、量販店、そして CVS との競争で不利な部分が
多いようである。その理由は、何よりも台湾の食文化、消費者行動と関係しており、さら
には、圧倒的大多数を占める伝統的小売市場や露天商（屋台）にその牙城を奪われている
ことが、発展を阻害されてきた大きな要因と思われる。 
 
２．外資の投資環境と法整備 
 台湾の経済成長は、1970 年代半ばから特に 1990 年代前半にかけて国民所得の増大にと
もない顕著に伸びている。当時は、地場の大型百貨店が相次いで開業しており、外資系で
は欧米のハイパーマーケットが、そして日系百貨店が地場企業との技術提携により進出を
果たしている。 
 日系小売企業の台湾への直接投資が増加傾向にあるのは、過去の台湾経済の状況も勘案
しなければならないが、サービス業への投資認可（1986 年）、輸出義務撤廃、小売業への
投資認可、海外送金規制緩和（1987 年）など台湾政府の法制度の整備によるところが大き
いように思われる。そして、外資系小売企業の台湾小売市場への参入状況を決定的に変え
たのが、1954 年７月に公布された外国人投資条例であり、1980 年代後半から断続的に見直
され改正されてきた（1986 年および 1989 年、1999 年、2003 年）。生産性の高い流通シス
テムの導入を目指し、活発な小売企業の成長を期待しての台湾政府の規制緩和政策は、海
外の小売企業にとっては台湾市場参入の追い風となった。その結果、合弁方式での直接投
資が劇的に増加して、それにともない出店が加速した。 
 近年、台湾における法制度の整備は急速に進んできている。小売企業関連の投資関係基
本法は、「外国人投資条例」、「華僑投資条例」、「産業高度化促進条例」等であるが、
なかでも 1999 年９月および 2003 年２月の「外国人投資条例」の改正による、以下のよう
なさまざまな優遇措置の結果(198)、一部例外的に外資への制限が残されるだけとなってい
る。 
 ①元本、利益の本国送金の保証 
 ②配当金に対する源泉徴収税率の軽減 
 ③代表者（董事長）、役員構成、監査役、株为に関する会社法の規程（国籍、住所制限） 
 の適用除外 
 ④特定業種を除く出資比率制限の撤廃 
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 ⑤開業後 20 年以内の強制収用・買収を行なわないことの保証（ただし、資本総額の 45
％以上出資の場合） 
 ⑥従業員持ち株に関する会社法規程の適用除外（ただし、資本総額の 45％以上出資の場 
 合）、および株式公開に関する会社法規程の適用除外（ただし、資本総額の 45％以上 
 出資の場合） 
 このように、外資系小売企業にとっては、尐なくとも以前よりも台湾への出店を行ない
やすい法制度が整いつつある。しかし、別の見方をすれば、日系小売企業だけではなく、
諸外国の流通外資にとってもアジア進出への足がかりとしての法基盤整備が整ったという
ことにもなる。 
 次節以降では、イオンの台湾出店プロセス、イオンのプライベート・ブランド（以下 PB
と略称）である「トップバリュ」を中心とした製品戦略について考察することで、商業分
野における海外直接投資の意義を考えていきたい。 
 
 
第３節 日系総合スーパーの出店プロセス 
 
１．台湾における量販店と SC 
 イオンが展開するジャスコは、日本では一般的に総合スーパーのカテゴリーに属するが、
台湾経済部による分類では、総合商品小売業の量販店に位置付けされている。台湾の量販
店は、都市郊外または都市隣接の農業区および工業区用地に立地しており、倉庫型店舗内
における売場で、卸売業者、飲食業者、機関団体などへの卸売または一般消費者への小売
行為を行い、低価格販売でセルフサービス方式を採用(199)している。 
 台湾における量販店の先駆けは、1989 年に設立した万客隆（豊群グループとオランダ
SHV の合弁）である(200)。量販店の運営状況は、台湾小売市場では欧米系小売企業のハイ
パーマーケットが地場企業との合弁により出店し、その後、多店舗展開を行っているとこ
ろが多い。台湾では台湾小売構造の大きな特徴の１つでもある伝統的市場、露天商の存在
が、とりわけ、台湾の食品スーパーの業態革新が思うように進まない理由の１つとして考
えられている。この量販店の台頭は、零細小売業である伝統的市場、露天商、チェーン組
織化が遅れている SM、そして大規模小売業である百貨店の間隙を突いた形として顕れて
いる。 
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 一方、台湾におけるショッピングセンター（以下 SC と略称）の位置付けは、複合商業
施設として捉えられており、「多数の専門店および飲食店の集合体」という認識が一般的
である。なお SC は台湾当局の業態分類上では、総合商品小売業のうちで百貨店に属して
いるが、台湾連鎖曁加盟協会によれば、2008 年には 21 の SC が存在している（表５-５を
参照）。以下に述べるように、台湾の大規模 SC は、いずれもショッピングはもとより、
レジャー、娯楽、飲食、各種サービス等の提供機能を兼ね備えている。2000 年以降、台北
市を中心に毎年建設されている状況（表７-１）から、近年この SC への需要は高まりつつ
あるといえる。 
 台湾の为な SC は、環亜購物廣場、台茂单茨家庭娯楽購物中心、大江国際購物中心、徳
安購物中心、京華城 Living Mall、三僑微風廣場、風城購物中心、TAIPEI 101 MALL、美
麗華百楽園、環球購物中心などである。特に台北市と台北市近隣地区には、規模順に京華
城 Living Mall（204,190 ㎡）、環球購物中心（135,300 ㎡）、美麗華百楽園（125,400 ㎡）、
三僑微風廣場（75,900 ㎡）、TAIPEI 101 MALL（75,900 ㎡）の５つの巨大 SC が存在し
ている。 
 イオンが入店していたのは、台北市のすぐ隣に位置する台北県中和市に位置する環球購
物中心（Global Mall ショッピングセンター）のなかである。この環球購物中心は、2005
年に完成しており台湾のなかでも比較的新しい SC である。核テナントとして中心的な店
舗が存在するのは、この環球購物中心と 2006 年７月に嘉義市に開業した耐斯廣場と 2007
年５月に高雄市に開業した統一阪急百貨店が入店する夢時代購物中心（Dream Mall ショッ
ピングセンター）だけである。そこで本章では、イオンが台北市近郊の SC の核テナント
として出店した点に注目してみた。 
 
２．イオンの台湾出店行動 
 台湾にイオンが最初に１号店を開店させたのは 2003 年に遡る。台北市から台湾高速鉄道
（2007 年１月開業）で約 30 分の距離にある新竹市の風城購物中心（Windance ショッピン
グセンター）内である。しかし、同 SC 内に入店していた松屋百貨店の撤退（デベロッパ
ーとしても契約解消）や専門店の不振等の環境変化にともない、この１号店は 2006 年４月
に閉店した。そして１号店開店から約２年後の 2005 年 12 月に２店舗目となる店舗を、今
度は、台北市に隣接している中和市の環球購物中心（Global Mall ショッピングセンター）
内に開店させた。 
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为要店舗 駐車台数 順位
FNAC、IKEA、玩具反斗城、生活工場 279 ―
台茂観影城、百楽集为題娯楽餐廳 3,065 40
家楽福、英国SBC国際影城誠品書店 3,000 46
華納威秀、世界健身倶楽部 860 47
喜満客影城、メトロ百貨 1,505 ―
国賓影城 800 22
松屋百貨(撤退)、JUSCO(撤退)、麻吉为題楽園 3,102 38
太平洋SOGO、JASONS超市 1,800 26
摩天輪、華納威秀 1,300 ―
JUSCO、国賓影城、生活工場 1,600 ―
松屋百貨(撤退)、耐斯数位玩国、耐斯王子大飯店 500 ―
阪急百貨、Marks & Spencer、摩天輪 3,561 ―
 
表７-１ 台湾における为なショッピングセンター 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：敷地面積および総売場面積の卖位は㎡（一部を除く）。本表では元データより「坪＝3.2 ㎡」に換算
して表示した。 
出所：流通快訊雑誌社出版『2006 台湾地区大型店舗総覧』、2006 年、37～38 ページおよび流通快訊雑誌
社出版『2007 台湾地区餐飲連鎖曁大型店舗総覧』、2007 年、53 ページより修正加筆。 
 
 
 このモール型 SC は、デベロッパーである環球購物中心股份有限公司が、イオンモール
株式会社からコンサルティングを受けて開発した複合型大型商業施設である。SC の建物は
地上６階、地下２階という構造であり、アパレル等の専門店、シネマコンプレックス、レ
ストラン等など約 150 店が入店している。 
名称 開店日 敷地面積 総売場面積 建物概要 テナント数
環亜購物廣場 1999年4月 15,133 66,650 地上７階地下２階 約120
台茂单茨家庭娯楽購物中心 1999年7月 ５公頃 196,020 地上７階地下３階 220
大江国際購物中心(中?市) 2001年3月 ５公頃 不明 地上５階地下２階 280
徳安購物中心(台中市) 2001年9月 9,240 118,800 地上11階地下６階 約300
京華城 Living Mall 2001年10月 24,420 204,190 地上12階地下３階 約1000
三僑微風廣場 2001年10月 19,800 75,900 地上９階地下２階 約350
風城購物中心(新竹市) 2003年7月 39,276 341,480 地上12階地下５階 約1000
TAIPEI 101 MALL 2003年11月 524.7 75,900 地上４階 161
美麗華百楽園 2004年11月 24,750 125,400 地上５階地下１階 400
環球購物中心（中和市） 2005年12月 31,020 135,300 地上６階地下２階 約150
耐斯廣場（嘉義市） 2006年7月 11,910 92,796 地上17階地下４階 ―
統一夢時代（高雄市） 2007年5月 50,012 399,300 地上９階地下２階 約500
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 まず出店に先だって、1995 年にイオングループ 100％出資（資本金は３億元）の台湾永
旺百貨股份有限公司を設立することで進出基盤を整えた後に、核店舗の台湾ジャスコ（台
北県中和市中山路三段）として出店した。2006 年現在、台湾ジャスコの売場面積は、直営
部分 15,708 ㎡と専門店 1,963 ㎡(飲食店を含む)から成り(201)、１階フロア半分の約 5,100
㎡と地下１階全フロア約 11,000 ㎡の合計約 16,000 ㎡を有している。全従業員は、日本人
６人（うち２人は研修生）を含めた 356 人（正社員 100 人、パート 250 人）である。 
 そして、「①日本人の商品が受け入れやすい、②市場の可能性」という理由から顧客層
の中心である 30～40 代の为婦が入店しやすい条件を整え、車（約 40％）、バイク（約 40
％）、徒歩（約 20％）という来店手段も勘案し、比較的狭い範囲の買物客を対象として台
北市郊外の中和市に出店した。しかし商圏としては、平日は地元台北県の中和市、永和市、
板橋市を中心に、休日になれば台北市を一部含めた、周辺人口 150 万人を保有する台北市
近郊の立地ということになる。 
 経営幹部に尋ねたところ、出店については、「非常に厳しいが店舗拡大のチャンス」と
捉えているようであった(202)。特に同じ外資系小売企業としての家楽福（カルフール）や
大潤発などが行なっていない品揃えやサービスの提供で差別化を図り、消費者へ安全面、
衛生面で安心な商品を低価格で訴求することに重点を置いている。ヒアリング調査時点で
は、「ハイパーマーケットの台頭、伝統市場が根強い人気なので、その間をすりぬけて買
回り商品を中心とした店舗設定および展開」するということで非常に意欲が感じられた。
例えば、売場構成では、为に１階が衣料品とホビー売場、地下１階が食品、日用雑貨品、
家庭用品、家電製品売場、フードコート等となっている。衣料品は 20～30 代のカジュアル
衣料商品を为に、季節商品を先取りした品揃え。また玩具では、最近話題の知育玩具や「デ
ィズニー」、「サンリオ」等のキャラクター商品を取り揃え、若い世代のファミリー層に
合わせた品揃えを行っている。地下１階の食品売場では、イオンの PB である「トップバ
リュ」や人気の高い日本メーカーの商品などの品揃えを充実させている。また約 150 席の
フードコートでは、台湾初出店の「サーティーワンアイスクリーム」をはじめ、「ペッパ
ーランチ」、「築地銀だこ」、「熱烈一番亭」などの日本では馴染みがあるチェーン店を
入店させるなど、顧客に対して比較的日本を意識させる売場となっている。 
 さらに、台湾ジャスコでは、近年世界的にも憂慮されている小売レベルでの環境保全等
の活動に努めている。具体的な一例としては細分類された資源ゴミ回収の徹底が挙げられ
る。空き缶、ペットボトルのみならず、牛乳パック、食品トレーの資源ゴミ回収 BOX を
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店頭に設置し、顧客へとリサイクル活動を促している。また社会活動としては、「統一発
票」の収集を顧客へ呼びかけている。この「統一発票」は、台湾で小売店などが発行を義
務づけられている懸賞番号つきレシートのことで、当選番号と合致した当選賞金を社会福
祉施設や慈善事業への寄付金として役立てている。 
 このように、日本の GMS を全面的にアピールしており、台湾在住の日本人はもとより、
地元の消費者にとっても安心して買物ができる環境が整えられている。しかし、残す当面
の課題としては、第１に、後発組としての知名度をどのようにして向上させていくか、第
２に、集客するうえでの商品価格設定、第３に、以下で述べるイオンの PB 戦略が鍵を握
ると思われる。 
 
３．イオンの仕入活動と PB 戦略 
 まずイオンの仕入全体像を確認すると、大きく２つのパターンに分けることができる。
１つは「コンテナで日本から輸入する」パターン、もう１つは「台湾の代理商を通す」パ
ターンである。前者は、日本本社から仕入を行うケースであるとともに、対象は为として
PB 商品群が該当する。後者は、大規模な卸売業者があまり存在しない台湾でメーカー商品
を取り揃える役割を演じ仲介機能を果たしている代理商から仕入を行うケースである。 
 品揃え別にその構成比が高い順番に並べると、①食品（60％）、②家庭用品（20％）、
③衣料品（20％）となる。食品についての内訳は、野菜と果物との比率が４対６であり、
両者を合わせて台湾産が 70％を占める。残りの 30％は輸入である。全般的に中国産はほと
んど含まれないとのことであるが、特に果物では台湾産の占める割合が高い。台湾の気候
から現地でとれる果物は、やはり日本の SM ではあまり見られないものが多く取り揃えて
ある。なお、台湾市場では日本産の果物は高級品として認知されており、品揃えとしては、
今後日本産を増やしたいとのことであった。重要品目であるキャベツ、レタス、すいか、
パイン、巨峰、梨などは、年中提供されており、特に農家との直接取引はなく、原則とし
てバイヤーを通じて問屋（産地仲買）から仕入れたり、場合によっては貿易会社（商社）
を通して仕入を行っている。 
 台湾の日系百貨店と同様に GMS の品揃えは、各店舗のマーチャンダイジングに力点が
置かれている。例えば、衣料品・流行雑貨の品目数は増加傾向にあった。しかし、イオン
が重視している PB の「トップバリュ」について言えば家庭用品が为である。台湾ジャス
コで販売する「トップバリュ」は、すべて日本からの輸入品である。すべてが輸入品であ
- 129 - 
る大きな理由は、店舗規模からしても、現在取り揃えることが可能な量的側面からも、現
地生産よりも日本から輸入した方がコストを安くできる。この「トップバリュ」の商品群
は、日本と同様に食品、家庭用品から衣料品にまで及んでいるが、商品全体からすれば、
その比率は数%程度となっている。そして、販売価格は同種のナショナルブランド（NB）
商品と比べて３割程度安くなっている。 
 また当面、PB 取扱量を飛躍的に増加させない限り、日本からの PB 輸入における販売コ
ストの方が上昇してしまうために、店舗としては苦慮するところが多々ある。さらに PB
による製品差別化は有効であるが、商品入れ替え時の陳列設定にも工夫がいる。しかし、
いずれにしても、イオンが PB を積極的に販売するためには、ブランドイメージの確立以
上に、製品コストダウンを意識しながら、製品開発時からの細やかな設計および厳しい品
質管理、台湾におけるチャネル整備を行うことが急務と思われる。 
 
 
第４節 日系総合スーパーの優位性の相殺と撤退 
 
１．撤退行動と優位性の相殺 
 台湾小売市場における外資参入状況は、業態により多様化しており、そして異なった展
開がみられる。例えば、売上高上位企業を概観すれば、百貨店業態では日系百貨店、量販
店業態では欧米系ハイパーマーケット、CVS 業態では外資と内資が上位に混在するという
状況である。 
 日系 SM で顕著であるように、店舗の閉鎖、企業の撤退は、ミクロ要因としての当該企
業の長期的あるいは短期的戦略、マクロ要因としての経済的要因、あるいは市場要因によ
りさまざまな異なるケースが想定される。閉店・撤退を現象として捉えるにあたり、店舗
数削減により部分撤退をして徐々に完全撤退へと移行しているのか、また業務提携解消に
よる事実上の撤退なのか、あるいは資本レベルの関係解消による完全撤退なのか、などで
も閉店・撤退の捉え方も見直しを迫られる。さらには他の外資に買収（店舗の吸収合併を
含む）されることで閉店・撤退を余儀なくされるケースも当然出てくるであろう。 
 部分撤退にしても完全撤退にしても、閉店・撤退行動は、当該企業の経営状況を反映し
ているので、同企業にとっての意思決定の部分は大きいと思われる。それが大企業の閉店
・撤退の場合では、台湾地場の消費者へ与えるインパクトも尐なくない。いずれにしても
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各小売企業の経営状況の詳細は、一般的に非公開の部分が多く、海外での業績不振の原因
も多岐にわたっている。 
 海外へ進出した小売企業の撤退要因を店舗立地行動から解き明かしている川端氏は、小
売企業の業績不振を、①粗利益の低さ、②店舗賃貸料の重圧、③進出時期の誤り、④当該
参入市場の過剰な競争、⑤立地の選定ミス、そして特に④と⑤に注目しながら、進出した
後の为な閉店に関わる直接原因を、「家賃高騰」、「販売不振」、「パートナーとの関係」
に求めている(203)。これまでの先学の研究では、企業設立から出店、店舗数増加後に、店
舗縮小、閉店、事業清算と同時に完全撤退の展開を強いられる小売企業事例は、アジアで
はしばしばみられる(204)。 
 残念ながら現時点では、台湾から撤退した小売企業に直接ヒアリング調査することはで
きなかったが、すでに撤退している小売企業にとっては、出店・閉店・撤退に至るまでの
プロセスにおいて、現地消費者への販売不振、商品流通システムの未完成、家賃高騰を代
表格とする市場要因および出店タイミングなどを含めた分析が必要と思われる。 
 
表７-２ 台湾における为な外資系量販店の出店状況（延べ店舗数） 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：店舗数は 2010 年４月現在のデータである。 
出所：流通快訊雑誌社出版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、30 ページより抜粋修正加筆。 
 
 ところで、商業投資として欧米外資系小売企業の出店が際立っているのが台湾量販店業
態である。家楽福（カルフール）を筆頭とした大潤発、愛買吉安、好市多（コストコ）の
外資系小売企業の展開する店舗数は、2010 年４月現在、４社で 108 店舗にもなっている（表
７-２）。 
2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
家楽福 37 47 48 59 62 61
2005年
16 17
大潤発 23 23 23 24 24
4 5 5 6
24
愛買吉安 14 14 14 15
6
台湾ジャスコ 2 1 1 撤退 撤退 撤退
好市多 4
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 分類上、イオンはこの量販店に属しているが、これらの外資系ハイパーマーケットとは
大きな違いがある。それは前者の为な販売対象が大口購入者（卸売業者、飲食業者など）
を含んでいることや、会員制を採用（ただし一般客も入店可能の店舗もある）しているこ
とよりも、日本の GMS スタイルを忠実に再現して、商品販売を行っている点である。別
の表現を用いれば、店舗設定や品揃えも重視するが、それ以上に衛生面や環境重視の消費
者に対する姿勢が外資系ハイパーマーケットと大きく異なる顧客サービスであり、それが、
台湾消費者から見た、いわゆるイオンの「日本式」あるいは「日式」販売の一側面である
と筆者は考える。 
 しかし、この販売方法や品揃え等が台湾における量販店業態で、同業態競合他社と同様
に優位性を発揮できるとは限らない。さらには従来から店舗展開を優位に進めている日系
百貨店が存在する台湾では、日本と同様に GMS 展開が百貨店との関係から必ずしも優位
に運ぶとも限らない。そのような意味では、イオンの「日本式」あるいは「日式」販売の
本来もつ優位性が、何らかの部分で相殺させられている可能性も否定できない。 
 台湾において GMS の設立、出店から始まり、そして閉店・撤退 (205)の詳細までに踏み込
んだ研究は極めて尐ないなかで、筆者はアジアへ進出した日系小売企業調査の機会を与え
られ、台湾へ進出したイオンの競争優位性を分析しようとしていた矢先に、イオンが突然
市場からの撤退を表明(206)した。 
 
２．参入形態および立地 
 いわば後発組として異業態としての台湾小売市場へ参入を果たしたイオンは、イオング
ループ 100％出資にて１号店を 2003 年に SC の核店舗として開店、その後２店舗を保有し
て多店舗展開を試みてきた。 
 小売企業の国際化あるいは小売企業のグローバル化は、メーカーのそれとは異なり、現
実的な問題として消費者が住む場所に近い立地が議論の前提となっている。すなわち外資
系小売企業にとっては、台湾のどの都市に、そして、どの場所に出店行動を行うかが非常
に重要とされる（図６-２を参照）。ここには当然、商圏の問題も含まれており、立地が全
てではないが、外資系小売企業が長期的に「根付くか否か」の判断材料となりうる。 
 また商圏設定および立地条件が変化する要因もある。例えば、賃貸物件としての店舗家
賃は、小売企業にとっては看過できない要素である。経費に占める家賃比率の上昇は経営
を圧迫する。川端氏の研究では当該小売企業の進出時の家賃は、不動産相場や家为との交
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渉で決定されやすく、企業間でも損益結果の差として影響する(207)ことを述べている。 
 
３．販売現地化と店舗魅力度の向上 
 日系 GMS の仕入方法は、日系百貨店とは異なっている。仕入パターンは、①コンテナ
で日本から輸入、②台湾の代理商を通すケースであるが、農産物であれば農家との直取引
はほとんど行っていない。値引き販売は百貨店と同様に、祭事や販売促進としての催し物
の開催時期に行うと同時に、商品によっては年中割引して販売が行われているのである。
百貨店ではほとんど扱うことがない PB 商品の扱いを得意とする GMS の日本本社の商品開
発組織の役割は非常に大きいと思われる。 
 一般的に为な役割を担う为体として、①商品セレクター（商品開発者）、②マーチャン
ダイザー（仕入購買者）、③技術者がいる。まず商品セレクター（商品開発者）は、新商
品の企画立案、農家やメーカーなど製造部署への営業を担当する。PB 商品の企画には非常
に時間を費やすことが多い。商品の選定から商品情報、競合他社のマーケティング戦略、
そして市場動向などを勘案しながら企画し製品化を目指す。その際、農産物や食品の場合
では直接農家やメーカーと交渉したり相談することが前提となる。これが、次のマーチャ
ンダイザー（仕入購買者）の役割である。製造原価の調査から始まり、仕入条件の交渉・
調整を行う。店頭販売における商品コンセプト説明を通じて、製造販売契約を締結しても
品質管理等の問題は残るので、技術者が製造技術、品質管理（食品衛生、安全基準等）を
担当することで、PB 管理は徹底される。 
 ただし、台湾における PB 商品投入の基礎的条件として考えられる、以下の項目は現地
化と関連して重要であろう。第１に、小売企業のストアブランドの忠誠度（信用性）が高
いことである。PB 商品の販売は店舗の認知度によっても変化する。そこで、ストアロイヤ
ルティの向上は PB の認知度を高め、ひいては PB 商品の売上上昇に貢献すると思われる。 
 第２に、PB 開発ノウハウが従来から培われており、かつ PB 育成が丹念なことである。
PB 商品の販売が伸び悩み、結果的に PB 商品の取り扱いを停止した小売企業も過去には存
在する。これらの小売企業に共通する事柄は、PB 開発ノウハウは備わっていたが、PB 育
成に力を入れていなかった。あるいは PB 戦略の方向性を見誤っていたケースが散見され
る。 
 第３に、商品の企画力と販売促進力の高さにより PB である程度の収益が見込めること
である。为とした目的ではないにしろ、第２に指摘した PB 戦略の企画段階において、当
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然ある程度の収益を見込んだ商品開発が行われている。しかし、上述したストアブランド
ありきの PB 商品の販売ではなく、逆に PB の知名度上昇や全商品に占める販売比率の上昇
によりストアブランドが認知され、消費者に受け入れられるケースもあろう。これがまさ
に、第４としての消費者意識という大きな問題（逆に NB 志向が弱い）として立ちふさが
る。 
 
 
第５節 おわりに 
 
 本章では、すでに台湾から撤退している日系総合スーパーのイオンを事例として取り上
げた。小売国際化が進展している台湾における量販店業態では、ハイパーマーケットを展
開している家楽福（カルフール）や大潤発（オーシャン）、そして倉庫型現金卸売業とし
て知られている好市多（コストコ）が売上高の上位に名を連ねる。イオンは競争関係では
これらの欧米企業に勝ることができなかったが、本章ではヒアリング調査を実施し、イオ
ンの出店プロセスを改めて分析することで、出店前期段階からの現地パートナー模索の重
要性や立地選択の正否が２号店以降の出店に影響を及ぼす可能性があることを示唆するこ
とができた。また出店後には当該市場における競合相手との熾烈な価格競争が想定される
ので、仕入および商品販売の現地化がキーワードとなることを改めて確認することができ
た。 
 最後に、台湾の消費者は台湾の経済発展および所得水準の上昇とともに、先発小売企業
である日系百貨店において買物することを、ある意味でステータスと感じるようになって
きている。百貨店ではただ買物のみをする場所だけではなく、その空間で行われているエ
ンターテイメントを楽しんだり、流行の最先端を実感できたり、アミューズメント施設と
して際限ない消費者の欲求を満足させる空間を演出している。一方で、後発小売企業であ
る日系 GMS にとっては、ただ日系というだけでは満足しない台湾消費者の購買行動を惹
きつけるだけの魅力を持ち得なかったと言えよう。そして、経営現地化という視点からす
れば、台湾の小売環境に完全に適応できなかったということになる。  
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第８章 日系コンビニエンス・ストアの展開 
 
 
第１節 はじめに 
 
 台湾におけるコンビニエンス・ストア（以下 CVS と略称）の生成は、1970 年代の初め
に台湾で設立され始めたスーパーマーケット、量販店(208)からやや遅れて始まる。その後、
本業態の象徴的存在であるセブン-イレブン台湾の出店を契機として、1986 年の台湾政府
の外国人投資条例改正による外資の出店規制緩和にともなう流通市場開放後以降、台湾に
おける CVS は徐々に成長を遂げてきた。 
 その成長の原動力となっているのが、1980 年代後半の台湾の政治的民为化、産業の高度
化、情報技術の発達などを含む台湾経済の成長(209)であり、何よりも当時から台湾におけ
る内需拡大を特徴づける台湾消費者の活発な商品・サービス購買行動に裏付けられる。 
 台湾における CVS 発展のポイントは、国民１人あたりの GDP の増加および消費者の購
買行動と関係していると思われるが、今日の近代的販売組織の登場以降、CVS の果たして
きた役割にある。多様化する消費需要に対して俊敏に対応してきたのが CVS である。 
 本章は、日系 CVS(210)の海外進出の草分け的存在であると同時に、台湾日系小売企業の
代表格にまで成長を遂げている台湾全家便利商店（台湾ファミリーマート）の出店プロセ
スおよびフランチャイズチェーン（以下 FC と略称）展開について、以下の着目点を中心
に分析を進めていく。 
 まず第１に、台湾小売市場における国際化を視野に入れながら、小売市場での競争関係
について分析する。ここでは、台湾地場大手の統一超商が運営するセブン-イレブン台湾の
存在（プレゼンス）が大きな CVS 業態における日系 CVS の台湾ファミリーマートの出店
プロセスないし事業展開について考察する。 
 そして第２に、台湾資本と外資系資本の競争関係ないし台湾消費者へのアプローチにお
いて台湾ファミリーマートが果たしている役割を論じ、日系 CVS の FC 投資の目的とガバ
ナンス（統治）の特徴を明らかにすることである。 
 第３として、日系 CVS として台湾における CVS の経験則を活かして中国小売市場へ参
入する際の小売ビジネスモデルについて提示したい。 
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第２節 台湾のコンビニエンス・ストアの生成 
 
１．台湾の CVS の出現 
 台湾における CVS は、1977 年に中国農村復興委員会、台北市政府建設局と行政院青年
輔導委員会が設置した「青年商店」(211)がその雛形として知られている。翌年の 1978 年に
は、台湾大手食品メーカーの統一企業が統一超級商業股份有限公司を設立し、さらに翌年
にあたる 1979 年５月に「統一超級商店」を台湾の各都市で一斉に開店 (212)させることで、
台湾 CVS の原型が出来上がった。 
 そして、1979 年 10 月の統一企業とアメリカサウスランド社（現 SEVEN ELEVEN Inc.）
とのエリア・フランチャイズ契約の締結により、翌年の 1980 年２月にセブン-イレブン台
湾の１号店が開店する。これにより台湾における CVS の FC 化の試みが開始されることに
なるが、その当時の統一超商は、日本のセブン-イレブン・ジャパンとは異なり、ドミナン
ト出店方式ではなく分散型の出店方式を採用したことで、商品配送や運営・管理面におい
て非常に苦慮(213)している。それ以外にも、商品の値付け等を中心とした消費者購買面に
順応できなかったことや立地選定に対する理解不足(214)により、一部の購買者層の獲得に
しか結びつかなかったとされる。 
 この時期は、CVS 業態の生成期として位置付けすることができるが、何よりも重要なこ
とは、旧態依然であった台湾の商品流通において台湾地場の食品メーカーである統一企業
がリーダーシップをとり、CVS 事業における取引をディーラーや卸売業を为導とした取引
ではなくメーカー为導へと転換させることで、その後の CVS 発展の土台を作り上げたこと
である。 
 1986 年になると台湾政府の外国人投資条例の改正が行われ、これにより外資参入がより
顕著となる。例えば 1988 年には、富群超商（OK 便利店）、全家便利商店（台湾ファミリ
ーマート）、安賓超商（am/pm）(215)、日光便利商店（後に福客多商店〈ニコマート〉）(216)
などの市場参入により、台湾 CVS 草創期における CVS の認知度上昇をもたらすとともに、
台湾流通の近代化および小売国際化へ向けた発展基盤を形成することになる。 
 さらに、翌年の 1989 年からの数年間では、上記の外資系 CVS の市場参入に刺激され台
湾地場企業による CVS の開店が目立つようになる。例えば、1989 年には光泉グループ 100
％出資の莱爾富便利商店（ハイライフ）を筆頭に、台湾巨蛋超商（1989 年、後に中日超商
〈2007 年撤退〉）、翁財記便利商店（1990 年、2006 年撤退）、界陽超商（1991 年、2007
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年撤退）、掬水軒便利店（1991 年）、新東陽便利店（1993 年）などの CVS が次々と開店
する。 
 初期の台湾地場企業による CVS の開店は、台湾消費者への CVS の認知度上昇に貢献す
る部分もあり、その後の近代的店舗の増加には欠かせない存在であった。その特徴として
は、第１に为として食品メーカーによる CVS 事業の展開として位置付けされること。第２
に上記の CVS 以外で、地方に存在する個店のなかには外資 CVS の模倣とも見て取れる店
舗も存在していること。第３に 1990 年代半ば以降、資本力がない CVS は淘汰され現存し
ないなどが挙げられる。 
 結果、台湾地場企業の CVS 事業への参画は、台湾消費者の日常生活における消費需要に
応えるだけでなく、当時からの買い物行動における便利さ、手軽さ、速さなどを求めたニ
ーズをも満たし、それに清潔な店舗、豊富な品揃え、24 時間営業等を付け加えたサービス
形態(217)が増加することで、既存組織である百貨店、スーパーマーケットと同様に総合商
品小売業として消費者に浸透してきたのである。 
 1994 年には、台湾糖業グループと日本 Little Link 社の合弁 CVS である台糖密鄰が開店し
ている。後述するように、この 1994 年辺りから台湾の CVS 店舗数増加に関しては質的変化
をともなうことになる。それは、新規参入企業の増加よりも、既存 CVS の FC 化の加速に
よる店舗の増加が顕著となり、1990 年代から 2000 年代後半にかけては、合併・買収をと
もなう外資 CVS と地場 CVS との寡占的競争関係へと発展していく。 
 2010 年４月現在のところ、台湾における CVS の市場占有状況(218)は、①セブン-イレブ
ン（4,750 店舗）、②ファミリーマート（2,450 店舗）、③ハイライフ（1,240 店舗）、④
OK 便利店（835 店舗）の４社による寡占であり、４社の店舗数の合計は約 9,200 店舗を超
えている（表８-１）。 
 
表８-１ 台湾の为な CVS の店舗数推移（2002～10 年） 
注：店舗数は 2002 年から 2009 年までは各年 12 月現在のデータ、2010 年は４月現在のデータである。 
1 統一超商（7-ELEVEn） 3,183 3,464 3,679 4,037 4,402 4,705 4,800 4,750 4,750
2 全家便利商店（Family Mart） 1,302 1,512 1,702 1,851 2,012 2,228 2,326 2,401 2,450
3 莱爾富国際（Hi-Life） 820 916 1,064 1,160 1,261 1,296 1,239 1,245 1,240
4 富群超商（OK便利店） 680 746 804 873 869 818 830 837 835
5 台糖密鄰 122 58 16 20 20 20 20 19 19
合計 6,107 6,696 7,265 7,941 8,564 9,067 9,215 9,252 9,294
2006年 2007年 2008年 2009年 2010年順位 店舗名 2002年 2003年 2004年 2005年
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出所：流通快訊雑誌社出版『2006 台湾地区大型店舗総覧』、2006 年、153 ページおよび流通快訊雑誌社出
版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、141 ページ。 
 
 
 この CVS 上位４社のうち、台湾ファミリーマートだけが毎年店舗数を減らすことなく増
加させている。特に 2007 年から 2008 年にかけては、ニコマートの買収による影響により
著しく店舗数を増加させている。ただし、2002 年から 2007 年までは、毎年 150 店舗近く
から 200 店舗を超える出店を達成しているが、2008 年からは 100 店舗以下の出店数にとど
まっている。 
 
２．CVS のチェーンストア化の背景 
 台湾における CVS は、上述の通り、大きくは地場 CVS と外資 CVS に分けることができ
る。特に大手 CVS４社のデータによれば（表８-２）、約 9,184 店舗のうちセブン-イレブ
ン台湾が 52％を超える。セブン-イレブン台湾の店舗のうち約 90％が FC である。一方、
台湾ファミリーマートも CVS４社のうちでは約 25％のシェアをもち、加盟店比率は 91.2
％とセブン-イレブン台湾を上回る。 
 
表８-２ 台湾における为な CVS の売上高および店舗数（2009 年） 
注：設立年、店舗数は台湾連鎖曁加盟協会データ、売上高は流通快訊雑誌社出版データを参照した。なお
店舗数は 2009 年４月現在のデータである。 
出所：流通快訊雑誌社出版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、26 ページおよび台湾連鎖曁加盟協
会『2009 台湾連鎖店年鑑』、2009 年、107 ページより抜粋修正加筆。 
 
 
 さて、台湾地場 CVS と外資 CVS の差異は、近代的小売技術を駆使しているか否かとい
う指標で判断することも可能であるが、組織的なチェーン化がどの程度進捗しているかと
直営店 加盟店 （率） 合計 シェア
1 統一超商（7-ELEVEn） 1978年 1482.78 494 4,302 89.7% 4,796 52.2%
2 全家便利商店（Family Mart） 1988年 392.05 205 2,119 91.2% 2,324 25.3%
3 莱爾富国際（Hi-Life） 1989年 150.00 361 875 70.8% 1,236 13.5%
4 富群超商（OK便利店） 1988年 101.89 227 601 72.6% 828 9.0%
合計 1,287 7,897 86.0% 9,184 100%
順位 店舗名 設立年 売上高(億元)
店舗数
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いう側面も看過できないであろう。 
 台湾の CVS のチェーンストア化は、1980 年代に入ってから徐々に浸透しており、本格
的にチェーン化が加速するのは、1990 年代になってからの外資先導による FC システムの
導入後である。特に FC システムの導入や商業の組織化の一形態であるショッピングセン
ター（SC）(219)の設立を代表とする先進的小売技術や小売経営方式の導入背景には、当時
の台湾政府が先進諸国の近代的流通の仕組みを取り入れるために、外資の導入に積極的で
あったことが挙げられる。 
 そもそも CVS という小規模零細店舗における企業経営は、その規模拡大のために行うチ
ェーン化が、ある意味必須条件となっている。台湾小規模零細企業とチェーン化の因果関
係は明確ではないが、尐なくとも CVS のチェーン化加速の理由の１つに、台湾の国民性で
自身が店舗オーナーを志向し、また創業する意欲が高く、チェーン加盟する傾向が盛んで
ある(220)ことが考えられる。それは、劉氏も指摘しているように、台湾における大企業と
中小企業との関係において系列関係や下請関係が明白ではなく、集団企業内部に系列が存
在した程度であり、実際に企業経営部分では、大小に関係なく独立経営志向が強い (221)こ
ととも関連しているようである。さらに、企業の大小を問わず外資系企業との合弁を为と
する提携関係を志向し、中小企業についても特に技術面における外資との協力関係が広く
見られる(222)という台湾独自の民営企業発展の側面を併せもっている。 
 いずれにせよ、台湾の CVS のチェーン化は直営店による多店舗展開よりも、FC による
多店舗展開が为流であり、その点は表８-２にも示されている通りであるが、台湾地場 CVS
よりも外資 CVS の方が加盟店比率は高い傾向にある。 
 
 
第３節 台湾ファミリーマートの出店プロセス 
 
１．出店経緯とその概要 
 まずここでは、ファミリーマートの台湾出店について、その概要を時系列的に考察する
ことにする。 
 ファミリーマートの海外進出は、1988 年の台湾を嚆矢に韓国（1990 年）、タイ（1992
年）のアジアを中心とした進出に引き続き、2005 年７月にはアメリカへ、そして隣国の中
国には、2004 年４月に上海福満家便利有限公司を設立して出店を開始している。また 2009
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年にはベトナムにも１号店を出店したばかりである。 
 ファミリーマートの台湾出店は、1988 年８月に伊藤忠商事、台湾地場企業である国産汽
車股份有限公司ほかと「全家便利商店股份有限公司」を設立したことで第一歩を踏み出し
た。同年に１号店を台北駅地区に開店させて以来、６年間は黒字経営にはならなかったが、
1997 年には 500 店舗を開店させ、2006 年までの３年ごとに 500 店舗の開店を達成(223)して
いる。 
 ちなみに、最初の店舗を開店させてから 500 店舗を有するまでには９年経過しているが
（図８-１）、その後は後述するように、1990 年からの FC 加盟店方式へのシフトにより店
舗数を伸ばしている。 
 
図８-１ 台湾ファミリーマートの店舗数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：棒グラフにおける数値は、出所の店舗数推移のおおよそのデータを参照した。 
出 所 ： 『 Family Mart Annual Report 2010 』 、 16 ペ ー ジ （ フ ァ ミ リ ー マ ー ト Web サ イ ト
http://family.co.jp/company/investor_relations/library/annual_report/pdf/10/j00.pdf）。 
 
 
 ファミリーマートの台湾出店の大きな特徴となっているのが、現地における物流戦略で
ある。これは１号店が開店した翌年の 1989 年に台湾地場企業である禾豊グループと合弁で
「全台物流股份有限公司」という物流会社を設立(224)したことから始まっている。この物
流会社は、西野商事（現日本アクセス）の資本とノウハウが活かされている台湾ファミリ
ーマート専用の物流会社として位置付けされる。特に商品の配送に関しては、①常温商品、
②低温商品（冷凍商品・チルド商品）、③米飯商品の異なる３つの商品別温度管理 (225)に
0
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よって、ベンダーから店舗へ商品の移動にともなう品質低下を極力尐なくする工夫がなさ
れている。つまり、自ら出資して物流会社を設立し、日本と同様に CVS システムをうまく
機能させ、店舗数が尐ない段階からの物流面のインフラ整備を行うことで、長期的に商品
販売の無駄を省く努力を行ってきている。この点は、日系小売企業として台湾の流通構造
への現地適応を図っている点といえよう。 
 台湾ファミリーマートの店舗数の増加は、1990 年から加盟店方式を導入することで加速
する。それと関連して、現地パートナーのアイディアを活用して進出当初の店舗面積の半
分の小型店舗を開発した結果、一気に店舗拡大につながっている (226)。しかしながら、１
号店出店より 10 年を経た 1998 年には、台湾地場企業の国産汽車股份有限公司の財政危機
により、所有株を売却することで、日本ファミリーマート（45％）、伊藤忠商事（４％）、
泰山グループ（17.5％）、光泉グループ（10.25％）、台湾三洋製薬（10.25％）へと出資
比率が変化(227)し、その後の出店戦略の転機が訪れる。 
 ところで、台湾ファミリーマートは、これまでの台湾 CVS にはない新しいサービスも導
入してきている。例えば、1998 年に台北市で始めた試みは、業界初となる車の駐車料金収
納代行業務である。また翌年の 1999 年にはハイライフ、OK 便利店、福客多便利商店（ニ
コマート）の３社における共同事業と位置付けて、電子商取引事業の運営を開始している。
さらに 2002 年には、新年おせち料理の予約サービスも始めている(228)。2003 年には次世代
POS（販売時点情報管理）の導入を開始するが、同年６月になり台糖グループの台糖密鄰
の 43 店舗を吸収（残りは技術提供）することで、台湾における出店数増加の計画を加速化
させる。そして、2007 年には福客多便利商店（ニコマート）の 157 店舗を買収することで、
より大手４社の CVS の寡占化の進行に拍車をかけている。 
 
２．店頭を支えるシステム 
 上述した台湾ファミリーマート専用の物流会社の設立以外にも CVS 関連事業としては、
台湾ファミリーマート専用の弁当工場の設立がある。ファミリーマートと伊藤忠商事との
共同出資で 2004 年に桃園県に設立された「屏栄食品股份有限公司」である。この会社は弁
当類 72 品目、デザート類 16 品目の生産体制を構築するだけでなく、日本における流れ作
業式の生産工程と衛生管理方法を導入(229)している。 
 CVS にとって要となる分野でもあるファーストフード類に関しては、1999 年に「林口鮮
食工廠」という米飯商品の加工工場を設立して、自社ブランドの米飯 PB 商品の販売にも
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着手した。そして、2001 年には「林口麺包廠」というパン工場を設立することで、台湾フ
ァミリーマートの店舗へ PB 商品の供給を行っている。 
 また雑誌や書籍といった出版物の物流に関しては、2004 年に「日翔文化行銷」を専門の
物流会社として立ち上げ、自社配送体制を確立した。さらに 2005 年にはバーコードと情報
システム管理会社を設置することで、店頭 POS の有効活用と商品供給および在庫管理シス
テムの効率化を図るなど、本部と加盟店とのマネジメント強化に努めている。 
 このような台湾ファミリーマートの商品供給会社や専門の物流会社の設立あるいは関連
会社の増設は、個別店舗の出店地域拡大への対応であり、台湾ファミリーマートの商品別
物流管理体制の構築により、店頭を支えるシステムとして捉えることができる。 
 
３．商品構成からの利益源泉 
 台湾ファミリーマートにおける商品別売り上げ構成比は、上位から飲料（26％）、タバ
コ（25％）、日用雑貨（14％）、ファーストフード（９％）、酒（７％）、スナック（７
％）、加工食品（４％）と続く(230)。つまり、日本で CVS の为力商品となっているのは弁
当・おにぎり類(231)であるが、台湾でのそれは飲料とタバコとで全体の半分を占めている。 
 日本と台湾との CVS の取扱品目や商品構成が異なることは、何を意味するのであろう
か。日本における CVS の売れ筋商品である弁当・おにぎり類などの小売業者独自ブランド
は NB と違い利幅が大きく、店頭でも力を入れている商品群である。この商品群はあまり
日持ちしないこともあり、売れ残る場合には廃棄ロスが生じやすい商品特性がある。さら
にまた、他の CVS との差別化がしやすいという特徴を持ち合わせている。すなわち粗利益
が高く、鮮度が重要であると同時に、独自商品ということも関係して競争相手も多いとい
うのが弁当・おにぎり類ということになる。 
 店頭において粗利益の高い商品が多く売れることは、売上増につながりやすい上に、棚
割や商品品揃えに関しても専門化しやすい点で小売においてはメリットは多いが、逆に粗
利益が低い商品は、多く販売しなければ店頭にとってのメリットは薄れることになる。商
品の鮮度については、店頭での管理の問題もあるが商品回転率や在庫保有との関わりが大
きいとともに、CVS における多頻度小口配送の物流と直結する。商品差別化の点では、CVS
の競争相手は CVS だけではない。弁当・おにぎり類であれば、飲食物提供に関わるすべて
の店舗が競争相手となり、身近に想定されるのが飲食店、スーパーマーケットおよび露天
商（屋台）である。 
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 台湾ファミリーマートの商品構成比から粗利益の低い商品が为力となっていることが確
認できる。この部分だけに着目して、台湾と日本との CVS のビジネスモデルを比較すれば、
台湾での CVS 成功度は低く見積もられがちにならざるをえない。 
 しかし、実は台湾 CVS には商品購入と同時に、各種サービス代行の提供が多く見られる。
それは川端氏も指摘している通り、サービス消費部分が増大しており、宅配便受付、通販
の受け渡し場所、公共料金の代行収納など生活インフラとしての機能を有している (232)。
つまり、台湾における CVS の利益源泉の１つがここにある。CVS の社会的な位置づけを
考えた場合、商品品揃えもそうであるが、これは卖純に言えば消費者ニーズを反映した結
果であろう。 
 
 
第４節 台湾ファミリーマートの台湾展開と中国展開 
 
１．日系 CVS の競争環境変化 
(1)セブン-イレブン台湾の影響 
 台湾ファミリーマートにとっての最大の競争相手は、セブン-イレブン台湾である。統一
超商が運営するセブン-イレブン台湾は、台湾での CVS の先駆けであり台湾 CVS の発展素
地を作り上げ、台湾ファミリーマートが出店した後も、常に台湾の小売業界をリードして
きた台湾における流通近代化の立役者でもある。この点においては、台湾ファミリーマー
トはセブン-イレブン台湾の影響を尐なからず受けていると思われる。 
 台湾ファミリーマートよりも 10 年近く先に１号店を出店し、台湾の流通事情や流通構造
を熟知したセブン-イレブン台湾の初期のアドバンテージは、店舗数の多さ（1988 年段階
で 200 店舗を達成）に加えて、消費者の店舗認知度の向上、POS のテスト導入（1988 年）
や近代的な発注システムの EOS（電子自動発注システム）の台湾全地域への導入（1989 年）
に見られるが、何よりも旧態依然であった台湾のメーカーと卸売業者（ディーラー）との
間における卸売为導型の取引関係をメーカー为導型へと再編(233)してきたことである。 
 これに倣い、台湾ファミリーマートも台湾における自社チャネルの構築を物流面から展
開している。前述したように、セブン-イレブン台湾よりも早い段階(234)で専用の物流会社
である「全台物流股份有限公司」を１号店開店の翌年に設立している。 
 別の側面からでは、海外の小売ビジネスを積極的に台湾小売市場に導入し、台湾の小売
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国際化を促進させたのもセブン-イレブン台湾である。鍾氏は、セブン-イレブン台湾を運
営する統一超商の発展プロセスを、第１段階から第５段階に分けて分析 (235)しており、と
りわけ狭い台湾市場において積極的に海外ビジネスを取り入れることで市場シェアを獲得
する戦略を模索したことを挙げる。そして、端的には統一企業グループにおける多角化で
あるが、1990 年代までの多角化は、経営環境における資源不足の補完的役割を果たし、2000
年以降の多角化は、外資の経営ノウハウを吸収することで企業成長を追求した展開 (236)で
あることを述べている。 
 この点に関して、現在のところ、海外ビジネスの台湾市場への導入のみならず、統一超
商自らが中国を中心に海外出店を進めている点に象徴される(237)。 
 後述するように、2000 年以降、台湾ファミリーマートも中国への店舗展開を模索してお
り、2004 年７月に上海で１号店をオープンさせている。 
 
(2)飲食業と露天商の影響 
 前節で述べたように、CVS における弁当やおにぎり類の商品売り上げ構成比が低いの
は、店頭においても売れないからである。売れない理由の１つに台湾の夜市における屋台
文化がある。屋台で食事を摂る習慣は、アジア圏では尐なからず存在する。台湾も例外で
はなく、台湾消費者の食生活が朝夕、場合によっては昼食も露店で済ます傾向は大いに考
えられる。 
 このことはアジアにおける市場特性として、非常に重視しなければならない一要素であ
り、台湾小売市場においても店舗を有する小売企業として食品分野の取扱いおよび売買の
決め手となっている。 
 その結果、台湾では共働きが多いこととも関連するが、露天商である屋台における外食
文化が慣習となっていることが、弁当やおにぎり類の購入を妨げているのである。この点
については、日本での弁当・おにぎり類の売上比率が他の商品と比べて高いことがむしろ
異常であると言うこともできるが、弁当類の粗利益が高い商品の販売低調傾向は、日系
CVS のビジネスモデルからすれば、海外の進出先における利潤源泉を別のパートに委ねる
か、あるいは別の利潤源泉を見いだす必要に迫られることを意味する。 
 
２．日系 CVS の国際化とその視点 
(1)小売経営における国際化の視点 
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 台湾 CVS の最大手である統一超商は、親企業である統一企業グループの国際化や多角化
の一環として、CVS を筆頭に百貨店、飲食業、ドラッグストアなど多様な業態展開を進め
ている。一方で、台湾ファミリーマートは、日本ファミリーマートの海外進出の一環とし
て CVS 関連事業の多角化を意図しており、進出業態の多角化は見られない (238)。 
 ファミリーマートは、日系 CVS のなかで最も海外展開を進めている企業であり、2010
年２月末現在では、日本国内店舗 7,688 店舗に対して海外店舗数 8,101 店舗と国内店舗数
よりも海外店舗数の方が上回る(239)。 
 進出国は進出順に台湾（1988 年・合弁→2002 年株式公開）、韓国（1990 年・FC→合弁
・子会社）、タイ（1993 年・合弁）、中国・上海（2004 年・合弁）、アメリカ（2005 年
・共同出資）、中国・広州（2006 年・合弁）、中国・蘇州（2007 年・合弁）、ベトナム（2009
年・合弁）(240)であり、特に海外市場では韓国における店舗数が台湾よりも上回る成長を
遂げている。 
 ファミリーマートの海外展開の特徴の１つは、日本の本社が为導権を掌握して事業展開
を行うのではなく、現地パートナー企業に運営を委ねるのが基本姿勢ということ (241)がう
かがえる。 
 
(2)小売ノウハウの移転 
 小売企業の国際展開においては、しばしば小売ノウハウの母国から進出先国への移転が
取り上げられる。CVS の小売ノウハウの移転は、金氏も指摘しているように、マニュアル
化できる、あるいはマニュアル化しやすい「技術依存型小売ノウハウ」は移転しやすく（適
用プロセス）、マニュアル化できない、あるいはマニュアル化しにくい「管理依存型小売
ノウハウ」については移転しにくい（適応プロセス）(242)。 
 例えば、商標や店舗レイアウトなどについては母国での仕様を用いて適用し、仕入や物
流などは現地仕様に従うなどの適応が考えられる。また、CVS が保有する経営資源の１つ
である CVS 独自の小売ノウハウが模倣しやすいか否かによって、当該 CVS が適用化戦略
（標準化戦略）を採用するのか、あるいは適応化戦略を採用するかにも分かれるであろう。 
 ここで焦点となるのは、CVS における移転しにくいノウハウが何かということになる
が、金氏に倣えば、セルフサービス、ユニホーム、ブランド、小売経営理念などは母国の
CVS から同じ仕様のものを適用できる。つまり、母国仕様で標準化しても現地における小
売経営上の影響が尐ないと考えられるものである。 
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 問題とされるのは、進出先国で状況に応じて変えなければならないものである。そのい
くつかは、ロケーション選定基準、ストア・レイアウトなどであり、母国での仕様を鑑み
ながら、ある程度進出先国でアレンジする必要があるものから小売経営方式（業態）、小
売ミックス戦略、仕入・在庫管理方法など、かなり柔軟な対応に迫られるものまで、多岐
にわたって存在する。これらは進出先国別で適応させることで小売経営上の影響が尐ない
と考えられるものである。 
 
３．台湾での経験則とその応用（中国への展開） 
 1990 年代後半からは台湾企業の中国大陸への出店が非常に顕著になっている。台湾企業
の中国への直接投資は、为としてメーカーが中心であるが、小売企業については、1999 年
の「外商投資商業企業暫定規則」、2004 年の「外商投資商業分野管理規則」の施行により、
段階的に外資の中国国内における商品販売規制が緩和されてきた結果、増加傾向にある。
台湾から中国大陸へと進出している企業は、とりわけ小売業では 1993 年に百貨店として出
店した太平洋百貨（遠東・太平洋崇光）、1997 年にはハイパーマーケットの家楽福（統一
企業）と好又多（誠泰・宏仁）、1998 年には楽購（頂新・味全）と大潤発（潤泰）、そし
て 2001 年に入り CVS の喜士多（潤泰）、翌年の 2002 年には 88 優質連鎖（統一企業）、
2004 年にはドラッグストアの康是美（統一企業）、2005 年には遠東百貨（遠東・太平洋崇
光）など(243)が挙げられる。 
 このように 1990 年代後半より、外資系企業として台湾へ市場参入した小売企業が、隣国
の中国へと出店を加速している。中国における参入形態（参入モード）は 100％独資か合
弁である。 
 ファミリーマートも 2004 年７月に上海市で中国における１号店を出店しているが、2008
年現在の出資比率は、China CVS（Cayman Island）Holding Corp.が 65％、中国地場企業の
中信信託投資有限責任公司が 35％の合弁企業として進出であり、China CVS（Cayman 
Island）Holding Corp.への出資は、頂新（開曼島）控股有限公司 50.5％(244)、ファミリーマ
ート・チャイナ・ホールディングス（FMCH）49.5％である。このファミリーマート・チ
ャイナ・ホールディングス（FMCH）には、株式会社ファミリーマート（38％）と台湾全
家便利商店股份有限公司（37％）、伊藤忠商事（25％）が出資している。 
 つまり、中国への最初の出店は、日本からの出店ではなく台湾ファミリーマートとして
の出店ということになる。周知の通り、日本から中国のファミリーマートへの小売技術移
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転を媒介したのは台湾ファミリーマートである。ファミリーマートが中国市場への進出を
模索する際、パートナーである台湾ファミリーマートの事業参加が不可欠であった。 
 インフラ整備には台湾と同様に中国でも力を入れている。その１つは、第二中食工場と
全温度帯物流センターから構成される「新総合センター」を上海で稼働させることで、最
大 1,000 店舗への安定供給体制の確立と生産性の向上 (245)に努めているところである。 
 以下の表８-３で示すように、2000 年代に入ってからファミリーマートがいかに中国市
場に対して力を入れ始めているかがうかがえる。 
 
表８-３ ファミリーマートの中国への出店状況 
 
  2004年５月：上海福満家便利有限公司（上海ファミリーマート）の設立 
  同年７月：第１号店開店 
  2006年９月：広州福満家便利有限公司（広州ファミリーマート）の設立 
  2007年７月：蘇州福満家便利有限公司（蘇州ファミリーマート）の設立 
  2008年５月現在：店舗総数は147店舗（上海126店舗、広州11店舗、蘇州10店舗） 
  2010年２月末現在：中国における総店舗数は359店舗へと拡大 
 
出 所 ： 『 FamilyMart Annual Report 2010 』 、 14 ペ ー ジ （ フ ァ ミ リ ー マ ー ト Web サ イ ト
http://www.family.co.jp/company/investor_relations/library/annual_report/pdf/10/j00.pdf）および筆者調査。 
 
 
 
第５節 日系コンビニエンス・ストアの戦略的 FC 投資の是非 
 
１．投資リスク的側面と合弁 FC の選択理由 
 上述してきたように、台湾ファミリーマートは、いち早く台湾現地で物流や情報システ
ム網を独自に構築し、店頭を支えるシステムを確立することで、店舗増加をスムーズに行
ってきた。 
 台湾における小売企業の出店方式は、出資をともなう出店方式と出資をともなわない出
店方式に分けることができるが、台湾ファミリーマートに限らず、日系 CVS の海外出店の
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ほとんどが前者のケースである。図８-２は、国際フランチャイジングのイメージであるが、
本来 CVS の国際フランチャイジングのメリットは、ストレートなフランチャイジング契約
を本国本部と海外の現地パートナーとで行うことによって、本国本部が得られるロイヤル
ティ収入にあり、また日系 CVS からすれば直接投資に比べて大きな投資やリスクを必要と
しないところにある。 
 
図８-２ 国際フランチャイジングのイメージ 
                                                                 加盟店 
本部（本国） 
         エリア本部 
                                                       マスター・フランチャイジング 
                                                                        国境 
 
                                                   エリア本部（進出先国） 
          ダイレクト・フランチャイジング 
                                                      サブ・フランチャイジング 
 
 
出所：川端基夫『日本企業の国際フランチャイジング』新評論、2010 年、17 ページに基づいて作成。 
 
 
 本国本部は、進出先国のマスター・フランチャイジング契約を締結したエリア本部企業
からのロイヤルティ収入を得る。一方、進出先国のエリア本部企業も当該地域の店舗から
ロイヤルティ収入を得るが、本部がまとまった利益を得るには、多店舗展開が必須である。
例えば、エリア本部企業が CVS ノウハウをある程度もっており、エリア内で多店舗展開が
できるのであれば、本国本部はストレートのフランチャイジング契約による一定のロイヤ
ルティ収入を期待できるであろう。しかし、新興国企業に限らず CVS ノウハウをもたない
地場企業とのストレートのフランチャイジング契約では、エリア内での多店舗展開はおろ
か契約の継続も困難であり、出店して短時間でロイヤルティ収入の利益を上げることは非
常に厳しく、撤退のリスクが高まるであろう。 
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 実際に日系 CVS の海外出店の多くのケース、すなわち日系 CVS の国際進出のほとんど
は、現地に 100％子会社を設立するか、もしくは現地パートナーとなる企業とで合弁会社
を設立し、その合弁会社とのマスター・フランチャイジング契約 (246)あるいはエリア・フ
ランチャイジング契約を締結して多店舗展開をしている。 
 ただし、例外として CVS の場合であれば、韓国への出店ケースと中国の上海への出店ケ
ースを挙げることができる。1990 年に韓国へ進出したファミリーマートは、当時の韓国政
府の外資への直接投資規制により、ストレート・フランチャイズ契約を締結して参入した
が、その後に現地企業と合弁関係を結び、そして子会社化している。もう１つは 2009 年に
上海に出店しているセブン-イレブン北京(247)の台湾統一超商とのストレート・フランチャ
イジング出店である。 
 しかし、現実的には別の要素も勘案しなければならない。日本の小売業が海外で業態を
問わず利益を上げる独自の仕組み（ビジネスモデル）がある。小売企業の为たる利潤の源
泉は仕入活動と販売活動から生じる差益であると考えられるが、利潤を上げる仕組みは小
売業態によっても異なるし、個別小売企業によってもその詳細は一様ではない。窮極的に
は当該市場における利潤源泉は各市場要素によって異なる。 
 ここで言及したいことは、本国で CVS を成立させるビジネスモデルが、必ずしも進出先
国で通用するわけではないということである。つまり、本国で CVS を成立させている背後
のシステムや消費者の購買慣習が存在するのと同様に、進出先国で CVS を成立させている
背後のシステムや消費者の購買慣習が存在するので、それに合わせたビジネスモデルの構
築が必要である。 
 
２．組織の管理的側面とガバナンス問題 
 他方で、小売企業の国際フランチャイジングを本部と加盟組織の管理的側面で捉えると、
フランチャイズ契約がライセンス契約とも特約店（代理店）契約 (248)とも大きく異なる点
は、商標のみあるいは商標や商品のみが契約相手に供与され管理対象となるのではなく、
商標、商品、コンセプト、ノウハウを含めたビジネス・フォーマットとして供与・管理対
象となるところである。 
 さらにこれが委託契約になれば、商標、商品、コンセプト、ノウハウに加えて在庫まで
もが本部の供与・管理対象に含まれ、組織統合度は増すことになる。 
 したがって、日系 CVS の本部が契約対象としている進出先国の本部であるマスター・フ
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ランチャイザーを統制するには、ストレートよりも合弁型、合弁型よりも子会社型のほう
が容易となる（図８-３）。 
 
図８-３ 投資リスク負担と組織管理・統制 
 
【投資リスク負担の大きさ】 
            ライセンシング  ＜  フランチャイジング  ＜  直接投資 
【組織管理・統制の容易度】 
          ストレート FC  ＜  合弁 FC  ＜  子会社 FC 
 
出所：筆者作成 
 
 
 小売国際化の視点で重要な点は、CVS における本部による加盟店統制の手段としてスト
レート型を選択するより合弁型を選択する傾向が強く見受けられる点である。合弁型に偏
る理由は、上述した通り、投資リスクの観点からも契約関係のパートナーが小売ノウハウ
をもたない企業であることが多いために合弁型を選択すると考えられる一方で、組織とし
ての管理的側面からもパートナーとの出資関係を築き実際の運営に携わることで、CVS 事
業を自らの管理下に置くことが目的である。 
 CVS システムにおいては、利益を上げる仕組みとしてチェーン化が必須であることを示
唆したが、本部と各店舗とが内部組織関係にある RC（レギュラーチェーン）と、本部と
各店舗とが契約関係による組織間関係にある FC とが存在している。両者は、そもそもビ
ジネスモデルが異なっている。当然 RC も FC にもデメリットは存在するが、CVS におい
ては RC による直営店方式よりも FC によるロイヤルティ（商標使用権ならびに技術指導
料）収入のメリットは大きいと思われる(249)。 
 日本における売上高上位の CVS のほとんどが FC 方式を採用しているが、これが海外出
店する場合は、初期には直営店方式と FC 方式の両者が入り交じって展開するところに特
徴が見られる。その後、店舗数増加とともに FC 比率が徐々に増加することは、今回の事
例研究である台湾ファミリーマートでも他の CVS でも同様の傾向が認められる。 
 本部による加盟店への統制は、便宜上、統治（ガバナンス）として捉える方が理解しや
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すいであろう。CVS 本部の加盟店へのガバナンスは、チェーン化を推し進める手段だけで
なく、本部と加盟店間とのトラブルや社会的不祥事による信用の失墜を防止する側面など
ももっているが、①小売店頭間の「統一性保持」、②商品・サービスの「品質保持」、③
本部の規定する「ルールの遵守」によってもたらされるブランド管理と創造 (250)に行き着
く。ガバナンスを強化するとブランド管理の精度は向上するが管理・運営上のコスト増と
店舗数拡大の速さは鈍化し、逆にガバナンスを緩めるとブランド管理の精度は低くなる一
方で管理・運営上のコスト減となるので、店舗数拡大をスムーズに進めやすい。 
 店舗拡大に関しては、小売企業の海外出店に欠かせないのが総合商社のバックアップで
ある。合弁会社設立から１号店の出店という進出時の初期段階において、この CVS 業態で
は、資本的にも潤沢な総合商社の果たす役割は非常に大きい。海外出店している日系 CVS
との資本関係では、伊藤忠商事がファミリーマートへ、三菱商事がローソンとミニストッ
プ、そして三井物産がセブン-イレブンへとそれぞれ出資している(251)。 
 具体的には、ファミリーマートにおいては、合弁会社の台湾ファミリーマートを設立す
る前段階からの人脈や資本関係の構築、台湾ファミリーマート設立時からの商品供給先や
仕入ルートの確保、現地の商品流通のみならず物流や情報システム構築などに伊藤忠商事
が携わっている。日系 CVS の出店・多店舗展開には、総合商社による資本参加と知識移転
が重要な意味をもつと考えられる。 
 
 
第６節 おわりに 
 
 アメリカを発祥の地として展開されてきた CVS の海外出店の歴史は非常に短い。セブン
-イレブンを代表とする CVS は、その再起点を日本として韓国・台湾・中国といった東ア
ジアへの展開を見せている。台湾小売市場では、統一超商が運営するセブン-イレブン台湾
の市場占有率が 50％を超えており、以下台湾ファミリーマート、莱爾富（ハイライフ）、
富群超商（OK 便利店）となっており、外資 CVS の上位集中市場である。 
 本章では、日系 CVS の代表格であるファミリーマートの台湾への出店プロセスについて
考察してきた。1980 年代後半の外資参入が可能となった比較的早い段階で市場参入した台
湾ファミリーマートは、日系小売企業として年々店舗数を増加させ、その状況は、セブン-
イレブン台湾と比べても、FC 比率も高く、店舗数は確実に伸びている。 
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 これまでに台湾ファミリーマートは店舗展開と同時に、独自の販売・配送システムの構
築やインフラ整備に力を注いできた。それは第１に、商品調達に関係する点である。これ
は米飯の PB 商品加工工場の設立に始まり、独自開発した供給先からの調達を行うことで、
他社との商品差別化につながっている。第２に、物流に関係する点である。自社専門の物
流会社を初期の段階から設立し、店舗への配送アクセスをスムーズに行うことや、メーカ
ーから直接仕入れた商品を直接店頭へ配送する仕組み作りを独自に構築していることであ
る。第３に、各種サービス代行を多く取り扱うことで、消費者と公共とのインターフェー
ス（接続面）として機能を果たしている点である。商品ばかりではなく、むしろサービス
提供を为体とする販売は、生き残りをかけ競争が激化している台湾 CVS ならではの創意工
夫であろう。 
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終章 台湾の日系小売企業の業態特徴と展開 
 
 
第１節 業態別出店・撤退時期の比較 
 
１．業態による出店時期の差異 
 日系小売企業の台湾出店・撤退状況を再確認することで、出店時期の検討を行い、出店
戦略について論じることにする。表終-１は、台湾における日系小売企業の出店・撤退年表
である。すでに閉店・撤退もしくは地場企業へ吸収合併されている等の事情により、若干
データ不明箇所もあるが、各個別小売企業の出店・撤退年を表中から確認することができ
る。 
 台湾に出店した最も早い小売業態は食品スーパーである。台北市に設立された台湾雅客
と千葉薬品の合弁企業であるヤクー（雅客）の出店は 1985 年に遡る。その後、1986 年の
フレッセイ（松青商業）が続き、1988 年にはいなげや（裕毛屋）、サミット（善美的）な
どの中堅スーパーの出店が 1980 年代後半のしかもごく短い期間に集中的に行われ、日系食
品スーパーの出店は日本のバブル期と重なる 1980 年代でほぼ終了する。 
 食品スーパーに続いて出店を開始したのが百貨店である。1987 年に１号店を開店させた
のが太平洋崇光である。1980 年代に出店したのは太平洋崇光のみであるが、百貨店の台湾
への本格的出店は 1990 年代になってからである。1991 年の新光三越に始まり、1992 年に
大立伊勢丹、1994 年の大葉高島屋、1995 年には漢神が相次いで出店しており、最も遅い進
出は統一阪急の 2007 年である。また総合スーパーのイオンは、2003 年に新竹市のショッ
ピングセンター（以下 SC と略称）内へ出店した。実はイオンはこの出店以前、1985 年に
現地法人の設立を模索しており、結果的に用地取得がスムーズに進まず開業には至らなか
ったことがある(252)。一方で、コンビニエンス・ストア（以下 CVS と略称）の出店は、食
品スーパーと同じく 1980 年代後半に始まっており、当時から出店しているファミリーマー
トおよびニコマートはともに 1988 年に１号店を開店させた。 
 注意しておきたいのが、出店以前に技術提携によって地場企業と百貨店事業に関係して
いた日系百貨店がいくつか存在する点である。例えば、すでに 1975 年に永琦百貨と技術提
携して、その後に資本参加していた東急百貨店は、最も古くから台湾小売市場に関わって
いる百貨店ということになる。また、表終-１には載せていないが、1984 年に統領百貨お  
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よび 1987 年に明曜百貨と技術提携した京王百貨店や、1990 年になって中友百貨と技術提
携している松屋百貨店などがある。なお、総合スーパーでは、ダイエーが 1984 年から地場
企業の東帝士百貨と、またイトーヨーカ堂が 1983 年から遠東百貨と技術提携(253)していた
こともある。日系百貨店と台湾地場百貨店とを中心とした技術提携は、店舗設計、仕入ノ
ウハウや陳列技術、社員教育など多岐にわたっているが、いずれにしても、比較的短期間
であり、商標貸与をともなわない場合も多い。 
 これらの日系小売企業の台湾出店は、三業態でその特徴が顕著に現れる。例えば、百貨
店の特徴は大きく以下の３つのケースに分かれる。第１に、過去に地場企業と業務提携を
行い、その後に合弁企業を設立して出店しているケースである。第２に、業務提携後に資
本参加するものの、その後合弁会社を設立せずに撤退に至るケースである。業務提携にて
出店する場合には、1980 年代前半という早い段階から地場百貨店との関係構築が行われ、
その後の資本参加ないし合弁会社設立を経るパターンが多い。第３に、合弁企業を設立し
て出店しているケースである。1990 年代前半から合弁会社を設立するパターンがほとんど
であり、その後は卖店舗展開のままか、多店舗展開となっている。 
 
２．業態による撤退時期の差異 
 百貨店の撤退に関しては、百貨店の進出時期が食品スーパーと比べて遅いため、1980 年
代の撤退はないが、技術提携にて参入した西武百貨店、東急百貨店は、1990 年代になり技
術提携を解消している。合弁方式で市場参入した百貨店では、大丸および 2008 年になって
撤退している大立伊勢丹だけである。 
 最も早くから台湾へ参入した雅客は、1991 年には香港資本の食品スーパーである恵康
（現在の頂好恵康）に買収された。台湾市場からの撤退を特徴付けているのが、日系食品
スーパーの 1990 年代前半の閉店・撤退である。1993 年までに出店した小売企業の約半分
が閉店・撤退している。その理由は次節で述べるが、例えば、いなげや（裕毛屋）は凱福
登へ、カスミ（恵陽）は頂好恵康へ、サミット（善美的）は全聯福利中心へ、また、丸久
は地元資本の味全グループと提携していたフレッセイ（松青商業）へと次々に姿を変えて
いった。CVS では、ニコマートが台湾に出店してすぐに日本法人が事業の精算をしたが、
台湾では店舗売却には至らなかった。これは非常に稀なケースである。その後は、引き継
いだ台湾地場企業グループの意向により、2007 年に台湾ファミリーマートへと売却されて
いる。 
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３．出店・撤退時期に差異が生じた根拠 
 それでは、百貨店と食品スーパーおよび CVS とでは、台湾出店時期に若干のずれが生じ
ており、撤退時期に関して各小売業態でバラツキが生じているのは、なぜであろうか。そ
して、これはどのような背景や理由から生じた結果であろうか。 
 出店・撤退理由は次節で検討するが、出店時期は大きく①百貨店と、②食品スーパーお
よび CVS で異なる。技術提携によって先行していた百貨店が、先発者として台湾小売市場
での流通システムの態様や消費者情報を入手できていたことが、食品スーパーや CVS と比
べて本格的出店を遅らせることになった理由と考えている。百貨店が食品スーパーや CVS
と比べて出店が遅く始まった理由は他にもある。百貨店は海外出店をいち早く経験してき
た小売業である。つまり、海外出店に関しては食品スーパーや CVS と比べて経験豊富であ
り、そのために慎重な出店行動を採用してきたのである。 
 逆に中堅食品スーパーは、過去において海外出店への経験不足という大きな要因以外に
も、海外出店時期とも重なる国内市場の模索と、台湾における出店規制緩和による先発者
の利潤獲得を意図した台湾出店が背景にある。同様に CVS も同時期に出店を試みている。 
 しかしながら、一方で日系小売企業の台湾市場からの撤退を出店年と関連づけるのは非
常に困難である。 
 
 
第２節 業態別出店・撤退の理由 
 
１．動機による出店要因 
 参入規定要因と出店動機に関する実証分析を行なっている川端氏のモデル (254)に代表さ
れるように、小売企業の海外出店動機あるいは海外進出要因は、①プッシュ要因、②プル
要因に分けることができる。例えば、前者については、大規模小売店舗立地法等による出
店規制、国内市場の成熟と競争の激化、出店・運営コストの増大、バブル景気による投資
拡大、国際展開のノウハウ取得等であり、後者については、投資自由化政策、市場将来性、
出店・運営コストの安さ、当該市場での対日本企業へのイメージの良さ等が考えられる。 
 プッシュ要因については、第１に国内市場における出店規制は、海外への進出の一要因
となりうると考えられるが、あくまでも自国と比較して出店規制が緩やかな国や地域とい
うことになるであろう。日本では 1973 年に大規模小売店舗法が制定され、1978 年の同法
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改正後も大型店の出店は予想以上の高いペースで続いたため、1980 年代前半では行政指導
という形で規制強化が実施された。しかし、1980 年代後半からは、チェーンストア協会の
地方自治体へ大型店規制廃止を求める動き（1985 年５月）、経済審議会の流通規制緩和を
柱とする「経済構造調整の指針」（1987 年５月）、通産省の『90 年代の流通ビジョン』（1989
年６月）などに象徴されるように、大店法の運用適正化による規制緩和へとシフト (255)し
ている。この状況を鑑みれば、1980 年代後半からの日本国内の大型店への規制緩和は、尐
なくとも台湾市場へのプッシュ要因としてはあてはまらないと思われる。しかし、中小の
小売企業にとっては、むしろ大型店規制緩和による日本国内市場での活路を見いだすこと
の限界を予期して、海外出店を模索したと指摘することもできる。 
 第２に、1980 年代後半からの台湾市場への出店増加は、積極的・能動的に海外市場へと
利潤を求める視点からのプロアクティブ国際化と、消極的・受動的に海外市場へと進出す
るリアクティブ国際化のうちでは、プロアクティブ国際化からの出店要因と捉えることが
できる。それは、1985 年以降バブル期にかけて顕著となる為替相場の円高基調、そしてバ
ブル経済の拡大に裏付けられる。国内における資本投下は海外へと向けられ、不動産投資
あるいは金融投資熱の上昇を中心とした小売分野での海外直接投資 FDI（Foreign Direct 
Investment：以下 FDI と略称）が増加した。1980 年代の半ば以降、日本の対外 FDI は増加
（1989 年には 662 億円に到達）するが、1990 年代初めには、日本がバブル経済崩壊期を迎
えたこととも重なり対台湾への FDI は減尐し、その後に増減を繰り返す(256)。また、業種
別では 1989～92 年までの４年間で商業への投資件数および投資金額は、ともにトップとな
り、その間に商業は 1994 年、1996 年、1998 年と各年で最上位業種となり、2003～04 年に
は再び件数で最上位業種となっており、さらに 2004 年には投資金額で最上位業種、1990
年以降２番目に高い投資金額を記録する(257)。 
 第３に、国際展開のノウハウ取得は、特に日系百貨店や日系 CVS の内部要因と関係する
であろう。最終的には小売企業内部の意思決定により海外への進出を図ることである。出
店する際の意思決定の所在については、親企業ということになるが、先発優位性獲得のメ
リットが大きく関係している。別の視点からは、合弁先の台湾企業と何らかの縁があり、
その関係によって出店に至った理由を挙げることもできよう。 
 台湾市場からのプル要因はどうであろうか。第１に、台湾の経済成長は、1970 年代後半
以降、特に 1990 年代前半にかけて、国民所得の増大にともない顕著に伸びている。当時は、
地場の大型百貨店が相次いで開業しており、この時期に日系百貨店も地場企業との技術提
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携により進出を果たしている。技術提携による進出で最も早いのは東急百貨店（1975 年永
琦百貨と提携）であり、その後、京王百貨店、西武百貨店が進出したが、現在はいずれの
百貨店も撤退している。台湾小売市場では、百貨店の事例からも推察されるように、技術
提携よりも合弁での出店が安定的であり、敢えて言うならば、資本関係ないし出資関係が
大きく影響していると思われる。それは、業務提携や技術提携そのものが長期継続的関係
ではなく、業務提携の期間が設けられていたり、目的達成が決められていたりと、あくま
でも短期的関係であることが多いばかりか、日本の本社の意向や日本・台湾の経済状況の
変化等を受けて流動的に変化する不安定な関係的であるために、お互いに出資関係にあり
利益誘導によるインセンティブが生じにくいからである。 
 第２に、台湾政府による外国人投資条例の見直しである。海外の小売業にとって魅力的
な台湾市場に対して、当時の台湾政府は後進的な流通システムを変えるべく、生産性の高
い流通システムの導入を受容していたようであり、このことが日系小売企業にとって追い
風となり、その結果、合弁方式での出店を加速した経緯がある (258)。特に日系百貨店では、
まず最初にそごうが、現地の建設会社と合弁方式で出店したのが 1987 年であった。その後、
三越、伊勢丹など大手百貨店が地場企業とのパートナーシップにより進出を果たした。ま
た中堅の食品スーパーにとっては、台湾の小売分野への資本自由化は大きく、尐ない資本
で出店できたというメリットと考えられる。 
 以下では、日系小売企業の出店・撤退の具体的な理由を挙げてみることにする。 
 
２．台湾政府の法整備および景気上昇 
 このように、日系小売企業の台湾への出店は、1980 年代後半に集中して開始された。ま
ずは、台湾への 1980 年代後半からの集中出店の現象は、台湾だけの固有現象ではない。そ
れは、アジアにおける NIES や ASEAN 諸国に輸出指向型の工業化やその進展と関係してい
る。その経緯を以下で尐し述べてみよう。 
 台湾への FDI が、第１および第２次の石油危機発生時に減尐してから 1980 年代後半に
は高い伸びを示しているのは、台湾政府の公共投資増加による諸インフラ整備と重化学工
業部門の強化が、第６次経済建設計画（1973～76 年）から第７次経済建設計画（1976～78
年および 1979～81 年）(259)として掲げられ、外資の積極的導入に繋がったからである。こ
の時期から「十大建設計画（1973～78 年）」や「十二項目建設計画（1978～83 年）」、「十
四項目建設計画（1985～91 年）」といった大規模プロジェクトも台湾の経済面での内需拡
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大(260)をもたらしている。この拡大投資は、伝統的輸出産業の成長を意図していると同時
に、従来の開発路線を受け継ぎ、高付加価値産業の育成、とりわけ精密機械、電子・通信、
情報分野における産業高度化を目的として第８次経済建設計画（1982～85 年）、そして第
９次経済建設計画（1986～89 年）へと踏襲(261)された。 
 この間、台湾経済が直面してきた問題は市場の国際化である。1985 年のプラザ合意以降
の円高・ドル安、1987 年のルーブル合意以降、台湾元高・ドル安基調が続く。そのような
状況下で、まず金融・資本面での政策として、「外貨集中管理制度の撤廃」、「貿易、サ
ービス取引の完全自由化」を为な改正内容とする外国為替管理の自由化政策（1987 年）(262)
が発表されている。さらに 1988 年の証券取引法改正、1989 年の銀行法改正、外国人投資
条例改正により台湾への対外 FDI は、1987 年を境に急激に拡大する。 
 引き続き 1990 年代になると、第 10 次経済建設計画（1990～93 年）は、半ばにして国家
建設６カ年計画（1991～96 年）へと変更され、FDI 関連では、1991 年に研究開発（R&D）、
人材育成、自動化、汚染防止等の産業高度化促進投資への奨励、さらには伝統工業、中小
企業への奨励、工業区開発には民間企業導入促進に対する奨励に見られるように産業全体
の向上という意味合いが含まれた「産業高度化促進条例」が実施された(263)。 
 以上、台湾政府の小売外資の受け入れに対する積極的な法制度の改正、および台湾経済
の上昇機運、内部の経済的状況のマクロ要因があり、これは外資受け入れ側の要因として
挙げることができよう。 
 しかし、日本がバブルを経験したように、急激な景気上昇の後の景気後退期には、その
後の地価・株価の下落や購買力の低下、販売不振をともなうため、過剰投資や資本力不足
は小売企業にとってはすぐに撤退要因となる。 
 
３．遅れてきた百貨店の市場観 
 日系百貨店の台湾出店時期は、アジア市場のなかでは決して早くはない。これは台湾政
府の外資政策の影響が最も大きく反映されているが、日系百貨店においてはタイ、シンガ
ポール、香港への出店が先行して行われてきたのである。日系スーパーとの比較において
もそれは顕著である。台湾政府の出店規制緩和直後に出店した太平洋崇光を除き、全般的
に日系百貨店が 1990 年代に入り出店を開始した理由は、日系百貨店が台湾市場に対して、
他の市場に対する見方とは異なった見方をしていたところに要因がある。つまり日系百貨
店が台湾市場を「飛び地市場」として見なかったことである。 
- 159 - 
 「飛び地市場」の検討は、川端（2000）氏が行っていたが、欧州市場、アジア市場にお
ける日系百貨店の出店戦略の特徴として紹介されていた (264)。一方、そこでは撤退要因と
して、日本人の海外旅行者および駐在員とその家族の減尐が挙げられていた。台湾市場で
日系百貨店が販売対象としていたのは、台湾消費者が为であったため、1997 年以降のアジ
ア金融危機からの日本人旅行者の減尐は百貨店経営には直結しなかったのである。日本人
旅行者の減尐という市場リスクに対して直接影響を受けなかったばかりか、台湾人が非常
に「親日」であることが台湾における日系百貨店にとって「飛び地市場」効果となって現
れた言うことができる。これは、台湾市場で太平洋崇光も新光三越も日本の百貨店モデル
をほぼそのまま導入することができた要因ともなっている。 
 
４．国際化のテストケースと安易な選択 
 アジア市場では、ヤオハンが 1974 年という早い段階からシンガポールに出店しており、
その後に香港（1984 年）、マレーシア（1987 年）と続いて出店した。大手のイオンは 1985
年にタイ、マレーシアにそれぞれ１号店を開店させた。一方で中堅食品スーパーでは 1983
年にマレーシアにミキサワ、1985 年にはタイにフジ・スーパーが出店するが、台湾におけ
る各中堅食品スーパーの出店は、1985 年の千葉薬品の出店を筆頭に 10 社を超える出店が
1989 年までの短期間で行われた。つまり、1980 年代後半の集中的出店が中堅食品スーパー
で顕著であった点は、台湾独自の出店現象である。 
 この説明には、川端（2005）氏の分析(265)が非常に的を射ている。もっともな理由の１
つとして、「消費者の日本商品・日本企業への信頼度の高さ（日本びいき）」がある。そ
してもう１つは、出店当時は日本語教育により言語の壁があまりなかったことを挙げてい
る。川端氏は、海外出店の経験がない中堅食品スーパーにとって、進出時の交渉、現地販
売における教育指導が日本語で行えるということで、後者を進出の際の現地の魅力的要因
として着目している。 
 しかし、これは中堅食品スーパーにとっては安易な選択であった。仮に台湾を足がかり
に国際展開を意図していたとしても、第３章で考察したように、パートナーの存在、競合
相手の有無など出店前から熟慮するべきことの判断を欠いた結果、５～６年以内での大量
撤退を招いている。  
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第３節 業態別の特徴 
 
 本節では、台湾に出店している日系小売企業を小売業態別に、ポイントを絞ってその特
徴について言及する。すなわち百貨店は代表格である太平洋崇光と新光三越、総合スーパ
ーは撤退済みの台湾イオン、そして CVS の台湾ファミリーマートである。 
 
１．百貨店 
 百貨店業態でいち早く先駆的出店を試みている太平洋崇光および台湾で最も多店舗展開
を実践している新光三越の二大日系百貨店を取り上げた。表終-２では、太平洋崇光と新光
三越の各日系百貨店の特徴を示している。 
 
表終-２ 台湾二大日系百貨店の特徴 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：坪数は台湾連鎖曁加盟協会『2009 台湾連鎖店年鑑』、2009 年、105 ページを参照した。 
出所：各社へのヒアリング調査に基づいて筆者作成。 
企業名 太平洋崇光百貨股扮有限公司 新光三越百貨股扮有限公司
店舗名 太平洋崇光(太平洋SOGO) 新光三越
設立年 1986年 1989年
撤退年 ― ―
出資比率 遠東グループ(100%) 新光グループ(57%)、三越(43%)
1号店開業年 1987年 1991年
1号店所在地 台北市忠孝東路 台北市南京西路
店舗数 8店舗（2010年４月現在） 18店舗（2010年４月現在）
台北市（3） 台北市（9）
中歴市（2） 桃園市（2）
新竹市（1） 新竹市（1）
高雄市（1） 台中市（1）
台南市（2）
高雄市（2）
嘉義市（1）
平均売場面積 16,125坪 17,000坪
参入形態 合弁→地場企業資本 合弁
为な出店地区 台北市中心部近辺（大安区） 台北市都心部および信義区
仕入方法 90％以上が消化仕入 90％以上が消化仕入
ブランド品はメーカー直営 ブランド品はメーカー直営
ディスカウント（一部を除く） ディスカウント（一部を除く）
店舗差別化 販促、立地 販促、MD
台北市中心部
台北市内为要商業地
１つの商業ビルに、ほぼ単独入店(複
数のフロア保有)
都市別出店状況
販売方法
为要店舗の
周辺環境
台北市中心部の大通り
为要店舗の
建物環境
１つの商業ビルに、ほぼ単独入店
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 台湾に太平洋崇光百貨股份有限公司が設立されたのが 1986 年である。翌年の 1987 年 11
月に１号店が台北市忠孝東路に開店した。その後順調に店舗数を伸ばしているが、2002 年
に遠東グループ出資 100％の企業となった。新光三越百貨股份有限公司は 1989 年に設立さ
れ、1991 年に１号店を開店させ、いまや総店舗数 18 店舗の台湾最大の百貨店となってい
る。太平洋崇光と新光三越の基本的な立地選定は、本来から百貨店は都心部への出店が为
であるという意味では同じであるが、新光三越は台北市では信義地区にはドミナント出店
を行なっている点で異なる。また台北駅近辺には他の百貨店が入っていたビルに入店する
ことで、集中立地戦略を積極的に採用している。 
 店舗差別化では、上述した立地も該当するが、消費者への認知度に加えて、店舗への誘
因となるブランド誘致と販売促進が柱である。 
 
２．総合スーパー 
 表終-３では台湾イオンの特徴を示している。イオンの出店は、1995 年にイオングルー
プ 100％出資の台湾永旺百貨股份有限公司の設立から始まる。１号店の出店は 2003 年、新
竹市の風城購物中心（Windance ショッピングセンター）内であった。しかし、１号店は
SC 内に同じく入店していた松屋百貨店の撤退、専門店の不振等により閉店を余儀なくされ
た。2005 年には中和市の環球購物中心（Global Mall ショッピングセンター）内に２号店
を開店したが、約２年後の 2007 年 12 月に撤退している。 
 台湾では量販店業態に分類されるイオンの競合相手は、先発者優位を保ってきた家楽福
（カルフール）や大潤発（オーシャン）などの欧米のグローバル小売企業である。その競
合相手と大きく異なる点は、店舗差別化である。 
 店舗の差別化は、他の量販店との差別化でもあり、品揃えについては日本商品を意識し
た陳列や販売促進を行っている。PB 商品の比率は尐ないが、欧米量販店との差異は打ち出
している。台湾量販店での商品販売は、ディスカウントが基本であるところが特徴となっ
ているが、台湾イオンも部分的にそれに倣う傾向が見られた。 
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表終-３ 台湾イオンの特徴 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：店舗数および出資比率は調査時点（2006 年９月）のデータである。 
出所：企業提供資料およびヒアリング調査に基づいて筆者作成。 
 
 
３．コンビニエンス・ストア 
 表終-４に台湾ファミリーマートの特徴を示した。ファミリーマートが全家便利商店股份
有限公司を設立して、台湾市場へ参入したのが 1988 年８月である。 
 同年に１号店を開店させており、今日では台湾に進出した日系小売企業として、新光三
越に次ぐ売上高を誇る。2010 年４月現在の店舗数は 2,450 店舗であり、今後 FC 店を増加
させていくことがポイントとなっている。台湾 CVS の大きな特徴は、日本でのフォーミュ
ラをかなりの部分を踏襲して運営されている点である。例えば、消費者への新しいサービ
スが、公共料金収納代行、電子商取引事業など日本の事業により近く、そして多岐に渡っ
ていることである。 
 しかし、CVS の販売商品において、日本では为力の弁当おにぎり類の販売量は、中食（な
かしょく）文化がそもそも存在しない台湾では多くない。また伝統的市場や露天商との競
合度が高い生鮮食品商品等は、価格差や鮮度差が原因となって販売量は多くない。この点
は、日本の CVS とは異なり、消費者へは浸透しにくいと思われる。 
企業名 台湾永旺百貨股扮有限公司
店舗名 台湾ＪＵＳＣＯ
設立年 1995年
撤退年 2007年12月
出資比率 イオングループ(100％)
１号店開店年 2003年（２号店：2005年12月）
１号店所在地 新竹市（２号店：中和市中山路）
店舗数 １店舗（２号店のみ）
都市別出店状況 中和市(１)
平均売場面積 約16,000㎡
参入形態 100％独資
为な出店地区 台北市中心部近辺（大安区）
仕入方法 メーカーおよび専門業者、（PBは日本直輸入）
販売方法 ディスカウント（一部を除く）
店舗差別化 販促、SC内立地、PB
为要店舗の周辺環境 幹線道路沿い商業地
为要店舗の建物環境 SCビルに、複数テナントが入店（地上１階と地下１階）
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表終-４ 台湾ファミリーマートの特徴 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：出資比率は 1998 年以降、国産汽車の財政悪化によって変化している。 
  データ等の一部は鍾淑玲「台湾市場における小売国際化」向山雅夫・崔相鐵編『小売企業の国際展 
 開』中央経済社、2009 年７月、144 ページ、および流通快訊雑誌社『2010 台湾地区大型店舗総覧』、 
  2010 年、141 ページに基づく。 
出所：筆者作成。 
 
 
４．台湾における展開 
 ここから見いだされる日系小売企業国際化の展開は、尐なくとも台湾における出店時期
と当該小売企業が保有する経営資源が優位に働き、しかも台湾市場へ市場適応行動の現地
化が実施できていたか否かで大きく異なるということである。 
 繰り返すことになるが、具体的には、日系百貨店は競争優位戦略を採用することで、本
国特有の販売方法を大きく変えることなく台湾市場においてマーチャンダイジングおよび
マネジメントを組織学習によって有利に展開することができた。しかし百貨店の出店は販
企業名
店舗名
設立年
撤退年
国産自動車ほか(50％)
ファミリーマート(40％)
伊藤忠商事(４％)
１号店開店年
１号店所在地
店舗数
都市別出店状
況
平均売場面積
参入形態
为な出店地区
仕入方法
販売方法
店舗差別化
为要店舗の
周辺環境
市街地・郊外地（ロードサイドを含む）および住宅地近辺
为要店舗の
建物環境
ほぼ単独店(商業ビル等に入店を含む)
日本の店舗面積の半分から3分の2
合弁
台北市と中心とした为要都市
メーカーおよび自社設立CVS専門業者
一部ディスカウント
販促、立地
光泉グループ(10.25％)
台湾三洋製薬(10.25％)
1988年10月
台北市
直営・FC店合計2,450店舗（2010年４月現在）
台湾全土
全家便利商店股扮有限公司
全家便利商店（台湾ファミリーマート）
1988年8月
―
出資比率
国産自動車ほか(13％)
ファミリーマート(45％)
伊藤忠商事(４％)
泰山グループ(17.5％)
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売対象を台湾消費者としている以上、台湾地場百貨店および台湾日系百貨店との対峙は避
けられないことを意味する。 
 遅れて台湾に出店した日系総合スーパーは SC 内の核店舗として展開を試みたが、立地
面から始まり仕入、商品販売戦略において、チェーン展開によるその規模の経済性を享受
し、価格面の優位性を発揮するまでのインフラを構築できず、しかも迅速に市場適応する
ことが台湾では困難であった。今後も新たに出店するのであれば、欧米小売企業との競争
関係は逃れられない。一方で食品スーパーでは地場大手スーパーの買収による競争関係が
激化していることを受け、日系食品スーパーの新規出店は厳しい局面を迎えていると言え
る。 
 日系 CVS では、いち早く現地適応を志向して、物流センターの設立や自社商品販売のた
めの別会社の設立など、積極的に市場適応行動を採った。今後の出店は大手小売企業同士
の競争関係により厳しい側面があるが、何よりも店舗過密化が進行している台湾小売市場
では店舗立地等の優位性を構築する必要もでてきている。 
 最後に、日系小売企業の果たした役割について言及しておく。一言で言えば出店した各
小売企業の保有する各業態固有の小売経営資源が「伝播」ではなく「移転」したことで、
台湾の総合商品小売業の近代化が促進されたことである。つまり、台湾へ最も早い段階か
ら出店した食品スーパーの雅客（1985 年）やフレッセイ（1986 年）、百貨店の太平洋崇光
（1987 年）、CVS のファミリーマート（1988 年）を筆頭とした日系小売企業の出店にと
もなう小売技術の移転は、日本で培ってきたノウハウを忠実に実践する一方で、現地で市
場適応させる部分をその成果に応じて適宜修正してフィードバックしていく組織学習によ
り、台湾小売の近代化を促した。 
 具体的には、百貨店では日本式サービス概念を取り入れた売場づくりや商品提供という
マーチャンダイジングである。それは背後の社員教育に基づいている。そして、食品スー
パーでは近代的な冷凍技術を持ち込んだことや加工食品の品揃えの充実以外にも、セルフ
サービス式の販売方式の一般化などを挙げることができる。CVS は近代的なチェーン店と
して、とりわけ FC の導入による経営意欲が高い台湾小売経営者を取り込み、伝統的市場
や露天商との棲み分けを図りながら、商品販売における売上貢献ないし消費者の利便性や
公共料金の納入代行、その他サービスの提供増大をもたらしている。 
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第４節 本論文の総括 
 
 本節では、本論文の第Ⅰ部「日系小売企業国際化の理論編」および第Ⅱ部「日系小売企
業国際化の実証編」で明らかになった点を指摘することで、総括を論じることにする。第
Ⅰ部の先行研究部分では、「小売企業の国際化」および「小売市場の国際化」を視野に入
れ、小売国際化を小売企業の海外出店前から撤退に至るまでのプロセスと捉え、小売国際
化に関する理論を研究者の先行研究を通じて確認し、そこから生じている議論を取り上げ、
本論の問題意識とし、新たな理論構築を目指した。すなわち、台湾における日系小売企業
の出店・撤退を一連のプロセスとして捉えることで、日系小売企業の海外出店における動
態に迫ることができたと考えている。 
 第Ⅰ部では、多様な研究アプローチのもとで、そこから、国際的小売企業の趨勢を見な
がら、いくつかの小売国際化の論点を改めて浮かび上がらせることができた。また、最近
の研究者らの関心を取り上げ、小売国際化の議論がどの部分へ収斂していくかに関しても
検討課題を見いだすことができた。 
 第１章で明確になった点は、第１に、各研究者の関心は千差万別、多種多様を究めてい
る状況にあり、小売国際化研究は、「事象の把握」から「概念分析」のステージへと進ん
でいることである。第２に、2000 年代に入り最近の小売国際化研究の動向は「小売業態の
国際移転」に関する研究や小売ノウハウ等を含む「小売技術の国際移転」等の「知識の国
際移転」プロセス、すなわち小売国際化プロセス研究が注目されているが、第３に、とり
わけ小売業態研究において、本国特有の概念的な形式（フォーマット）ではなく、出店先
における具体的形式（フォーミュラ）を区別して明確にしている研究の蓄積が意外に尐な
いことである。さらに、資源ベースでの議論や標準化-適応化問題の論点整理は、各研究者
においても未だに明確でないということを改めて整理することができた。 
 第２章では、日系小売企業の国際化を取り上げ、欧米小売企業と比べて日系小売企業の
海外出店の定着度の低さを確認しつつ、日系小売企業の出店理由やその出店・撤退に影響
を及ぼす市場特性要因を指摘することができた。特に、小売企業の撤退に関する研究は先
行研究においてもほとんど見当たらず、市場特性要素に関する議論については、出店の第
一局面における意思決定に影響を及ぼす特性要素の不足部分を補い、川端氏が取り上げな
かった部分が重要であることを为張した。すなわち「参入モード」、「進出時期」、「パ
ートナーの存在」、「競合相手の有無」が、出店後の小売企業の適応行動を決定的にする
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点である。また出店行動を大きく５つの戦略に類型化した川端氏の研究についても各戦略
ごとに検討を試みた。すなわち、「飛び地戦略」は日本人を対象としているために現地消
費者に対しては有効ではないこと、「競争優位戦略」は母市場での競争優位が強みであり、
母市場と類似した市場の現地消費者への販売に関する組織学習の有効性を指摘した。また
「特定市場適応化戦略」および「複数市場適応化戦略」はどの程度、何を適応化させるの
かがまだ議論の余地が残り、そして「グローバル戦略」を採用する日系小売企業はないと
の判断には同調することができた。 
 第３章においては、台湾小売環境を分析しながら、日系小売企業の台湾小売市場への参
入プロセスについて考察した結果、市場参入形態（市場参入モード）では、売上高上位の
すべての小売企業で合弁方式を採用しており、以前は技術提携にて参入した小売企業も、
現在は合弁方式へと転換してきたことが明確となった。本論では提携先を分野別に分け、
資本参加することが日系小売企業にとって重要であり、日系小売企業と合弁事業に資本を
投下する現地企業とのお互いのメリットも論じた。また市場参入モード以外にも、現地参
入プロセスで重要な要素となるのが「商標貸与の有無」や「競合相手の有無」である。と
りわけ撤退している日系百貨店のケースでは、商標貸与しているか否かで結果に違いが生
じていた。すなわち、台湾における日系小売企業の商標貸与は、店舗の看板など日系企業
としてのストアロイヤルティを全面的に表出させることで、「親日」の台湾消費者へのア
ピールとなっている可能性を示唆した。 
 第４章では、日系小売企業の組織学習効果について分析した。まずは、組織学習におけ
る知識移転に関してレビューを行い、組織学習が組織における知識移転と関係することを
明確にした。また、本国から進出先国へと移転可能性がある小売ノウハウを指摘すること
ができた。ここでは、日系百貨店の競争優位戦略が台湾の「飛び地市場」効果と重なり有
効であったが、日系総合スーパーでは、台湾における仕入および販売がパートナーとの提
携でうまく連動せず、また現地化に結びつかなかった点から結果的には撤退につながって
いることを指摘できた。 
 第Ⅱ部の「日系小売企業国際化の実証編」は、台湾における小売業態別の出店・撤退分
析を試みた。第５章では台湾政府の統計データや民間ベースのデータを使用して台湾小売
構造の特質を明らかにした。台湾における複雑な小売構造は、近代的小売業である総合商
品小売業の成長に象徴される。そのうちの大型店としての百貨店および量販店の成長や SC
の台頭を指摘できた。一方で、小規模店舗である食品スーパーと CVS の差異は明確に顕れ
- 167 - 
ており、伝統的零細小売店である業種店は部分的に減尐傾向にあるものの、露天商の存在
意義は非常に大きいことが数的推移から明確となった。 
 第６章から第８章では、百貨店、総合スーパー、CVS の総合商品小売業の代表的な三業
態において異なる展開が見られることに着目して、その相違点や出店プロセスを明らかに
している。すなわち、第６章では、日系百貨店の展開について太平洋崇光、新光三越の二
大日系百貨店を中心として分析を試みた。日系百貨店の台湾出店戦略は、欧米先進諸国で
見られた日本人旅行者や現地駐在員やその家族を対象とした「飛び地戦略」ではなく、台
湾現地消費者を対象とした販売戦略である。その競争優位性は、各種有名ブランドを品揃
えする特徴や日本での販売方法を取り入れた以外にも、現地への日本人スタッフの派遣や
研修を通じた社員教育による日本式サービス（顧客志向サービス）に基づいていることが
明らかになった。 
 第７章の日系総合スーパーの展開で明らかになった点は、台湾量販店に位置付けられ、
欧米小売企業との競合度が高い分野として認知されるこの業態では、日系小売企業の出店
はイオンのみであり、その競争優位戦略は必ずしも十分に発揮できなかったことである。
つまり、出店プロセスばかりでなく現地市場への適応化の遅れや台湾流通システムへ現地
化部分で、日系小売企業の優位性が相殺される可能性を示唆できた。ここでは明確な撤退
戦略を十分に分析できなかったが、イオンが積極的に中国へシフトしている動向は、今後
の研究では重要となってくると思われる。さらに、イオンが台湾において、多店舗展開す
る前段階で撤退している点は、今後、別の国・地域でも同じような事例が生じているか否
かを時系列で捉える必要性を示唆するものである。 
 第８章では、日系 CVS の台湾における出店は、FC 戦略が鍵となっていることが明確と
なった。市場適応行動については、自社 PB 商品供給体制の確立や現地物流への対応や新
サービスの開始など、現地化へのシフトを非常に早い段階から取り組むことで適応した点
である。 
 終章では、出店・撤退モデルを出店時期に照らし合わせながら、日系小売企業の各業態
別の特徴を挙げることができた。すなわち百貨店および CVS は、ほぼ同時期に台湾市場へ
参入して市場成長を達成することができた一方で、食品スーパーは同時期に出店したもの
の大半が撤退、総合スーパーは遅れて参入し、後発者のメリットを発揮することなく撤退
に至っている。 
 台湾市場における日系小売企業の出店行動を導き、後押しした理由を大きく２点挙げて
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おく。それは第１に、1980 年代後半における台湾経済の景気上昇および台湾政府の外資受
け入れ体制が整備されてきたことで、出店時期として最も好機を迎えていたことである。
これはアジア市場全体で見られた傾向であったが、台湾への日系小売企業の出店は、最も
早く出店が確認された香港、シンガポール、タイよりも若干遅く始まっている。どちらか
と言えば、台湾への各百貨店の出店は、周辺アジア諸国では中国を除いて最も遅く始まり、
スーパーでは食品スーパーを为として先行して台湾出店が開始されており、CVS について
は最も早い時期から出店をが試みられていたのである。 
 第２に、日本国内のバブル形成期と重なることで、①海外での資本蓄積を意図した出店、
②海外の関係企業との「縁」による出店を代表とする海外出店を志向する小売企業が増大
したことである。いずれも自社の内部要因としての意思決定のウェイトが大きいが、ヒア
リング調査結果でも、1970 年代から技術提携を含む台湾地場企業との関係構築のみなら
ず、戦前からの「縁」により出店を行っていたケースが認められる。 
 
 
第５節 今後の課題 
 
１．出店行動の一般理論化へ向けて 
 ここで今後の展望として、残された検討するべき課題を提示してみたい。本論文では小
売企業の海外出店から撤退に至るまでの行動を、具体的に第２章で、①出店前行動、②１
号店の出店前後行動、③多店舗展開行動、④撤退のプロセスとして捉えた。そして各局面
を、①進出の意思決定、②店舗開発、③商品調達、④商品販売、⑤店舗運営・管理、⑥撤
退の意思決定の具体的な６つの局面として捉えた。これは、台湾以外の当該国・地域にお
いて当てはめることも可能であると考えられる。 
 小売企業の海外進出においては、進出先国の国家政策としての経済事情ないし流通関連
法規の整備等によるところが非常に大きい。つまり、進出を意図する小売企業にとっては、
小売市場開放政策や出店規制緩和などの当該政府の内外資本の小売企業に対する施策をよ
く理解して市場参入の意思決定を行う必要がある。例えば、台湾では 1986 年の外国人投資
条例の改正により、日系百貨店の出店や欧米系の専門量販店の出店が加速した。そこで、
進出する小売企業は地域特性、出店企業の規模、出店数などの程度差、小売業態などに配
慮しながらも、まずは当局の施策や法制度を熟知しなければならない。 
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 小売企業が海外出店する際には、必ず出店動機や出店要因が存在する。川端（1996）氏
は、大規模小売店舗法による出店規制、国内市場の成熟と競争の激化、出店・運営コスト
の増大、バブル景気による投資拡大、国際展開のノウハウ取得、先行者利益への期待等（プ
ッシュ要因）や投資自由化政策、市場将来性、出店・運営コストの安さ、対日感情の良さ、
日本語を話せる年代層の存在等（プル要因） (266)を挙げる。また、洞口（1992）氏によれ
ば、外資系小売企業の対外直接投資に影響を与える市場環境要因として、為替レートの変
動、関税率の変更等(267)は、投資国側と受入国側との市場環境要因としての大部分を占め
るとの分析もある。 
 とりわけ台湾の日系小売企業に影響を与える市場環境要因を以下にまとめると、第１に、
受入国側の企業設立や出店規制に係る法律や制度の存在がある。台湾では「外国人投資条
例」により外国人による株式の所有、出資（卖独出資、共同出資の各事業を含む）あるい
は支社設立などの行為は拘束される。しかし、この点は全面的に開放されている。第２に、
投資国側と受入国側に関係するが、投資国と受入国の流通システムの態様である。これら
を市場の外部環境要因と考えるならば、日系小売企業にとって受入国側の①流通構造、②
流通制度、③商慣行に対する適応が必要であろう。この点に関しては、商品調達面や完成
品の店頭販売を分析するうえで大きな意味合いをもつ。 
 さて、すでに知られているような 1960 年代から始まる欧州を中心とした日系百貨店の出
店、ここ数年における日系 CVS の中国市場およびアメリカ市場への参入は、小売国際化に
おける日系小売企業の出店行動として、どのように位置付けされるであろうか。小売国際
化研究では、ウォルマートやカルフールなどを例に、小売業態を超えての出店行動の一般
化を試みる研究蓄積がまだまだ足りないと言える。 
 一方で、過去に百貨店、スーパーマーケット、CVS、ディスカウント・ストア等のさま
ざまな小売業態が生成した際には、小売競争行動を通じた業態革新をともなっていた。業
態革新は小売組織の経営革新とされてきたが、国境を越えた業態革新は、国境を越えた経
営革新として考えて良いだろう。しかし、小売業は常に製造業者の販売代理組織として伝
統的流通チャネルの末端をなしてきており、卸売業とは異なり小規模性、分散性、個別性
という個人的消費固有の性質(268)にもとづいた消費者の購買行動と直接的に接することで
多大な影響を受けてきた。 
 そこでもう一度、小売業の国際移転についても寡占メーカーとの関連において位置付け
し直して、再確認(269)することが残された課題である。 
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２．小売国際化と日系小売企業の独自性の解明 
 日本の小売企業の競争優位性は、有形無形の経営資源のなかでも、どちらかと言えば小
売ノウハウを中心とした管理的技術に関する側面から生じている。本論文ではこの部分を
マーチャンダイジングおよびマネジメントとして捉えた。各小売業態で保有している資源
は異なり、個別企業が保有する資源も同じものはない。また各小売企業の戦略性によって
も、保有する資源の効果は、各市場で違ったものになるであろう。 
 日本から台湾へ進出している小売企業は、日本という風土・社会環境・経済基盤・流通
システムの制約された条件の下で育ってきた。それゆえに、日系小売企業は、日本におけ
る流通構造や流通システムに相互依存しながら、小売経営手法や小売販売方法などは、日
本の小売企業間の競争環境のなかで醸成されてきた。日本から台湾へ持ち込まれたものは、
目に見えない小売ノウハウを中心とした「知識」である。すなわち日本で培った、組織学
習の成果としての管理的側面の技術である知識が台湾へと移転したと言える。 
 小売国際化において、今後重視されるのは、日本の小売企業の独自性である。台湾市場
において優位性を発揮してきた日系百貨店を中心に、もしサービス面における「日本的」
や「日本型」の小売企業の特徴が存在し、海外へ出店した際に、その特徴から何らかの優
位性を発揮できるとしたら、そのパターンはどのようなものであろうか。その点は、今後
の検討課題として、日系小売企業を比較対象とした独自性の解明をしなければならないで
あろう。 
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(178) 川端基夫、同上書、300～308 ページ。 
(179)  台湾の日系百貨店の経営者を対象としたヒアリングに基づいている。調査日は、2004 年８月 27
日～31 日、2006 年９月３日～７日、2007 年２月 20 日～23 日である。調査都市は、日系百貨店の所
在地である台北市、台单市、高雄市の計３都市である。  
(180) 台湾経済部統計処編『批発零售及餐飲業動態統計年報(各年)』を参照。 
(181) 三越は 1981 年より新光百貨に対して技術供与を行っていた。  
(182) 消費者の店舗選択は、①立地、②品揃え、③価格およびサービス、④店舗雰囲気等の要素によっ
てなされるケースが多い。しかし、今日の店舗選択は、個店のみの評価だけではなく「流通システ
ムそのものが都市システムのなかに組み込まれ、一体化したものとして存在し、機能している」こ
とを把握し、商業集積および都市との関係を勘案して評価されるものと理解しなければならない。
詳しくは宇野史郎『現代都市流通とまちづくり』中央経済社、2005 年を参照されたい。  
(183)  詳しくは、宮澤永光監修『基本流通用語辞典』白桃書房、1999 年、125 ページ、あるいは鈴木安
昭・関根孝・矢作敏行編『マテリアル流通と商業〔第２版〕』有斐閣、1997 年、25 ページを参照さ
れたい。 
(184)  日系百貨店がテナントを活用する理由に、土屋氏は①販売員の人件費削減、②仕入れにかかわる
物流コストの削減、③マーチャンダイジングにおけるリスクの軽減、④テナントによる柔軟な欠品
対応、⑤入れ替えによるテナントの新陳代謝を挙げる（土屋仁志「今日の百貨店の海外進出」加藤
義忠・佐々木保幸・真部和義・土屋仁志『わが国流通機構の展開』税務経理協会、2000 年７月、218
ページ）。 
(185) RBV とは、Dierickx&Cool によれば、有形無形の資源のうち、企業が保有する知識、ノウハウ、
評判などの無形資源は取引不可能な資源であり、この取引不可能な資源が他企業に対しての競争優
位やレント（超過利潤）の源泉になりうると言及している（Dierickx,I.and K.Cool,“Asset Stock 
Accumulation and Sustainability of Competitive Advantage”,Management 
Science,Vol.35,1989,pp.1504-1511.）。 
(186) 伊丹敬之『新・経営戦略の論理』日本経済新聞社、1984 年、49～50 ページ。 
(187) 白石善章「WTO 加盟後の中国流通構造」田中道雄・鄭杭生・栗田真樹・李強編『現代中国の流
通と社会』ミネルヴァ書房、2005 年 11 月、33 ページ。  
(188) 伊丹敬之、前掲書、142 ページ。 
 
(189)  川端氏は、出店から閉店・撤退までの一連の現象を「店舗立地行動」として捉えている（川端基
夫「日系小売業の海外出店行動の分析」『流通研究』（日本商業学会）第２巻第２号、1999 年９月、
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30 ページ）。 
(190) すでに成熟化あるいは飽和化している国内市場の存在の有無にかかわらず、積極的・能動的に海
外市場へと利潤を求める視点と、市場の成熟化・飽和化した結果、消極的・受動的に国内市場から
海外市場へと利潤を求める視点がある。国際化研究では前者は「プロアクティブ国際化」、後者は
「リアクティブ国際化」と呼ばれ区別されている。詳しくは、Alexander,N.,International Retailing, 
Blackwell,1997 を参照されたい。  
(191) 台湾現地日系百貨店５社および日系 GMS１社の経営幹部を対象としたヒアリングに基づいてい
る。なおヒアリング調査は、2004 年８月 27 日～31 日、2006 年９月３日～７日、2007 年２月 20 日
～23 日の複数回に分けて行なった。調査都市は、日系百貨店の所在地である台北市、台单市、高雄
市および日系 GMS の所在地である中和市の計４都市である。  
(192)  本章では、この外資系小売企業を、出店に関わる直接投資部分に焦点を当てて、「海外完全子会
社の設立、合弁会社の設立、海外企業への資本参加、既存外国企業の買収等の海外直接投資を行な
っている企業」を、为として指すことにする。  
(193)  台湾経済部統計処によれば、総合商品小売業として百貨店、スーパーマーケット、CVS、量販店
およびその他の総合商品小売業に分かれている。台湾経済部統計処編『批発零售及餐飲業動態調査
統計年報（2006 年版）』、2007 年を参照されたい。  
(194)  台湾におけるハイパーマーケットでは、店舗規模に大きな差異が見られ、集客数もバラバラであ
る。この分析については、鍾淑玲・矢作敏行「台湾カルフールの現地化プロセス」矢作敏行編『中
国・アジアの小売業革新』日本経済新聞社、2003 年 11 月が詳しい。なお、フランスのカルフール、
オランダのマクロは、いずれも 1989 年 12 月に第１号店を出店している。  
(195)  2005 年 10 月に家楽福（カルフール）は、特易購（テスコ出資 100％）を買収しており、現在す
べての店舗は家楽福の店舗となっている。  
(196) 葉益青『台湾的市場』遠足文化、2004 年、184 ページ。 
(197) ここで挙げられている台湾のスーパーマーケットは食料品スーパーマーケットであり、CVS の
成長とともに、量販店の店舗増加等の理由で、他の業態と比べて成長は著しくはない。  
(198) 財団法人交流協会『台湾の経済事情 2005』、2006 年、185 ページ。 
(199) 財団法人交流協会『台湾の流通事情』、2001 年、30～31 ページ。 
(200) 台湾の量販店を牽引してきたマクロ（オランダ）は、2003 年 2 月に台湾市場から完全撤退してい
る（日僑通訊出版社『台湾経済総覧（2003 年版）』、2003 年 11 月、425 ページ）。  
( 201 ) 筆 者 ヒ ア リ ン グ お よ び 、 イ オ ン Web サ イ ト
（http://www.aeon.info/news/newsrelease/data/1172877_789.html）からの情報に基づく。  
- 203 - 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 
(202) また出店戦略の未来像について尋ねると、例えば、①工場跡地に進出、②店舗としては近隣に５
店舗ぐらいをめどに考えているようであった。  
(203) 川端基夫、前掲論文、33～37 ページ。なお川端氏は、閉店・撤退要因として他にも「日本本社側
の事情」、「家为とのトラブル」、「拡大のための移転」ほかに分類している。  
(204) ただ、多店舗展開を行っている小売企業撤退事例では、法人としては一社であっても店舗数、す
なわち事業所数（商店数）に着目した場合は閉店件数が多くなることには注意が必要である。  
(205) かつて台湾市場におけるダイエー、ヤオハンの店舗展開が代表的であるが、ダイエーは 1984 年
11 月から 1987 年まで東帝士百貨と技術提携で店舗作りの指導を行っていたとの記述や、ヤオハンは
台中と桃園への各都市へ計２店舗のみ出店との記述がみられる（川端基夫『小売業の海外進出と戦
略』新評論、2000 年、312～317 ページ）。 
(206) イオンは、台湾ジャスコの閉鎖を表明。「イオンは 2 日、台湾で 1 店舗を展開する総合スーパー
を 12 月 17 日に閉鎖すると発表した。運営企業である子会社の台湾イオン（中和市）は清算する。
台湾には 2003 年に進出したが苦戦しており、今後は経営資源を中国での出店に集中させる。グルー
プの金融会社、イオンクレジットサービスは台湾での事業を継続する。」との情報が掲載。詳しく
は 2007 年 11 月 2 日 付 け NIKKEI NET の Web サ イ ト
(http://www.nikkei.co.jp/news/sangyo/20071102AT1D0205U02112007.html)を参照されたい。 
(207) 川端基夫、前掲論文、38 ページ。 
(208) 例えば、頂好超市（1971 年）、中美超市（1971 年）、高峰量販店（1975 年）などである（鍾淑
玲「台湾における小売国際化」向山雅夫・崔相鐵編『小売企業の国際展開』中央経済社、2009 年７
月、126 ページ）。 
(209) その为たる経済成長を支えてきたのが台湾製造業を中心とした中小企業である。台湾における中
小企業の成長に関して、劉氏は経済発展過程において政府の果たす役割は大きく、台湾の場合、経
済成長の初期段階より台湾政府の大型官営企業への強化・発展に傾斜した産業政策が、かえって結
果的に民営の中小企業の自立・発展を促し、独自の民営企業発展の契機となったことを言及してい
る（劉進慶「台湾の経済発展と中小企業問題」平川均・劉進慶・崔龍浩編『東アジアの発展と中小
企業』学術出版会、2006 年３月、190～193 ページ）。 
(210) ここで指す日系 CVS とは、日本の CVS 企業として①出資の有無（100％子会社、合弁会社など）、
②経営への関与の程度により区別することにする。ただし、①のケースにおいて出資比率も低く経
営に関与しない卖なる「資本参加」や、出資をともなわない「技術供与」や「フランチャイジング」
でも、商標貸与や店舗の運営・管理を引き受け、経営部分にまで踏み込んで関与している場合は例
外である。 
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(211) その後、食品メーカーである味全企業が 1981 年に青年商店を買い入れ、日本の全日食と技術提
携して「純青便利商店」を開設している（鍾淑玲『製販統合型企業の誕生』白桃書房、2005 年、142
～143 ページ）。 
(212) 鍾淑玲、同上書、142 ページ。 
(213) 鍾淑玲、同上書、142 ページ。 
(214) 鍾淑玲、同上書、143 ページ。 
(215) アメリカ ARCO 社と味全企業とで安賓超商（am/pm）が開業されたが、味全企業は 1995 年に CVS
経営から撤退している。詳しくは鍾淑玲、前掲論文、127 ページ。 
(216) 株式会社ニコマートが日本で倒産した後も泰山グループの運営のもとで台湾で存続した CVS の
ケースである。しかし、2007 年には全店舗が台湾ファミリーマートに譲渡されている。  
(217) 財団法人交流協会『台湾の流通事情』、2001 年、20 ページ。 
(218) 流通快訊雑誌社出版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、141 ページ。 
(219) 台湾では 1999 年に開店した環亜購物廣場以降、非常に速いペースでショッピングセンター（SC）
が各都市で建設されている（柳純「台湾における日系小売企業の経営現地化」那須幸雄・安部文彦
・岩永忠康・渦原実男編『マーケティングと小売商業』五絃舎、2008 年９月、167～168 ページ）。 
(220) 財団法人交流協会、前掲書、21 ページ。 
(221) 劉進慶、前掲論文、203 ページ。 
(222) 劉進慶、同上論文、203 ページ。 
( 223 ) 台 湾 フ ァ ミ リ ー マ ー ト Web サ イ ト
（http://www.family.com.tw/enterprise/en/company_background.aspx）。  
(224) 禾豊グループ以外の日本企業の出資比率は、伊藤忠商事（25％）、伊藤忠食品（15％）、ファミ
リーマート（９％）である（川端基夫『小売業の海外進出と戦略』新評論、2000 年、221 ページ）。 
(225) 鍾淑玲、前掲論文、146～147 ページ。 
( 226 ) 『 FamilyMart Annual Report 2010 』 、 16 ペ ー ジ （ フ ァ ミ リ ー マ ー ト Web サ イ ト
http://www.family.co.jp/company/investor_relations/library/annual_report/pdf/10/j00.pdf）。  
(227) 鍾淑玲、前掲論文、144 ページ。 
( 228 ) 台 湾 フ ァ ミ リ ー マ ー ト Web サ イ ト
（http://www.family.com.tw/enterprise/en/company_background.aspx）。  
(229) 「特集コンビニ、世界を駆ける！」『日経ビジネス』日経 BP 社、2006 年９月４日号、40 ページ。 
(230) 川端基夫『アジア市場のコンテキスト【東アジア編】』新評論、2006 年、146 ページ。 
(231) 近年、「中食」と呼ばれる弁当やおにぎり、サンドウィッチ、惣菜などの食品類は、日本の CVS
- 205 - 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 
では売上高に占める比率は高い。  
(232) なお公共料金代行収納に関しては、各種税金、駐車違反などの罰金、学校の授業料、駐車料金、
クレジットカードの返金など多岐にわたる（川端基夫、前掲書、2006 年、145 ページ）。 
(233) 鍾淑玲、前掲書、143～144 ページ。 
(234) セブン-イレブン統一超商の常温商品担当物流会社である「捷盟行銷会社」の設立は、1990 年で
あり、その後、1999 年に冷凍、チルド、米飯担当物流会社の「統旭行銷会社」や出版物担当の「大
智通行銷文化会社」が設立されている（鍾淑玲、前掲論文、150 ページ）。 
(235) 統一企業の CVS 展開において、第１段階（1978 年４月～1982 年 11 月）では統一企業の小売チェ
ーンへの進出開始、第２段階（1982 年 12 月～1988 年２月）では立地、品揃えターゲット層の転換
期（イノベーション）、第３段階（1988 年３月～1995 年 10 月）は専用物流センターの設置など管
理システムの前進、第４段階（1995 年 11 月～2000 年）は POS など情報システム革新による品揃え
とサービス向上、そして第５段階（2001 年～）では、新形態店舗の開発と国際化による事業拡大期、
標準化戦略となっている（鍾淑玲、前掲論文、136 ページ）。 
(236) 鍾淑玲、同上論文、141～142 ページ。 
(237) 例えば、フィリピンにおけるセブン-イレブン経営（2000 年）、ベトナムにおけるスーパーマー
ケットの「河内 Unimart 超市」（2005 年）、中国では 2000 年に上海にスターバックス、2005 年にド
ラッグストアの「康是美」、スーパーマーケットの「山東統一銀座超市」を経営している（鍾淑玲、
前掲論文、2009 年、139～141 ページ）。 
(238) 鍾淑玲、同上論文、149～150 ページ。 
( 239 ) 『 FamilyMart Annual Report 2010 』 、 14 ペ ー ジ （ フ ァ ミ リ ー マ ー ト Web サ イ ト
http://www.family.co.jp/company/investor_relations/library/annual_report/pdf/10/j00.pdf）。  
(240) 川端基夫『日本企業の国際フランチャイジング』新評論、2010 年、62 ページの表中を参照した。 
(241) 川辺信雄・櫨山健介編『日系流通企業の中国展開』（早稲田大学産業経営研究所）第 43 号、2008
年３月、119 ページ。 
(242) これら２つのノウハウは①文化構造、②経済過程、③企業内外の諸組織に規定され、その規程要
因との関係によって、完全か不完全に分類できることを指摘する。つまり「技術依存型小売ノウハ
ウ」は本国仕様を現地で適用させ、「管理依存型小売ノウハウ」は現地の仕様へと適応させること
が必要であるとされる（金亨洙『小売企業のグローバル戦略と移転』文眞堂、2008 年を参照）。 
(243) 川端基夫、前掲書、2006 年、150 ページの表中を参照した。  
(244) 頂新（開曼島）控股有限公司は、台湾系の総合食品会社であり、中国での物流網を含め、総合食
品メーカーとしてのインフラ整備やノウハウ、人材などに期待できる（川辺信雄・櫨山健介編、前
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掲書、121 ページ）。 
( 245 ) 『 FamilyMart Annual Report 2010 』 、 18 ペ ー ジ （ フ ァ ミ リ ー マ ー ト Web サ イ ト
http://www.family.co.jp/company/investor_relations/library/annual_report/pdf/10/j00.pdf）。  
(246) 川端氏によれば、国際フランチャイジングにおける国内本部と海外本部とのマスター・フランチ
ャイジング（一国全域もしくは周辺国を合わせた広範囲におけるフランチャイズ事業権）を「スト
レート」、「合弁型」、「子会社型」に分けている（川端基夫、前掲書、2010 年、19～20 ページ）。 
(247) セブン-イレブン北京は、2004 年にセブン-イレブン・ジャパン（65％）、北京首聯商業集団有限
公司（25％）、中国糖業酒類集団公司（10％）で設立された合弁会社である。  
(248) 契約により特定のメーカーの販売窓口となって、一定地域における商品の販売権利を有する卸・
小売業を指す（久保村隆祐・荒川祐吉監修『最新商業辞典』同文舘、1995 年、236 ページ）。 
(249) ちなみに、金氏によれば、日本の CVS には FC のデメリットを解決する仕組みが組み込まれてい
ることを指摘している。その为たる仕組みが共存共栄をコンセプトとする粗利益分配方式である（金
顕哲『コンビニエンス・ストア業態の革新』有斐閣、2001 年、50～52 ページ）。  
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